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はじめに 
 
 平成18年12月に教育基本法が改正され、地方公共団体における教育振興基本計画の策
定が努力義務として規定されました。これにより、今後多くの自治体が社会教育計画を含
む教育振興基本計画の策定に取り組むことが予想されます。社会教育関係職員には、生涯
学習振興行政の中における社会教育行政の意義をあらためて認識し、学習する人々の視点
に立って、地域の学習活動を、企画・立案・評価することがより大切となっています。 
 また、こうした基本的な理解のもとに、教育計画の体系化や構造化を図り、現在の社会
教育計画の見直しなどを行っていくことが重要な課題となっています。 
 一方、近年の行財政改革の流れのなかで、行政計画等の評価手法などが多方面で開発さ
れ、実際に試みられてきています。社会教育関係職員においても、それら評価に関わる最
新の手法や的確な視点などを身につけていくことが強く求められています。 
 このような状況をふまえ、国立教育政策研究所社会教育実践研究センターでは、この度、
先に編集・発行した『平成18年度 社会教育主事のための社会教育計画「理論編」』の内
容を見直し整理するとともに最新の知見などを盛り込み、『社会教育計画ハンドブック』と
して新たに作成いたしました。 
 本ハンドブックは、社会教育主事講習や研修などにおけるテキストとしての活用を基本
としていますが、大学の社会教育主事、司書、学芸員の養成課程や、都道府県・市町村の
社会教育関係職員が実際に業務を行う上での参考資料としても十分役立つよう、構成上の
工夫をこらしています。本ハンドブックが、多くの皆様方に活用され全国の社会教育活動
の充実に寄与することができれば幸いです。 
 結びに、本ハンドブックの作成に当たり、ご指導を賜わりました作成委員会の山本恒夫
委員長はじめ委員各位、並びにご執筆をいただいた先生方にあらためて厚くお礼申し上げ
ます。 
 
平成21年12月 
   国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長   服部 英二 
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１ 計画の意義 
 
1.1 行政における計画の意味、意義 
 一般的にいえば、計画は、ある目的のための課題が取り出されたとき、その課題達成の
ために設定される目標を実現する手段を体系化したもののことである。 
 また、「目的達成のための最も望ましい合理的な手段と方法を体系化した相互関連性の高
い一群の未来の行動案」ともいえる。行政における計画は、財政資源など一定の制約条件
のもとで政策課題の解決のための手段・手法を合理的に設計した未来の公共活動のシナリ
オであり、政策目的の有効かつ効率的な達成により市民生活の総合的、計画的な維持・向
上を図るところに意義がある（吉田民雄「行政における「計画」と「評価」」（国立教育政
策研究所社会教育実践研究センター『地方公共団体における社会教育計画等の策定及び評
価に関する調査研究報告書』平成20年４月、p.３）。 
 
1.2 行政計画 
 行政計画は、自治体の総合計画の場合、基本構想一基本計画一実施計画の３層構造にな
っていることが多い。 
 基本構想は概ね10年の計画期間で達成すべき政策目的を設定し、その目的達成のための
政策と施策の大綱に関する基本事項を定めたものであり、基本計画は、基本構想で示され
た政策と施策の大綱の基本事項について、行政分野別に実施する具体的な施策群とその達
成目標を示したものである。実施計画は、その基本計画に定められた施策について３～４
年程度の期間に実施する優先度の高い事務事業群とその達成目標を定めたものである。 
 計画の構造に注目すると、計画は、 
ａ．実現すべき「政策目的」（goal）、 
ｂ．政策目的を達成する手段としての「政策」（policy）、 
ｃ．政策の目標を達成する手段としての「施策」（program）、 
ｄ．施策の目標を達成する手段としての「事務事業」（project） 
の４つの政策の構成要素で形づくられている。「政策」は「政策目的」実現の手段であるが、
「施策」にとっては達成すべき目的であり、「施策」は「政策」実現の手段であるが、「事
務事業」とっては達成すべき目的であり、「事務事業」は「施策」実現の手段であり、それ
第１章 社会教育計画 
3 
らは目的・手段の関係にある。 
 
1.3 教育計画 
 社会教育計画は、教育計画のなかに位置づけられている。これからの教育計画は、改正
教育基本法第17条の教育振興基本計画に基づくものとなるであろう。 
 
◆ 参考 
教育基本法 
第17条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育
の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項につ
いて、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならな
い。 
２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体
における教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければな
らない。 
 
 教育振興基本計画の基本的な考え方は、計画期間を、10年先を見通しつつ5年間とし、
計画の対象も原則として教育に関する事項とするが、教育と密接に関連する学術、スポー
ツ、文化芸術教育等の推進に必要な事項も含めることになっており、その構成は、ａ．基
本的な方針、ｂ．総合的かつ計画的に取り組むべき施策、ｃ．重点的に取り組むべき施策、
ｄ．分野別施策で、さらに計画の策定、推進に際しての必要事項を盛り込むようになって
いる。 
 この教育振興基本計画の考え方は、中央教育審議会答申「新しい時代にふさわしい教育
基本法と教育振興基本計画の在り方について」（平成15年３月）に示されている。 
 そこで強調されているのは、教育投資の充実の必要性である。現在の厳しい財政状況下
では、教育投資について国民の支持・同意を得るために、今まで以上に投資効果を高め、
その充実を図っていくことが重要で、施策の総合化・体系化、また重点化によって教育投
資の効率化を図ると共に、政策評価の結果を適切に反映させる必要がある、とされている。 
 また、計画の策定に際しては、教育における地方分権、規制改革を一層推進するととも
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に、教育の機会均等や全国的な教育水準の維持向上を図る観点から、国が責任を負うべき
施策と地方公共団体が責任を負うべき施策とを明確に区別した上で、相互の連携・協力が
図られるようにする必要がある、とされている。 
 
1.4 マネジメントサイクルと計画 
 計画はPDCA（Plan-Do-Check-Action）のマネジメント・サイクルで実施される。
これは、計画を立てる（Plan）、実施する（Do）、評価する（Check）、計画を改善する
（Action）、というプロセスを継続的に繰り返す仕組みである。 
 Plan（計画）では、政策の基本方針や達成すべき成果目標・指標を設定し、それに必要
とされる予算・人員を配分する。 
 Do（実施）では、その目標達成に向けた政策を実施し、それに対しての助言・調整・促
進も行う。 
 Check（評価）では、実施した政策の成果を測定・評価し、その結果を公表し、評価結
果の検証・原因分析を行う。 
 Action（計画改善行動）では、Check（評価）に基づく改善・修正点を明らかにし、
次の計画へのフイードバックを行う。 
 行政は、計画に定められた政策・施策・事務事業の成果目標を可能な限り数値指標で示
し、毎年度その進捗状況を測定・評価・公表して、市民に対する説明責任を果たす一方、
計画実施の改善に努めるような運営が求められる。 
 
1.5 計画と評価 
 PDCA（Plan-Do-Check-Action）のマネジメント・サイクルで実施される計画の立
案にあっては、計画に対する評価を対応させ、計画案と同時に評価案を作る方がよいとさ
れている。ここでは、それを対応構造として示し（図1-1-1）、策定手順を追っておくこ
とにしよう。 
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図1-1-1 計画と評価の対応構造 
 
手順１．計画の大項目を立て、それに対応させてその大項目の評価を考える。評価は小項
目から積み上げてくることが多いので、ここでは大項目評価の観点を考えておく。 
    大項目はいくつかに分かれるであろうが、図1-1-1では、「大項目１」のみを示
し、それに対する評価を「大項目１の評価」として対応させてある。 
手順２．計画の大項目を分析して、いくつかの中項目を立てる。その際には、常に中項目
評価の観点を考えるようにする。 
手順３．計画の中項目をさらに分析して、１つ１つの中項目にいくつかの小項目を立てる。
その際には、小項目に対応させて、具体的な小項目評価の観点・評価法を設定する。 
手順４．小項目評価が確定したら、小項目評価を積み上げて、中項目評価の観点と評価法
を作る。それに合わせて、中項目計画も見直す。 
手順５．中項目評価が定まったところで、中項目評価を積み上げ、大項目評価の観点と評
価法を作る。必要があれば、それに合わせて、大項目計画の調整も行う。 
 ここでは、評価を小項目から積み上げていく方式の場合を示してある。図1-1-1の評価
枠で、矢印が小項目→中項目→大項目となっているのは、そのことを意味している。 
 このような作業は、実際にやってみるとわかることだが、１回でうまくいくとは限らな
い。むしろ、その手順を何回も繰り返すことになるのがふつうである。なかでも、やっか
いなのが、計画における目標設定とそれに対応する評価指標の設定である。そこで、ここ
では、そこだけを取り出し、手順を提示しておきたい（図1-1-2）。 
大項目１ 
中項目１
小項目１
小項目２
大項目１の評価
中項目１の評価
小項目１の評価
小項目２の評価
対応
計   画 評   価
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図1-1-2 目標設定と評価指標設定 
 
手順１．仮目標を設定する。 
   大目標、中目標、小目標（小項目）、具体的計画を仮設定する。 
手順２．小項目評価指標を設定し、小項目の仮目標を修正する。 
   その１ 次のような観点を参考に、計画の実施結果を小目標の実現度として捉える
小項目評価指標を設定する。評定をも行うのであれば、３段階評定、５段階
評定などを定める。 
      ａ．目標の達成度（目標はどの程度達成できたか。） 
      ｂ．費用対効果（その達成度は投入金額に対して妥当であるか。） 
      ｃ．主要成果事項（計画の実施によって得られた主な成果は何か。） 
      ｄ．主要消失事項（計画の実施によって消えたり、失われたりしたものは何
か。） 
      ｅ．稀少価値判断（消失したり、消失する恐れのあるものの中に存続を図ら
なければならないものがあるか。） 
   その２ 小項目評価指標で評価出来るように、目標の小項目を修正する。 
手順３．中項目評価指標を設定し、中項目の仮目標を修正する。 
   その１ 小項目評価指標をまとめて中項目評価指標を設定する。 
        中項目評価指標の選択条件 
         単純性：わかりやすいこと。 
         整合性：他の項目と矛盾しないこと。 
仮目標の設定 目標の修正 評価指標の設定
大目標 修正 評価指標の設定
中目標 修正 中項目評価指標
小目標（小項目） 修正 小項目評価指標
具体的計画
↓ ↑ ↑
↓ ↑ ↑
↓ 
←←←
 
←←←
 
←←←
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         包括性：関連する下位項目がある場合には、それらをすべてカバー出
来ること。 
         測定可能性：当該の項目かあるいは下位項目で、達成度等を調べられ
ること。 
        評価指標例 
         ○○達成度、到達度、充実度など 
         整備状況（定性的評価を行う場合もある。） 
   その２ 中項目評価指標で評価出来るように、目標の中項目を修正する。 
手順４．大項目評価指標を設定し、大項目の仮目標を修正する。 
   その１ 中項目評価指標をまとめて大項目評価指標を設定する。 
       評価指標の選択条件は中項目に同じ。 
   その２ 大項目評価指標で評価出来るように、目標の大項目を修正する。 
手順５．目標と評価指標の全体をみて、論理的矛盾がないかどうかを調べ、目標と評価指
標全体を確定する。 
 
 表1-1-1 教育振興基本計画関連年表 
 
（山本 恒夫） 
平成15年 ３月20日 
 
中央教育審議会答申「新しい時代にふさわしい教育基本法と
教育振興基本計画の在り方について」 
平成18年12月22日 改正教育基本法公布・施行 
平成20年 ２月19日 
 
中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興
方策について～知の循環型社会の構築を目指して～」 
平成20年 ４月18日 
 
中央教育審議会答申「教育振興基本計画について―「教育立
国」の実現に向けて―」 
平成20年 ７月 １日 「教育振興基本計画」閣議決定 
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２ 社会教育計画の構造 
 
 ここでは、社会教育計画がどのようなものかを理解するために、その目的、内容、策定
のための視点と方法等について概説する。 
 
2.1 社会教育計画の内容 
(1) 社会教育計画の定義 
 計画とは、一般的に目的や目標の達成のための合理的な手段と方法を体系的にまとめた
ものである。これは社会教育計画にあてはめて考えても同じことである。このことを的確
に表現した社会教育計画の定義には次のものがある。 
 
◆ 用語解説 
社会教育計画 
 社会教育の目的を達成するために、一定期間の政策課題と優先順位を定め、その課題
達成のための目標を設定した場合の、目標達成のために必要な政策手段の体系（山本恒
夫「都道府県社会教育行政における計画の意義と定義」国立教育政策研究所社会教育実
践研究センター『地方公共団体における社会教育計画等の策定及び評価に関する調査研
究報告書』平成20年４月、p.10．） 
 
 社会教育計画は、一般には行政が策定するものをいうが、その計画内容や計画期間など
のちがいから、おおよそ次のように分類される。計画内容のちがいでみれば、社会教育事
業にかかわる事業計画、社会教育施設にかかわる施設計画、社会教育職員や指導者等にか
かわる指導者計画、さらにはそれらを支える社会教育行財政にかかわる行財政計画などの
個別計画と、これらを総合的に含む全体計画（総合計画）に分けられる。また、計画期間
のちがいでは、およそ10年くらい先を見通した長期計画、３～５年間程度の計画内容を示
す中期計画、各年度ごとの単年度計画などに分類される。 
 ただし、これらの実際上の呼称や名称は、○○市社会教育計画であったり、社会教育総
合計画、社会教育基本構想、社会教育基本計画など自治体によってさまざまである。必ず
しも計画内容や計画期間のちがいに基づいた名称となっているとは限らないので、その点
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の留意が必要である。 
 
(2) 社会教育計画以外の計画との関係 
 都道府県や市町村には、教育及び学習支援にかかる計画では、社会教育計画のほかに学
校教育にかかわる教育計画、これらを含めた教育全体にかかわる教育計画（教育総合計画）、
広く首長部局の生涯学習支援も含めた生涯学習推進計画などがある。また、自治体には、
地方自治法で策定が義務づけられている行政運営の総合的な指針としての総合計画（地域
総合計画）がある。 
 これらの計画の体系の中に社会教育計画を位置づけるとすれば、上位から「自治体の総
合計画－生涯学習推進計画－教育総合計画－社会教育計画」と考えてよいだろう。もちろ
ん、自治体によってはこれらをすべて策定する場合もあれば、そうでない場合もある。ま
た、社会教育にかかわる計画が独立して策定される場合もあれば、教育総合計画などに含
めて策定される場合もある。いずれにおいても、社会教育計画、あるいは社会教育にかか
わる計画は、教育総合計画や生涯学習推進計画、ひいては自治体の総合計画等の上位の計
画を実現するための具体的な計画として、言い換えれば、上位の計画の実現に寄与すべく
策定される計画として考える必要がある。 
 
(3) 社会教育計画の二面性～行政計画と教育計画～ 
 このように考えると、言うまでもなく、社会教育計画は国や地方公共団体の行政計画の
一部として、その行政目標の実現に資するためのものであることは明らかである。一方で、
社会教育計画は、人々の要求課題や必要課題を教育を通じて解決、あるいは達成していく
ための計画（教育計画）でもある。 
 行政計画としてみた場合の社会教育計画では、社会教育のための「環境を醸成する」（社
会教育法第３条）ことが第一義とされる。社会教育を計画化する意味は、計画的に社会教
育の環境整備を図ることを可能とするところにあるといえるだろう。それに対して、教育
計画としての側面が明確に現れるのは社会教育事業計画（年間計画、個別事業計画など）
である。学習者の課題の解決や達成を支援することを考えると、計画が具体的になればな
るほど、主催者側の目標とともに、学習者の視点にたった学習目標の設定も計画策定の要
素として不可欠なものとなる。 
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 社会教育計画は、この両計画の性格を合わせもつところに他の計画と異なる独自性があ
る。このことを有効に生かすことが社会教育計画の意義を高めることにもつながる。 
 
2.2 社会教育計画に求められること 
(1) 社会教育計画の意義 
 社会教育計画の定義にあるように、社会教育計画では社会教育の政策課題の優先順位に
基づき、その課題達成のための目標を実現する政策手段が体系化されている。そして、こ
こには、このようにして策定された社会教育計画が実行されれば、政策課題が達成される
というシナリオが仮定されている。このように考えれば、社会教育計画には、社会教育に
かかわる政策課題を有効な政策手段を用いて効率的かつ効果的に達成することに本来的な
意義があるといえるだろう。 
 
(2) 社会教育計画の策定において具備すべきこと 
 上記のような社会教育計画の意義を担保するためには何が必要なのだろうか。端的にい
えば、ａ．政策課題や目標が妥当であること、ｂ．目標と政策手段の関連に合理性がある
こと、ｃ．目標の達成状況が評価できること、またその評価内容が妥当であること、をあ
げることができる。そこで、これらの点に基づいて、社会教育計画を策定する上で具備す
べきことを掘り下げてみよう。 
① 社会教育計画策定のための調査、情報収集、分析 
 社会教育の政策課題や目標および政策手段、施策等の妥当性を高めるためには、次のよ
うな事前の入念な調査と情報収集、および分析が必要となる。 
◆ ワンポイント 
計画策定のための調査、情報収集の内容 
ａ．地域課題や地域社会の必要課題、人々の学習要求、国レベルの生涯学習や社会教育
の推進や法制度の動向等の調査→社会教育の推進の方向性を明確にする 
b．社会教育を推進する行政や教育・学習施設等がどれだけの推進力をもっているかに
ついての調査→今後の事業推進力を把握する 
c．社会教育についての自治体や首長の将来展望についての調査→行政全体での今後の
社会教育の位置づけを予測する 
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② 目的、目標および政策手段等の項目の段階的設定 
 社会教育計画の策定では、目的、目標、政策手段等が妥当なものとなるように、それら
の関連を明確にして設定していくことが必要である。その関連とは「目的－手段」の関係
で、具体的には、政策手段の項目の実行は目標の実現や達成に結びついているか、また、
目標の実現や達成は、目的の実現に貢献するものとなっているかということである。 
 さらに、このようにこれら三者間の「目的－手段」の関連づけを確認するとともに、あ
る目的のもとに設定された複数の目標どうしの間で、およびある目標のもとに設定された
異なる政策手段の間にも目指す段階に違いがあることに留意する必要があるだろう。これ
は政策の選択や順位づけにもかかわってくることである。 
 たとえば、施策項目として「生涯学習フェスティバルの開催」「学習機会の充実」「交通
安全の意識の高揚」があるとする。前の二つは実施そのものにかかわる内容であるのに対
して、最後の項目はなんらかの事業を行うことによる結果（人々の意識の変容）としての
内容である。もしかすると「学習機会の充実」によって「交通安全の意識の高揚」を図る
ということも考えられる。このように、同じレベルの項目の中にあってもその目指す段階
には違いがあることがわかる。これは目標の場合も同じことがいえる。 
 このことからいえるのは、目標の中にあっても上位の目標、中位の目標、下位の目標と
いうように目標を段階的に設定するとともに、１つの目標にあっても最終目標、中間目標
というように段階的に設定することによって、どの段階まで達成できたかについての評価
も可能になると考えられる。 
③ 目標値の設定 
 社会教育計画の達成状況を評価する際には目標状態を示す目標値を事前に設定しておく
ことが必要である。目標値といっても１つの目標に対して１つの目標値とは限らず、②で
述べたように、段階的な目標のそれぞれについて設定しておくことが望まれる。また、目
標値は目標の項目だけでなく、政策手段の項目のそれぞれについても到達を目指す状態を
あらかじめ決め、目標値を設定しておくとよい。 
④ 社会教育計画の策定段階の評価 
 社会教育計画の評価には、実行後の達成度についての評価だけでなく、計画の策定段階
で計画そのものを評価することも必要である。ここでの評価は、社会教育計画の必要性、
優先性、妥当性、実現や実行の可能性、予想される成果などの視点から行われる。例えば
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必要性や優先性の視点であれば、目標や施策として設定する必要性があるかどうか、ある
いは他の内容に優先して設定する必要があるかどうかという点から、また実現や実行の可
能性の視点であれば、決められた期間内での目標の実現や達成が可能かどうかという点か
ら計画を評価し、必要があれば計画を変更する。このように策定段階で計画の評価を行う
ことで、計画の精緻化が図られ、より実効性の期待できる計画となると考えられる。 
⑤ 住民参加・参画型の社会教育計画の策定 
 最近は、国や地方公共団体の計画策定に住民の意見を反映しやすくするために、住民参
加・参画型の形態をとる場合が多い。社会教育計画の策定でも住民や学習者等の意見を積
極的に取り入れることが求められている。住民の意見を取り入れた社会教育計画の策定の
形態には、策定段階の最初から委員等として策定作業に参画するようなケースから、公聴
会のように意見を聞く機会を設けるケース、計画案ができた段階で住民から広く意見を聞
くパブリックコメントのようなケースなど、実際にはさまざまである。どのような形態を
とるにせよ、住民の意見を反映した計画の策定を行うことが必要である。 
 
2.3 社会教育計画の体系と構造 
 これまでも述べてきたように、これからの社会教育計画では計画実施後の評価を前提と
していくことが求められる。社会教育計画の策定は、これまで、社会教育に関する上位の
目的や目標を設定し、それを実現するための施策の策定、さらにはその施策を実行するた
めの具体的な事務事業の計画というように、上位から下位へ、大項目から小項目へ、全体
から個別へ、という方向で行なわれてきた。 
 社会教育計画を含め計画の構造やその策定においては、このような考え方に基づくこと
はいうまでもない。しかし、現在、社会教育計画や社会教育の施策の達成度や成果の評価
が問われる状況にあって、これまでの計画策定の手法のみではそれに対応することは難し
い。なぜなら、これまでの社会教育計画の策定の考え方は「上位の目標を達成するための
方策（手段）を策定する」ということであっても、「計画とその実施および成果を評価する」
という視点がほとんど取り入れられずに行なわれてきているからである。 
 そこで、今後必要となる計画実施後の評価を前提とした社会教育計画の体系と構造を示
したものが図1-2-1である（山本恒夫「社会教育計画における計画と評価の体系」国立教
育政策研究所社会教育実践研究センター『地方公共団体における社会教育計画等の策定及
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び評価に関する調査研究報告書』平成21年３月、p.13．を加筆）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1-2-1 社会教育計画の構造 
 
 この図が示している最も重要な点は、社会教育計画が計画体系と評価体系の２つの体系
から構成されているということである。計画体系のツリーは従来から考えられてきた体系
で、計画にかかわる大項目、中項目、小項目で成り立つ体系である。便宜上、大項目は１
項目のみを示しているだけだが、通常は３～５項目くらい設定される。中項目１について
も同様である。この計画体系の項目は、通常、トップダウン型で設定される。つまり、上
位にある大項目１を実現するための手段として中項目１が設定され、さらに中項目１を達
成するための手段として小項目１および２が設定されている。（「施策及び施策の方向性」
「施策の柱」「事務事業」は、項目の例。） 
 この計画体系に対応しているのが評価体系である。評価体系は、大項目の評価、中項目
の評価、小項目の評価で構成される。これらの項目は計画体系のときとは反対にボトムア
ップ型で設定される。まずは計画体系で最も下位のレベルにある小項目１および２を評価
する「小項目１の評価」及び「小項目２の評価」が設定される。そして、この２つの評価
をまとめたものとして「中項目１の評価」が設定される。このとき、「中項目１の評価」は、
計画体系の中項目１に対応するものであり、中項目１の内容を評価するように設定する必
要がある。さらに、このように設定された中項目１の評価と、ここには示していないがそ
小項目１ 
 事務事業１ 
 （目標を含む）
小項目１の評価 
 事務事業１の評
 価項目・指標等
計画体系 評価体系
大項目１の評価 
 「施策及び施策の方向性」の評価
の視点、評価項目・指標等
大項目１ 
 施策及び施策の方向性 
 （目標を含む） 
小項目２ 
 事務事業２ 
 （目標を含む）
小項目２の評価 
 事務事業２の評
 価項目・指標等
中項目１ 
 施策の柱１ 
 （目標を含む）
中項目１の評価 
 施策の柱１の評価の視
 点、評価項目・指標等
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れ以外の中項目の評価をまとめて大項目１の評価を設定する。前と同じように、このよう
にしてまとめて設定された大項目１の評価は、計画体系の大項目１に対応するもので、大
項目１を評価できる内容であることが必要である。 
 図1-2-1は、このようにして計画体系と評価体系の対応を図った上で完成される最終的
な形を示したもので、策定の段階ではさまざまな修正、検討が加えられる。この具体的な
策定方法については次で詳しく述べる。 
 
2.4 社会教育計画策定の視点と方法 
(1) 計画策定の視点 
 これまでの社会教育計画の策定の考え方は、先にも述べたように、「上位の目標を達成す
るための方策（手段）を策定する」ということであって、そこには「計画とその実施およ
び成果を評価する」という視点がほとんど取り入れられずに行なわれてきた。そのため、
従来型の社会教育計画（図1-2-1でいう計画体系）では、課題となっている社会教育計画
や社会教育の施策の評価に対応することは難しい。ここでは、「上位の目標を達成するため
の方策の策定」という視点とともに、「計画とその実施および成果を評価する」という視点
を加えた社会教育計画の策定の手順を示すことにする。 
 
(2) 計画策定の手順 
① 若干の前提 
 ここでは、図1-2-1のような形式の社会教育計画の策定を念頭におくことにする。また、
わかりやすくするため、計画体系における大項目、中項目、小項目は、それぞれ実際の計
画にみられるような「施策及び施策の方向性」、「施策の柱」、「事務事業」とし、評価体系
ではそれぞれの「評価の視点と評価指標」としている。社会教育計画を策定するとは、こ
れらの両体系を策定することを指している。なお、以下では、「施策及び施策の方向性」（大
項目）の内容として「家庭の教育力向上の支援」を事例として、必要に応じて具体例を示
しながら進めていく。 
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② 計画策定の手順 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1-2-2 社会教育計画策定の手順 
計画体系の骨格づくり 
事務事業の再検討 
施策の柱の再検討 
事務事業の再検討 手順２へ 
施策の柱（中項目）の目標と施策及び施策の
方向性（大項目）の仮目標の関係の検討 
施策及び施策の方向性（大項目）の「評価の
視点」、「評価指標」と仮目標の関係の検討 
施策の仮目標の再
設定 
施策の柱の再検討 
手順４へ 
手順３へ 
手順２へ 事務事業の再検討 
施策の柱（中項目）の「評価の視点」、「評価
指標」と施策の柱（中項目）の仮目標の関係
の検討 
施策及び施策の方向性（大項目）の「評価の
視点」、「評価指標」の検討、全体の整合性等
の検討 施策の柱の再検討 
手順４へ 
手順３へ 
手順２へ 事務事業の再検討 
施策の仮目標の再
設定 
計画体系と評価体系の策定終了 
手順２ 
手順１ 
手順３ 
手順４ 
手順５ 
手順６ 
事務事業（小項目）の仮目標と予想される効
果、成果の関係の検討 
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 社会教育計画の策定の手順を示すと図1-2-2のようになる。 
 手順１は「計画体系の骨格づくり」である。社会教育計画は計画体系と評価体系で構成
されるが、手順１では、計画体系のうちの「施策や施策の方向性」（大項目）、その実現の
ためのいくつかの「施策の柱」（中項目）、さらにこれらの内容を具体化した事務事業（小
項目）の体系化を図ることになる。 
 各項目には、それぞれの内容を示す項目の名称（大項目であれば「家庭の教育力向上の
支援」）とともに、例えば表1-2-１のような「戦略的な目標」を合わせて設定する。 
 
表1-2-１ 「家庭の教育力の向上」の戦略的な目標（例） 
〈施策や施策の方向性〉 
 家庭の教育力の向上 
 【戦略的な目標】（策定の最初の段階は仮目標） 
 ａ．親等が身近な場所で学習できる環境を拡充する 
 ｂ．家庭教育を支援する団体・人材の活動等が充実するよう支援する。 
 ｃ．地域で家庭教育を支援する仕組みをつくる。 
 ｄ．親等に家庭教育に関する情報や資料を積極的に提供する。 
 ｅ．先駆的・モデル的な事業を実施し、その成果の普及を図る。 
 
 また、施策の柱である中項目（たとえばａ．地域における家庭教育支援の充実支援、ｂ．
家庭教育にかかわる団体・人材の支援、ｃ．先導的・モデル的事業の実施、ｄ．広域的事
業の実施など）であれば、それぞれの「達成目標」などを含めて設定する。たとえば、ｂ．
家庭教育に関わる団体・人材の支援の達成目標は表1-2-２の上段のように設定することが
できる。 
 ただし、手順１において設定する「戦略的な目標」や「達成目標」は、この段階では仮
目標として設定することが重要で、手順２以降の過程で検討、修正、再設定されることが
ある。 
 手順２からは実施後の評価を考慮した計画策定作業になる。手順２では、手順１で設定
した事務事業の仮目標と実施後に予想される効果や成果（事業実績、事業の直接的な効果、
事業目的達成度 P.18．に「用語解説」）を事業のアウトプットからの流れから検討する
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表1-2-２ 施策の柱の達成目標（修正前と修正後） 
〈施策の柱〉 
ｂ．家庭教育にかかわる団体・人材の支援 
【達成目標】（仮目標：修正前の達成目標） 
 地域における家庭の教育力向上を支援する団体・人材の活動等の一層の活発化のため、
資質や能力、専門的スキルの向上を内容とする研修を実施する。 
 
【達成目標】（修正後の達成目標） 
 ＰＴＡ等地域における家庭の教育力を支援する団体のリーダー等の人材の育成や能
力、専門的スキルの向上を内容とする研修を通じて、その団体・人材の活動等の一層の
促進を図る。 
 
（図1-2-3）。「事業の直接的な効果」を評価する評価指標で事務事業の仮目標の達成状況
を評価できると判断したら手順３に進み、評価が難しいと考えられる場合は、この評価指
標で評価できるように事務事業の仮目標や内容等を再検討する。 
 
 
 
 
 
 
図1-2-３ 評価体系にみられる事業実績から施策目的達成度までの流れ 
 
 手順３では、事務事業の評価（視点、指標）をもとに「施策の柱」の評価の視点と評価
指標を作成し、それらと当初設定した「施策の柱」の仮目標の関係の検討を行なう。仮目
標の評価が難しいときは「施策の柱」および仮目標を再検討し、必要があれば修正する。
事務事業との整合性に問題があれば手順２に戻って事務事業を再検討する。表１-2-２は、
「施策の柱」の評価の視点と評価指標と達成目標（仮目標）の対応関係を検討した結果、
達成目標を修正した過程を示している。 
事務
事業 
事業実績
（アウト
プット）
事業の直接
的な効果 
事業目的達成度
（中間的アウト
カム） 
施策目的
達成度 
評価体系
小項目の評価
指標へ 
中項目の評価
指標へ 
大項目の評価
指標へ 
修正
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 手順４では、手順３で必要に応じて修正された「施策の柱」の達成目標を実現すること
により、その後、どのような流れで大項目の仮目標の達成につながるかを検討する。 
 手順５では、複数の「施策の柱」の事業で予想される成果などをもとに施策目的達成度
を想定しながら「施策や施策の方向性」の評価の視点、評価指標を作成する。それらを用
いて大項目の仮目標が評価できるかどうかを検討する。評価できる場合は手順６に進み、
評価が難しい場合は「施策の柱」の達成目標を修正したときと同じように「施策や施策の
方向性」の仮目標の再設定、「施策の柱」、「事務事業」の再検討を行なう。 
 手順６は「施策や施策の方向性」の評価の視点、評価指標の妥当性を検討する。ただし、
問題があれば、「施策や施策の方向性」、「施策の柱」、「事務事業」のそれぞれの再設定、再
検討を行なう。さらに、計画体系と評価体系の全体の整合性の検討が終了すると計画策定
は終了し、社会教育計画が完成する。 
 
◆ 用語解説 
事業実績 
 事務事業の実施や活動の状況とその結果にかかわる内容で、いわゆる事業のアウトプ 
ット（事業の結果）といわれるもの。事業の実施回数、事業の参加者数、利用者数、利 
用団体数など。 
事業の直接的な効果 
 事業実績によって直接的に生じる事業の成果のことで、事業のアウトカム（事業の成 
果）に含まれる。評価体系の中では施策目的の達成にむけて初期的な事業の成果である 
が、計画体系の事務事業に対応した成果で、個々の事務事業の目的達成の状況を示す。 
事業目的達成度 
 「事業の直接的な効果」から期待される中項目レベルの事業のアウトカムの達成度で、
評価体系の中でみると中間的アウトカムとなる。「事業の直接的な効果」や「施策の柱」
をもとにして作成される。 
施策目的達成度 
 「事業目的達成度」から期待される大項目レベルの事業のアウトカムの達成度のこと。 
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2.5 社会教育計画の評価 
 ここでいう社会教育計画の評価とは、社会教育計画を実施したあとの達成度の評価のこ
とである。社会教育計画にはいくつかの施策があるので、それぞれの施策ごとに評価を行
なってそれらをまとめることで、社会教育計画全体の評定が可能となる。さらに、その結
果を事業改善や次期の計画策定に活用する。 
 大項目（施策）の評価は、個々の中項目（施策の柱）の評価指標を総合して可能な限り
定量化することで客観的な評価が可能となる。評価指標をまとめるには、個々の指標につ
いて基準値を設定して、それを100としたときの点数を算出すれば、それぞれを加算する
ことが可能である。基準値はある年の数値とすることもできるし、他の同規模の自治体や
モデルとなる自治体、全国平均の数値を基準とすることも可能である。そのようにして指
標をまとめていくことで、施策目的達成度を算出して評価することが可能となる。 
 評定の段階は３段階や５段階などが用いられることが多い。５段階（Ａ～Ｅ）であれば、
例えば次のようなものがある。 
 
◆ ワンポイント 
評価に用いられる評価段階（例） 
Ａ：施策の目的が十分達成されている 
Ｂ：施策の目的がかなり達成されている 
Ｃ：どちらともいえない 
Ｄ：施策の目的があまり達成されていない 
Ｅ：施策の目的が達成されていない 
 
※ 社会教育計画の策定について詳しくは、国立教育政策研究所社会教育実践研究セン 
ター「地方公共団体における社会教育計画等の策定及び評価に関する調査研究報告書」
平成21年３月等を参照されたい。 
（原 義彦） 
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３ 生涯学習振興と社会教育計画 
 
 これまでの生涯学習の振興、推進において、社会教育および社会教育行政が大きな働き
をしてきたといってよい。それは今後も変わらないであろう。しかし、市町村の中には、
社会教育課が生涯学習課に再編されたところでは、生涯学習推進計画は立案されても、社
会教育計画が見られないという場合もある。社会教育が中核的な役割を果たすとはいって
も、生涯学習振興は、社会教育のみならず、学校教育における生涯学習の取り組みや家庭
教育の支援も含むものであり、３つの教育領域全てに関わって生涯学習の振興が行われな
ければならない。その意味で、社会教育計画、学校教育計画、家庭教育支援計画の３つが
そろわなければ生涯学習の振興はバランスを欠くことになるであろう。同時に、生涯学習
の振興を進めることは、社会教育行政一人の実行でできるものではなく、学校教育や社会
教育、家庭教育、さらには一般行政との連携・協力が不可欠である。 
 
3.1 生涯学習振興と社会教育計画の位置づけ・役割 
 生涯学習を進展させる牽引役として社会教育が関わってきたこともあり、「生涯学習の振
興が社会教育である」というような誤解ともいえる混乱があった。特に、生涯学習振興行
政と社会教育行政は混同されやすい。生涯学習振興における社会教育計画の位置づけ・役
割を考えるに際して、生涯学習を振興することとはどのようなことであろうか。 
 
(1) 生涯学習振興とは 
 生涯学習の振興とは、人々の生涯学習への取り組みを活発化するとともに、生涯学習社
会を目指して、生涯学習が進展するように制度や仕組みを用意していくことである。それ
は生涯学習の推進といってもよい。人々の生涯学習が活発に行われるように「活動支援」
を行うこと、行政や学習提供機関などが体制づくりを行うよう「条件整備」をし、「連携促
進」を図ることなどがその内容となる。 
 また、生涯学習振興は行政課題の一つである。それはあらゆる場所や機会を利用して人々
の生涯にわたる学習を支援することであり、そのための仕組みを整備していくことといえ
る。では誰がどのように振興するかといえば、社会教育行政だけでは生涯学習振興に対応
できない。生涯学習振興のための推進体制等の整備・充実や生涯学習支援システムの構築
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は、社会教育だけでなく、学校教育、家庭教育、一般行政の連携を必要としている。「新し
い公共の形成」が求められる現在では、ＮＰＯ法人などとの責任ある連携・協力も必要に
なってきている。具体的には、ネットワーク型行政として機能しなければならない。 
 生涯学習は、一つには、生涯学習社会の構築を目指した理念といえる。社会に存在する
様々な教育機能を用いて、人の人生の時間軸においてはいつでも学ぶことができるという
垂直的統合と、必要なことをどこででも学ぶことができるという水平的統合を図り、人間
として生きることを支援するものである。そして、生涯学習社会という場合、生涯学習審
議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について」（平成４年７月）で
は、「基本的な考え方として、今後人々が、生涯のいつでも、自由に学習機会を選択し学ぶ
ことができ、その成果が適切に評価されるような生涯学習社会を築いていくことを目指す
べきであると考える」と述べている。 
 平成18年に制定された新しい教育基本法の第３条では、生涯学習の理念を、「国民一人
一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、
あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすこ
とのできる社会の実現が図られなければならない」としている。この教育基本法の理念を
具体化し、社会教育の領域・分野においても実現を目指すことが求められる。 
 
◆ 参考 
教育基本法 
第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、そ
の生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、そ
の成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない 
 
 また、何が生涯学習の活動であるかという「生涯学習」の用語については、明確に定義
されている訳ではない。しかし、ファジー概念として理解するということで「市民権」を
得てきている。それは、中央教育審議会答申「生涯学習の基盤整備について」（平成２年１
月）の中で、まとめられている。 
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◆ 参考 
中央教育審議会答申「生涯学習の基盤整備について」（平成２年１月） 
 ① 生涯学習は、生活の向上、職業上の能力の向上や、自己の充実を目指し、各人が
自発的意思に基づいて行うことを基本とするものであること。 
 ② 生涯学習は、必要に応じ、可能なかぎり自己に適した手段及び方法を自ら選びな
がら生涯を通じて行うものであること。 
 ③ 生涯学習は、学校や社会の中で意図的、組織的な学習活動として行われるだけで
なく、人々のスポーツ活動、文化活動、趣味、レクリエーション活動、ボランティ
ア活動などの中でも行われるものであること。 
 
 このように、生涯学習の活動を幅広くとらえれば、さまざまな活動が含まれることにな
る。そして、ほとんどが社会教育分野の活動と取られなくもないが、人生の一生という時
間軸で見た場合、家庭教育、学校教育での活動も含まれるし、教育の分野以外の「生活全
般の中に見られる学習的要素」があれば、生涯学習の活動ととらえることができるのであ
る。 
 では、どのような体制、仕組みで、生涯学習支援が行われようとしているか、日本にお
ける生涯学習支援システムはかなり以前から少しずつ明らかになってきたものであり、生
涯学習社会のイメージと重なるものである。それは、緩やかな、柔らかなシステムとして
構築されつつある。３つのサブシステムをもち、ａ．学習機会提供システム、ｂ．学習機
会選択援助システム、ｃ．学習成果の評価・認証システム、によって形作られるものであ
る。生涯学習社会における、学校教育や社会教育、家庭教育の各分野がかかわるとともに、
一般行政や民間教育産業などが関係しあってつくりあげられる。 
 
(2) 社会教育計画の位置と役割 
 次に、社会教育計画は何をするものなのであろうか。また、どのような役割と位置づけ
をもつものなのであろうか。 
 まず、社会教育については法律上、社会教育法第２条に定義されている。すなわち、「こ
の法律で『社会教育』とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に基き学校教育法の教
育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的
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な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。」そしてさらに、社会教
育行政としての国及び地方公共団体の任務等が、社会教育法に定められている。このよう
な社会教育の活動の活発化やその制度的体制整備や環境醸成が、社会教育行政の役割とな
る。 
 また、より広い観点から社会教育は、教育の一分野として、教育基本法に示される教育
の目的の実現、教育の目標の達成に役割を果たさなければならない。具体的には、教育基
本法第２条で、「教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる
目標を達成するよう行われるものとする。」と、「教育の目標」を示している。 
 
◆ 参考 
教育基本法 
第２条 
 一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を
培うとともに、健やかな身体を養うこと。 
 二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神
を養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 
 三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に
基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 
 四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
 五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、
他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
 
 これらは、学校教育のみならず、社会教育においても、達成を目指さなければならない
ものである。 
 このように、社会教育は、教育の一分野・一領域としての活動を推進し、その教育上の
役割を果たすことが求められる。地方自治体の状況は様々である。また、先に見た生涯学
習支援の仕組みは柔軟なシステムとして形成されてきている。社会教育の立場からそうし
たシステム形成に寄与し、生涯学習社会の実現に向けた生涯学習振興を図らなければなら
ない。社会教育という、地域社会における人々の生活と生き方にかかわる活動の推進と目
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標の実現、仕組みや環境の整備についての計画を受け持つのが社会教育計画であるといえ
る。 
 
3.2 諸計画との関係 
 今日、諸計画の重要性が増している。しかも、ただ計画を立てればよいというのではな
く、期待される結果を目指して確実に実行し、評価し、次の計画・実行につなげていくこ
とが求められている。また、社会教育計画に関係する計画には、いくつもの種類がある。
こうした諸計画との関係を整理してみよう。 
 
(1) 地域総合計画 
 「地域」という言葉は、市区町村レベル、都道府県レベルなど、具体的にはその計画主
体によって、意味合いが変わってくる。しかし、「総合」という言葉は、各地域を単位に設
定された目標を実現するために、基本的・総合的な立場から策定されたものであることを
意味する。そして、その言葉が意味するように、地域単位の計画の中で最も上位に位置づ
けられるものが、この地域総合計画である。ただしかし、「総合計画」という場合、教育行
政の分野にとどまって計画される「教育総合計画」と、一般行政の他分野を含めた「地域
総合計画」とがある。これらの下には、各部門別の計画が立てられるが、生涯学習推進計
画や社会教育計画などは部門計画に当たる。また、生涯学習推進計画は、教育行政を超え
た総合的な立場で進めなければならない点からみると、「総合」計画の側面を持っている。 
 また、一般に、行政計画は法律を根拠に策定されるが、法律には計画の目的や目標が掲
げられている。教育計画は教育に関する部門計画であり、行政計画として策定する根拠と
なる法律は、すでに見たように、教育基本法がそれである。新教育基本法は、第１条の「教
育の目的」に続いて、第２条では「教育の目標」が示されている。「目的」というやや抽象
的なものとともに、それを具体的に「目標」として示すことによって、何に取り組めばよ
いかを明らかにしている。時代が変化する中で、地域の実情に合わせながら取り組むべき
事柄を表しているといえる。 
 
(2) 生涯学習推進計画 
 生涯学習推進計画については、すでに見たとおりで、生涯学習振興計画に等しい。生涯
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学習推進計画は、上位に位置づけられる地域総合計画のもとにあって、社会教育、学校教
育、家庭教育支援の計画と関連性を保ちつつ、一般行政とも連携しながら生涯学習の条件
整備を進めていくものといえる。したがって、この計画の第一は、生涯学習振興のための
推進体制等の整備・充実が挙げられよう。加えて、学社融合による生涯学習支援は、この
計画の寄与するところが大きい。 
 さらに、社会教育行政との関係を保ちつつ、生涯学習関連の機関・施設、団体等との連
携を図り、ネットワーク型行政が期待されているが、そうした計画はこの生涯学習推進計
画があることによって達成可能となろう。 
 
(3) 教育振興基本計画 
 教育基本法の第17条は、「教育振興基本計画」を国および地方公共団体が策定すること
を定めている。 
 
◆ 参考 
教育基本法 
第17条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育
の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項につ
いて、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならな
い。 
２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体
における教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければな
らない。 
 
 これに基づき、国は平成20年に「教育振興基本計画」を国会に提出するとともに公表し
た（平成20年７月１日閣議決定）。これは、教育基本法に示された教育の理念の実現に向
けて、今後10年間を通じて目指すべき教育の姿を明らかにし、今後５年間に取り組むべき
施策を総合的・計画的に推進するものである。 
 教育振興基本計画には、「今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策」の「基本
的考え方」として、「教育に関する施策を横断的に捉え直し、その総合的な推進を図る。そ
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の際、各施策を通じてＰＤＣＡサイクルを重視し、より効率的で効果的な教育の実現を目
指す」としている。また、取組全体を通じて重視する考え方として、①「横」の連携：教
育に対する社会全体の連携の強化、②「縦」の接続：一貫した理念に基づく生涯学習社会
の実現、③国・地方それぞれの役割の明確化、を挙げている。また、「特に重点的に取り組
むべき事項」として９項目が挙げられている。 
 このように、より上位に位置づけられる計画であり、都道府県や市区町村の地域総合計
画、教育総合計画にも影響を与えるものである。 
 
(4) 社会教育計画との関係（サブシステムとしての社会教育計画） 
 社会教育計画は生涯学習振興・推進を支える生涯学習推進計画の下位の計画であるが、
社会教育法第３条の「国及び地方公共団体の任務」として、「（国民が）自ら実際生活に即
する文化的教養を高め得るような環境を醸成するように努めなければならない。」とあるよ
うに、環境醸成によって社会教育の奨励を図ろうとするものである。また、第５条、第６
条は、それぞれ市町村教育委員会、都道府県教育委員会の事務として行うべき内容が示さ
れているが、これらを具体化し、実行するための計画であるといえる。 
 都道府県、市町村のいずれにおいても、社会教育計画自体は、その計画する期間によっ
て長期・中期・短期計画などと分けることもできるが、毎年度実施される際の根拠となる
計画は「年間事業計画（単年度事業計画）」といわれる。 
 社会教育計画には、そのような「事業計画」に加え、社会教育施設などの調査・設計・
建設にかかわる「物的計画（施設計画）」、職員配置等にかかわる「人的計画」、施設建設や
人材配置、事業実施等に伴う「財政計画」がある。年間事業計画は、長期計画・中期計画
等との関連の中で年次計画が立案され、年間事業計画として作成され、実施されることに
なる。 
 市町村の場合で見ると、年間事業計画は、対象領域別や発達段階別（青少年教育、成人
教育、高齢者教育など）に作成されたり、目的・内容別（例えば、生涯学習の普及奨励、
家庭教育支援、生きがいづくり、文化の創造・芸術振興等々）などに分けられることが多
い。また、市町村における担当部署や事業内容・目的等について事業ごとに明確にされる。
さらに、学級・講座等の学習事業であれば、その目的から、対象者、定員、実施時期、回
数などを設定することになる。そして、個々の事業計画として、講座開設のような事業計
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画であれば、学習プログラムとして編成される。重要なこととしては、単に事業を行うだ
けではなく、事業効果や成果を測定するために、事業を評価することが必要であり、その
ための視点・観点を定めておく必要がある。 
 なお今日、新たな教育基本法が制定され、社会教育法が改正された中で、家庭、学校、
地域との連携において果たす社会教育の役割が大きくなってきている。学校教育はもとよ
り、教育行政、一般行政との関係を意識しつつ、社会教育計画が立案され、実施されるこ
とにより、一層の社会教育の推進と生涯学習の進展に寄与することが期待される。 
（山本 和人） 
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１ 社会教育事業計画 
 
1.1 社会教育事業計画の意義・必要性 
(1) 社会教育事業計画の意義 
 「社会教育事業計画」とは、端的には、「社会教育の事業を実施するための計画」という
ことになる。しかし、実際には、計画の主体、目的・内容、性格等、多岐に亘っている。
したがって、通常は、特定の作成主体あるいは様式・内容を示すものとはならず、大まか
には、社会教育事業にかかわる諸計画の「総称」といってよい。ただし、ここでは、社会
教育行政（所管の施設等を含む。）の事業計画を前提としていることはいうまでもない。 
 ところで、社会教育の事業は、「学習指導要領」に基づく学校教育と違って、教育目標や
その達成方策の策定作業から、具体的な実施・運営の手続きまで、多くがその実施機関や
団体等の柔軟かつ多様な創意工夫に委ねられている。それは、社会教育の事業が、個々の
学習者の学習要求や当該地域社会の必要に即応するためである。その意味で、計画の主体
性・創造性が、その実施主体に委ねられているわけである。また、そこに、事業の自由性・
多様性もあるわけである。 
 こうした教育（の形態）のことを、定義的には「ノンフォーマル（非定型）教育」と呼
んでいるが、社会教育の事業計画づくりは、そこで意図される事業の目的、内容、方法・
形態、あるいは成果の評価や活用方途を表明するものであり、その枠組みにおいて、社会
教育としての、「意図的」「組織的」かつ「継続的」な教育の実体を形づくるものとなるわ
けである。 
 
(2) 社会教育事業計画の必要性 
 さて、一般に、「計画」とは、「目標追求行動を組織化して最小限のエネルギーで最大限
の効果をあげること」を目的とし、「何のために」、「どのような内容を、どのように組み立
て」、「どのように実施していくか」ということを、形式化したものである。限られた条件
（予算、スタッフ、資源等）の中で、適切な状況判断と将来予測の下に、可能な限りの成
果を生み出すための、組織やスタッフの英知を示したものということになる。このように、
計画とは、もともと無駄や重複をできるだけなくし、最小限の労力で最大限の効果を上げ
るためのものである。まさに、Plan-Do-Check & Action（PDCA）の、一連の流れを
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表すものでもある。 
 一方また、「ヒト、モノ、カネ」に限りがあることを考えれば、公費でまかなわれる社会
教育の事業にあっては、十分に点検された体系的・有機的な計画が、持続可能な形で準備
されなければならないことはいうまでもない。そうでなければ、多くの住民・学習者、地
域社会全体にとって極めて重大な損失となるからである。まさに、「アカウンタビリティ
（accountability）」＝公金支出の結果説明責任が問われるのである。その適否は、その事
業の内容の妥当性、社会的重要性にかかってくることはいうまでもない。 
 
1.2 社会教育事業計画の種類・内容 
(1) 社会教育事業計画の種類 
 次に、実際の社会教育事業計画の種類である。通常、それは、策定作業の時間的流れに
沿った、ステージとしての、計画の「期間」から区分けされる。具体的には、次のような
ものがある。 
① 中・長期事業計画（複数年次計画） 
 「複数年次計画」とも呼ばれ、当該地域の社会教育（行政）の課題と基本構想（理念上
は、「地域振興総合計画（マスタープラン）」や「地域教育総合計画」からもたらされる）
を、年次を配慮した中・長期的な展望に立って総合的・体系的に分析・提示し、今後の課
題達成に向けての方向性や施策、事業の大要として示すものである。 
② 年間事業計画（単年度事業計画） 
 「単年度事業計画」とも呼ばれ、上記の「中・長期事業計画」に基づいて、ある年度の
各々の事業名、趣旨、実施主体、内容・方法（概要）、参加対象・定員、実施期間・回数、
実施場所、予算・経費等を示したものである。当該年度のすべての事業は、この計画に沿
って実施されることとなる。 
③ 個別事業計画（学習プログラム） 
 当該年度の各事業の具体的な内容や方法・形態を、順を追って示したもので（いわゆる
「コマ」別に）、それがどのような形で始まり、どのような形で終わるのかを一覧にしたも
のである。具体的には、上記の年間事業計画（単年度事業計画）に揚げられる、各個別の
事業の実施内容を、タイム・スケジュール的に表したものである。通常は、一定の参加者
あるいは一定のテーマで、一定の期間継続的に実施される、「集合学習」方式の事業である
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「学級・講座」のアクション・プログラム（行動計画）として作成されるものを指す。社
会教育の分野では、一般に、このような計画を「学習プログラム」とも呼んでいる。 
④ 実施運営計画（事業展開計画）と学習展開計画 
 これらは、通常、公式的に示されるものではないが、各事業を実施する場合、担当者が
手許に作成しておくとよいものである。前者は、個別事業計画（学習プログラム）を実際
に実施・運営していくために、スタッフの役割分担、その日の学習活動を実現させるため
の諸条件の確認、教材・教具等の準備、あるいはそのための段取りを示すものである。後
者は、その日時（コマ）に、学習者がどのような学習活動を行うのか（具体的な達成目標
あるいは学習内容・方法等）、あるいは講師・助言者や担当者等が、どのような場面で、ど
のように行動するのか等を示すものである。ただし、この後者の計画は、学習者の側で作
成することができれば、もちろんそれに越したことはないであろう。 
 
(2) 社会教育事業計画の内容（策定の視点・手順を含む） 
 次に、それぞれの計画の内容を、策定の視点・手順を踏まえながら、簡潔に示していき
たい。 
① 中・長期事業計画（複数年次計画） 
 まず、中・長期事業計画である。別に定まった様式はないが、年次ごとに、どのような
施策・事業を展開するのか、そのステップ・スケジュール的なものを示す必要がある。な
お、「中期計画や単年度計画の基礎となるもので、課題とされている領域や対象の将来の目
標や方向、施策の基本を明らかにしたもの」を「長期計画」、「長期計画を具体化し、目標
達成のための施策の総量と中心的事業を明らかにし、施策・事業の組織化、体系化を行っ
たもの」を「中期計画」とし、両者を区分して策定する場合もある。この場合、一般に、
計画の期間は前者が５～10年、後者が３～５年くらいとされている。 
② 年間事業計画（単年度事業計画） 
 次に、年間事業計画である。この計画では、個々の具体的な事業（学級・講座、集会・
行事、情報提供・学習相談、リーダー養成・研修、団体育成・助成等）の全てが網羅され
ることになる。したがって、量的な問題や実際の職務分掌等の関係から、対象別あるいは
学習領域・内容別等に分けて策定される場合が多い。具体例を挙げれば、以下のようであ
る。ただし、特に定まった様式があるわけではない。 
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 対象別計画：青少年教育計画、女性教育計画、高齢者教育計画／学習領域・内容別計画：
芸術・文化振興計画、スポーツ振興計画、男女共同参画学習計画／学習方法・形態別計画：
放送利用学習計画、視聴覚教育計画、ｅ－ラーニング学習計画／学習施設別計画：公民館
事業計画、図書館サービス計画／その他：学社連携・融合事業計画 
③ 個別事業計画（学習プログラム） 
 次が、「個別事業計画（学習プログラム）」である。大枠は、既に年間事業計画（単年度
事業計画）に示されるわけであるが、改めて学習のテーマとして何を選び、それをどうい
う内容配列で進めていくか（→「学習の課題性と方向性」）、あるいは多くの選択肢・必要
性の中から、限られた時間及び学習資源（予算、講師、施設・設備等）の中で、どのよう
にプログラミングしていくか（→「学習の有限性と実現可能性」）が問われることになる。
各担当者の、最大の腕の見せ所でもある。これについては、別途「学習プログラム編成の
視点と手順」で詳しく触れられると思うので、ここでは、概要的なものに留めておきたい。 
④ 実施運営計画（事業展開計画）と学習展開計画 
 最後が、「実施運営計画（事業展開計画）」及び「学習展開計画」である。前者は、「事業
者側のための準備計画」と言えるが、実際にはなかなか作成する時間的余裕もなく、担当
者や関係スタッフの、任意の対応に任せられている場合が多いようである。後者は、その
日時（コマ）のねらいや達成目標が何であり、いかに学習者が、あるいは企画した側が、
それを達成するかという「評価」の観点からも、相応の配慮をしていくことは必要である。 
 
1.3 社会教育事業計画の評価と事業・活動の方向性 
(1) 評価の観点とその枠組み 
 最後に、「評価」にかかわることであるが、重要なことは、事業計画の体系＝社会教育事
業計画としての全体性を、いかに実現しているかである。すなわち、関連諸計画の体系性、
構造性をいかに保持しているかであり、その有機的なつながりを個々の局面で、どのよう
に創り出しているかということである。そしてまた、そうした計画（群）がすべて用意さ
れ、縦横のつながりとして、現実の取り組みがどれだけ連動しているのか、たとえ個々の
計画の主体が異なろうとも、共通の目標あるいは枠組みを常に意識して、事にあたるよう
になっているかである。単なる寄せ集めの計画（群）ではなく、「地域振興総合計画」を基
本路線として、各種の事業がいかに有機的につながっているかが問われるのである。  
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(2) 求められる事業・活動の方向性 
 そこで以下、そうした評価の観点（枠組み）に基づいて、これから求められる事業の方
向性を述べておきたい。その全体的な視点（枠組み）は、社会教育の事業（計画）が、現
在、それらを中心として、いわゆる「生涯学習事業（計画）」としての全体構造を、いかに
作り上げようとしているかである。 
① 社会教育（行政）としての学習援助（教育）の構造化・体系化 
 そこで、まずは、社会教育（行政）としての学習援助（教育）の構造をどのように理解
しているかである。端的に、そこには、狭義の学習援助（教育行政がかかわる教育）と広
義の学習援助（それ以外の教育的事業）とがあり、こうした広狭両義の社会教育事業の中
で、どのような性格、必要性の計画を策定しようとするのか、そこにおける自ら（社会教
育行政として）の学習援助の意味を自覚する必要がある。具体的には、住民・学習者の学
習要求や学習必要をどのような形で把握・整理し（→「学習課題化」）、それらをどのよう
に受け止めて、事業化（→「学習援助＝教育課題化」）していくのかである。特に、そこか
ら導かれる事業のねらい、目的をどうするのかが重要となる。要は、それらの要素を十分
に吟味・検討し、事業（計画）の体系とそれを実現させるプロセスとして、いかに創り上
げていくかということである。これが、「事業の構造化・体系化」である。ちなみに、そこ
では、何よりもまず、企画担当者の「地域診断能力」と、そのための「教育処方の方途」
が問われることになる。以上のことをまとめ、フローチャート化したものが、次の図２-
１-１、図２-１-２である。 
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② 教育行政としての課題意識と法制度的根拠の意識化 
 次に、その場合の学習援助（教育）の背景には、その教育行政としての課題意識と法制
度的根拠があることを忘れてはならない。この意識化によって、当該地域社会における学
習環境の醸成・条件整備のヴィジョンづくり、各々の事業の水路づけがなされるわけであ
る。そしてまた、それが、事業や活動における目的、内容、方法の系統性の確保及びそれ
らの意義・ねらいの客観的把握につながり、それらが、事業の成果の見通しや道筋の確認
につながっていくのである。そこから、学習援助（教育）の目標化、すなわちその課題達
成のための目標化も、生まれてくるのである。 
 したがって、そこでは、常に、「誰のために、何のために？」という、事業や活動のねら
い、目標の焦点化が求められる。しかもそれは、「対象とねらい、目標の関係」の妥当性（→
「学習内容、方法の妥当性」）につながるものでなければならず、対象の明確化・焦点化（→
「学習＜事業＞のねらい、目標の明確化・焦点化」）にもつながるものでなければならない。
そこから、具体的な、その事業や活動の成果の見通しが見えてくるのであり、その事業の
成果の見通しから、具体的な評価の観点も生まれてくるのである。その意味でも、このよ
うな、自らの評価（学習援助者としての評価）の視点と、その「指標化」のための努力が
必要となってくるのである。 
 そこでは、特に、学習者の発達上の変化、役割・状態の変化、その社会・集団全体の変
化等も評価の観点として取り入れられる必要がある。それがまた、次の事業や活動の出発
点ともなるからである。加えて、近年では、学習者の学習要求の多様化、高度化への対応
＝教育・学習資源の有効活用は必至なのであり、担当者のさらなる斬新なアイデアと取り
組みの工夫が求められるところである。また、そこでは、画一的な学習者は想定できない
のであり（年齢、世代、性、学習・生活歴、居住地域・環境等）、さらには、個々の住民・
学習者の生活意識も重要な要素となる。そのためには、改めて住民・学習者との日常的な
接触が必要なのであり、また、すべてを一人（一ヶ所、一機関）で実施することは不可能
であり、これからは、こうした、個別の学習活動をつなぐという視点が重要となってくる
のである。そこからまた一方で、学習情報収集・提供、学習相談が重視されるのでもある。 
 このような意識や取り組みの視点が、他ならぬ生涯学習施策としての視点なのであり、
そこに生涯学習（援助）体系における位置づけを常に意識する必要があるのである。ただ
し、教育（学習援助）の過程は、生身の人間が創出するものである。そこに、意図的な教
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育（学習支援）作用としての、社会教育としての存在価値が成り立つのである。すなわち、
社会教育の概念には、人々の学習意欲や学習活動と、それらを教育的に高めようとする作
用との相互関係が内在することを、決して忘れてはならない。 
③ 社会教育（行政）の存在意義とそれを顕現させるプロセスの重要性 
 かくして、問題は、近年の「生涯学習体系化の中での社会教育事業（計画）のあり方」
についてということになる。とは言っても、従来の社会教育事業計画の中身や位置づけが
本質的に変わるわけではない。ただし、現実には、社会教育の計画そのものがなかったり、
あったとしても長期的、総合的なものではなく、相互の関連性に乏しい、その場しのぎの
対応に終始していたりするところもあるようである。そうした中で、「生涯学習体系への移
行」あるいは「生涯学習社会の実現」を、客観的状況を踏まえ、真に実のあるものとして
いくためには、従来の計画（群）について、その内容あるいは視点等を、変更あるいは付
加していくことが必要となってくるのである。例えば、「学社連携・融合の促進」、「全学習
施設の協働ネットワーク化」、「学習相談・情報ネットワークの確立」等、さらなる充実・
改善を加える要素は多々あるであろう。 
 社会教育は、これまで、住民・学習者が「集い、学び、結ぶ」ということをその基調と
してきた（特に、公民館の「三階建論」）。都市化された生活、物質中心の生活、その中に
再び「結ぶ」（ネットワーキング）という社会的要請が高まっていることは、他言をまたな
い事実である。単なる技術的、ハード面的なつながりだけでなく、そこにヒトとヒトとの
つながり、つまり「ヒューマンネットワーク」が求められる。そのためには、学習環境の
整備、学習機会あるいは学習情報の提供、そうした施策・事業の中核に、「ヒトとヒトとの
出会い」を創出する仕掛け、場面を適宜盛り込むこと等が求められる。それこそが、社会
教育としての真髄なのである。その意味でも、改めて社会教育のアイデンティティ（存在
価値）を、事業計画・学習プログラムづくりの視点と手順に取り込む必要がある。 
 以上、このようにして、社会教育事業計画の全体像が示されるのであるが、そこにおけ
る社会教育の存在意義は、もちろん、その具体的な中身によって決定される。先に述べた
ような「生涯学習社会の実現」をはかるためにも、きちんとした対応の施策が必要とされ
るということである。現在、それについては、生涯学習施策における「教育論」と「まち
づくり論」の吟味と再構築が焦眉の課題と思われるが、そのために必要なことは、社会教
育の位置づけとそれを実現する手立てであり、その鍵を握るのが、教育（形態）の三層構
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造の再編である。いかに、そうした教育の全体像を具現化できるかである。図２-１-３は、
その具体的な方向性を示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2-1-3 制度化の度合いからみた教育の三層構造とそこに
おける統合のフレームワークづくりの視点 
（井上 講四） 
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２ 学習プログラム編成の視点と手順 
 
2.1 学習プログラムの目的と意義 
 学習プログラムとは、社会教育計画を実現するための最小単位の個別事業計画であると
いってよい。この場合、社会教育計画とは当該行政区の策定している社会教育に関する中
長期計画や単年度計画を指す。学習プログラムはその計画から導かれているため、自ずと
それらとの整合性が求められる。社会教育計画と学習プログラムの関係を、プランニング
とプログラミングの関係と表現することもあり、両者は一貫性を保持しつつ実施されるこ
とが望ましい。一般的には、プランニングが先行し、それを達成するために効果的なプロ
グラミングが行われるという順序となるが、具体的なプログラミング作業の中で新たな課
題が発見され、それがプランニングへ影響を及ぼすことも視野に入れておいた方がよいで
あろう。 
 社会教育計画における学習プログラムの位置は上記の通りであるが、そもそも学習プロ
グラムの目的や意義とは何であろうか。ひとつには、立案者がプログラミングの過程でス
コープ（scope）とシークエンス（sequence）を確認しつつ進めることで、論理的に学
習プログラムを編成できることにあろう。スコープとは学習内容や範囲を意味し、シーク
エンスとはそれらの連続性や順序を考えた配置を指す。当該地域住民の学習状況に鑑みて、
スコープを吟味し、シークエンスについては体系性や系統性を重視して配列するか、生活
における課題意識や興味関心に沿って配置するか、など検討することとなる。これらの作
業により、学習プログラムの精度が高まることにもなる。 
 また、学習プログラムの意義は外に向けて学習の目的を表明し、その達成に向けた具体
的道筋を示すことでもある。社会教育においては学習者の自由意思と自発性が他よりも優
先するため、学習プログラムの精度は学習者が学習機会を選択する際の重要な判断基準を
提供することにつながる。その意味で、改めて学習プログラムの重要性を再認識する必要
がある。 
 一方、社会教育には、多様な知識や経験を有する学習者が参加するため、学習プログラ
ムについては柔軟性も兼ね備えておかなければならない。学習プログラムには立案者の明
確な教育意図が含まれることは述べたが、同時にそれは学習者の視点に立ったプログラム
でもある。両者が完全に一致することは考えにくいし、学習者への単なる迎合も差し控え
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なければならない。そこで、個々の学習者の経験やレベルに合わせて柔軟な運営ができる
よう、あらかじめ配慮しておき、一定の許容範囲の中で学習プログラムの調整や変更がで
きるよう準備をしておく必要がある。 
 
2.2 学習プログラムの構成 
 そもそもプログラミングとは、学習目的の達成に向けて学習内容を配置し、全体構成を
考えることである。学習プログラムとは学習者への水先案内役にあたる。講演会や演奏会
等の集会学習もあるが、社会教育において実施される学習機会の多くは学習者同士の関わ
りの中から教育的相互作用が生まれることが期待されている。多様な学習者が一堂に会す
ることで、知識や経験の相互交流が起こり、意識や行動の変容に期待が寄せられる。学習
とは新しい知識や技術、態度を習得することとされるが、それはもとより、その後どのよ
うな効果が生まれるかというアウトカムの視点がより重要であることがわかる。 
 視点を変えると、学習プログラムは立案の終了と同時に受講者募集のチラシにデザイン
を一新して生まれ変わることになる。チラシには必要最小限かつ学習者の興味関心を喚起
する情報を書き込まなければならない。タレントや著名人をもって集客をはかる講演会も
あれば、親子の触れ合いや体験の場を提供するイベント的要素の強いものもある。しかし、
一般的な講座であれば、学習プログラムあるいはチラシこそが学習者の講座参加を選択す
る大きな手がかりとなるのである。 
 それでは、学習プログラムの構成をわかりやすく示すために、表2-2-１として学習プロ
グラムの参考例を紹介しよう。このタイプの学習プログラムが標準的なものと考えてよい。
講座の目的と学習内容・方法・形態・講師やファシリテーターがその心臓部となるが、そ
れ以外の日程・時間・対象・会場・準備物なども、有意義な学習を実現するために同じく
重要である。 
 
◆ ワンポイント 
 アウトカム評価とは、「利用者数や参加者数など事業の結果を評価するアウトプット 
評価」とは異なり、「事業の結果を通じて生じる人々の意識や行動の変化や地域社会の 
変化など、事業の成果や効果を評価する」ものである（原義彦「事業評価の技法」日本
生涯教育学会『生涯学習研究ｅ事典』）。 
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テーマ： あなたの地域は大丈夫？ ～備えあれば憂いなしの防災学習～ 
 
目 的： 地域温暖化をはじめとする気象変化は加速の度を増し、私たちの生活にも大きな影響を及ぼしている。
空梅雨や局地的集中豪雨、都市部のゲリラ豪雨、高潮、地震等多くの被害をもたらす自然現象が私た
ちの身近なものとして実感されるようになっている。地域ではこのような災害に対してどのような準
備ができているのだろうか。本講座では、気象変化と災害の関係について正確な知識を得るとともに、
実際に防災マップづくりに取り組むことで具体的な防災行動へと発展させ、共助社会の実現につなぐ
ことを目指す。 
 
日 時： ６月２日（○）～７月14日（○）     会 場： △▽市中央公民館 
 
対 象： 市民一般・防災に関心のある方・自主防災組織の方等 
 
講 師： 下表参照       受講料： 無料     備 考： 参加体験型の学習方法 
 
回 日  時 タイトルと学習内容 講師・方法・形態 備 考 
 
１ 
 
６月 ２日 
18:30～20:00 
近年の気象変化と災害について考える 
 地球温暖化をはじめとする気象変化が地球規模で起
きている。この気象変化と災害の関係について、気象学
の立場から解説する。 
講師：○○大学理学部（気象学
専門）准教授△△氏 
講義による解説 
講義資料 
パソコン 
プロジェクター 
スクリーン 
 
２ 
 
６月16日 
18:30～20:00 
地域防災の課題を抽出する 
 地域の災害の歴史を高齢者のダイアログから引き出
す。その経験に学ぶことで、現在の地域防災の課題を抽
出していく。 
ファシリテータ ：ー公民館主事
ダイアログとラベルワークに
よるグループ討議 
付箋紙 
A５シート 
模造紙 
水性マジック 
 
３ 
 
６月30日 
18:30～20:00 
防災マップづくりの基本を学ぶ 
 各地で防災マップづくりが行われているが、十分な活
用がなされているか再確認する必要がある。改めて、住
民参加型の防災マップづくりの基本を学ぶ。 
講師：○○大学工学部（地質学
専門）教授△△△氏 
講義による説明と実習の準備
講義資料 
パソコン 
プロジェクター 
スクリーン 
 
４ 
 
７月 ４日 
10:00～13:00 
防災マップをつくる 
 実際にまちを歩きながら、危険箇所を確認し、記録し
ていく。災害の種類によってマップづくりは異なること
も意識しつつ、フィールドワークを行う。 
講師：同上及び大学院生 
現地で危険箇所の解説を行い、
マップづくりの指導をする。
白地図（大・小） 
デジカメ 
プリンター 
水性マジック 
 
５ 
 
７月14日 
18:30～20:00 
共助社会づくりへの第一歩を踏み出す 
 本講座の成果の振り返りとまとめを行う。「私たちに
何ができるか？」という視点で、明日からの生活につな
がる第一歩を踏み出すことを目的とする。 
ファシリテータ ：ー公民館主事
グループでのフリートークと
ラベルワークによる全体討議
防災マップ 
付箋紙 
模造紙 
水性マジック 
表2-2-1 学習プログラム（参考例） 
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2.3 学習プログラム編成の技術 
 学習プログラム立案に際して、何が重視されるのであろうか。ひとつの座標軸として、
「知識・理論」と「経験・勘」を設定してみる。結論的には、双方大事である。社会教育
の経験年数が少なければ自ずと知識・理論を手がかりに学習プログラムの立案に向き合う
ことになろうし、経験豊富であれば過去の事業から同種の事例を取り出し、勘を頼りにア
レンジしつつ立案するであろう。両者の特徴に着目しつつ、典型例を描いてみよう。 
 まず、知識・理論を手がかりに編成したとしよう。社会的に大きな関心を集めている環
境問題を学習課題に設定し、正義に基づく社会派の講座に仕立てようとした。学習内容は、
すでに顕在化している社会現象を受講者が科学的に理解できるよう、専門家による講義か
ら入り、正確な情報伝達を心がけた。それだけでは知識の吸収に終始してしまうため、参
加体験型学習を取り入れ、学習者の参加場面を増やすことで意識と行動の変容へつなごう
とした。講座修了後には拠点施設でボランティアとして活動ができるよう、受け入れ体制
も整えた。しかし、募集を開始して実際に開講日を迎えてみると会場にはまばらにしか受
講者はいなかった、というような場合である。 
 次に、経験・勘を頼りに編成する場合を想定しよう。過去に健康をテーマにして講座を
開設した際に、身体や心の不安を抱えている高齢者がたくさん参加してくれた。できるだ
け多くの参加者を確保することを優先させると健康講座が適当であろう。今回は、笑いと
健康をテーマに、地元で落語を趣味として活動している医師に講師を依頼することで、健
康な高齢者にも参加しやすい構成にした。参加者の募集をしてみると、地域の婦人会や老
人クラブの会員が誘い合わせて申し込んでくれて、大盛況となった。内容も楽しく役に立
つものであり、「またこのような講座を開催して欲しい」との感想が数多く寄せられた。 
 両者にはそれぞれに長所と短所がある。それらを指摘することで、立案技術と編成の視
点を示してみたい。 
 前者は、テーマ設定や学習内容の妥当性、学習方法の工夫、成果活用の方向性は明確で
よかったのだが、地域住民の学習実態や学習者像をつかみ切れていなかった。地域住民の
学習需要や地域課題に目配せをして、段階的に学習を進める必要があったと考えられる。
後者は、地域住民の関心の共通項を取り上げ、より多くの人に参加してもらい、楽しんで
もらおうとする姿勢は悪くなかった。しかし、結果的に参加者は「楽しかった」で終わっ
ており、それ以降の広がりや深まりはあまり期待できそうもない。ここから導かれること
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は、知識・理論と経験・勘の長所を意識的に組み合わせることの重要性である。表２-2-2
は、社会教育事業を進める上で事前に把握しておくべき事項である。プログラミングの前
に、関連事項を一覧表にまとめて基礎データとして傍らに置き、効果的に活用しつつ学習
プログラムを編成することが大切である。 
 
表2-2-2 学習プログラム立案のための基礎データ 
エリアについての把握 学習関連事項の把握 
対象地域をどう設定するか 過去に同種の事業実績はあるか 
人口規模、年齢構成、産業構造、基本事項の
把握はできているか 学習対象をどこに設定するのが最適か 
歴史、伝統、文化、芸能、産業等の地域特性
はどうであるか 
学習ニーズと地域課題の把握はできてい
るか 
生涯学習関連施設や人的・物的学習資源の把
握はできているか 連携可能な部局や施設、団体等はあるか 
 
2.4 評価の視点を入れた学習プログラム 
 評価というと、学習プログラムが実施され、それが終了するとともに始まるというイメ
ージが一般的ではなかろうか。学習が予定通り順調に進行している場合はそれでよいが、
社会教育の場合、想定しない状況がしばしば起こるため、評価の視点を学習プログラム立
案の段階で組み込んでおくことが望ましい。このような事業実施の前に予想される影響を
評価することをアセスメントと呼ぶ。特にマイナスの結果が現れる場合を想定して、アセ
スメントによる善後策を考えておく必要がある。講義形式の場合、講演の途中で流れを変
更することは困難であるが、最近は参加体験型学習を学習方法や形態とすることが増加し
つつある。そこではファシリテーターが正に学習者の反応を的確に評価しながら、適宜プ
ログラムの修正をし、その都度学習の方向付けをしているのである。 
 表2-2-３は筆者が学習プログラムの立案と評価に関する研修で使用しているワークシ
ートを簡略化し、示したものである。 
 学習プログラムは本来、学習の目的を達成するための手段であり、作成することが目的
ではない。このシートでいえば、講座全体の目的・ねらいが実現するように各回の到達目
標、学習効果、学習者変容のイメージを掲げ、進捗状況を測ろうとするものである。この
シートに照らし合わせることで、適宜修正を施すことができれば理想的である。それ自体
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が適切に学習場面を掌握していることであろうし、学習者の達成感や満足感にも反映され
るであろう。講座が終了時のアンケートで、「よかった」あるいは「悪かった」という評価
を得るだけでは、学習者の成長に関与できる学習プログラムとはなっていない。 
 
表2-2-３ 評価の視点を入れた学習プログラム 
講 座 名  
目的・ねらい  
 
 1回 2回 3回 4回 5回 
学 習 内 容      
方法・形態      
指 導 者      
会   場      
〈毎回終了後に評価  ↑  ↑  修正・見直し〉 
到 達 目 標      
学 習 効 果      
学習者変容      
 
 社会教育における学習プログラムは、学校教育における指導案とは性質を異にする。担
当者には、講座の実施を通して最良の成果を出すために、スコープ（最適な学習内容の設
定）とシークエンス（最も効果的な提示と配置）を吟味しつつ、その達成に相応しい講師
やファシリテーターを選定し、快適な学習となるよう環境を整えるなど、さまざまな要素
を組み合わせることが求められる。また学習の対象とされる人びとへ有効な広報を行い、
ネットワークを利用して組織や団体へと働きかけるなど、集客の努力も怠ってはならない。
自発的参加を基本とする社会教育の学習プログラムは学校教育のそれよりも綿密に検討さ
れなければならない。 
 近年、ＰＤＣＡサイクルというマネジメント手法の重要性が強調されているので、その
確認をすることで本項のまとめとしたい。計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）
→改善（Action）というマネジメント・サイクルは、評価を生かして改善につなぎ、さら
に次の計画に反映させるところに特徴がある。高度情報社会を迎え、学習そのものが様変
わりする中で、よりよい学習機会を提供する視点から、より積極的にＰＤＣＡによる事業
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改善を行っていく必要があろう。 
 
2.5 学習課題と現代的課題 
 現代的課題が生涯学習・社会教育の中で注目されるきっかけとなったのが、生涯学習審
議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について」（平成４年７月）で
ある。ややもすると個人の学習欲求の充足に向けられがちな振興方策のベクトルを、社会
に向け直した点で評価される答申である。 
 同答申によると、現代的な課題とは「社会の急激な変化に対応し、人間性豊かな生活を
営むために、人々が学習する必要のある課題」としている。そこには、人間の生き方や価
値観、行動様式が一気に多様化し、人間らしさを失いつつあることへの警鐘が鳴らされて
いる。当時、課題として掲げられたものとして、生命、人権、家庭・家族、地域の連帯、
まちづくり、高齢化社会、男女共同参画社会、国際貢献・開発援助、環境などがある。こ
れらはいずれも地球規模の問題であるが地域での取り組みが欠かせない、問題が深刻であ
るがゆえにすぐにでも取り組まなければ未来に禍根を残してしまう、そのような課題群で
ある。 
 学習課題には個人の要望にもとづく要求課題と、社会の要請にもとづく必要課題のふた
つに大別されるが、現代的課題は後者にあたると考えるのが一般的である。しかし、この
二分法で学習課題をとらえると学習者の課題認識によって要求課題か必要課題かが異なっ
てくる。とりわけ近年のＮＰＯ活動の広がりは、社会的要素の強い課題の解決に向けた自
発的取り組みであり、両者にまたがっているといってよい。学習への入り口はどうであれ、
学習活動の成果や結果が社会的な文脈で広がりをもたらすものと、個人や小集団の中で完
結するものとが実際には存在する。そこを分類の基準と根拠にすることも可能であろう。 
 いずれにしても、学習プログラム立案にあたっては、誰をターゲットに、何を学習内容
に組み込み、どのような学習成果を期待し、どこまで活用の見通しを示すのか、が社会的
な文脈でプログラミングを行う立案者には求められるのである。 
 
2.6 学習を深める学習方法・形態 
(1) 学習方法・形態の基本 
 学習の形態には個人学習と集合学習があり、とくに後者は集会学習と集団学習から成っ
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ている。 
 個人学習とは文字通り、人々が個人で学習を進めていく方法であり、本や雑誌、テレビ、
通信教育などを利用して行う形態である。集合学習のうち、集会学習は学習のねらいや主
題に応じて、講習会や講演会、音楽会、演劇会などに個人で自由に参加する集会的性格の
強い学習形態である。その場での教育的相互作用はあまり期待せず、主として参加者の個
人的な興味・欲求を充足させ、教養の向上をはかろうとするものである。それに対して、
集団学習はグループ・サークルや学級・講座などで、その集合が組織的であってそれ自体
が教育的相互作用に期待する学習形態である。 
 学習プログラムの立案に際して重要なことは、学習形態の分類というよりはむしろ、人々
の学習目的を達成するために、どの形態にどの方法を組み合わせればよいかに心を砕くこ
とであろう。 
 
(2) 参加体験型学習の普及 
 学習プログラムの立案の際に、その目的や内容を熟慮することはいうまでもないが、目
的の達成に向けた学習方法・形態の工夫は今後の重要課題である。高度情報社会を迎えた
今、知識を得ようとすれば公民館や図書館、博物館等の社会教育施設へ足を運ばなくても、
まずはインターネットで検索すれば、一定の情報を入手することが可能である。ネットの
世界には玉石混淆の情報が溢れんばかりに存在する。このような環境下にある私たちの課
題は、正しい情報リテラシーをもって情報の取捨選択をすることである。しかし、一般に
は難しい課題でもある。 
 そこで、近年注目を集めている学習方法・形態に参加体験型学習と呼ばれる学習スタイ
ルがある。参加体験型学習とはワークショップとも呼ばれ、「講義など一方的な知識伝達ス
タイルではなく、参加者が自ら参加・体験して協働で何かを学びあったり創り出したりす
る学びと創造のスタイル」（中野民夫『ワークショップ－新しい学びと創造の場』岩波新書、
平成13年、p.11．）と定義されたりもする。ある問題を整理したり、解決の方向を導こう
とする際に、学習者個々人の学習経験や生活経験、職業経験等を学習資源として有効に活
用するのである。そこでは学習者の経験が共有され、学習の相互作用が起こり、討議の結
果が高い次元でまとまることがねらいとされる。参加体験型学習による学習成果はもとよ
り、学習プロセスをたどることで学習方法の定着も可能となり、結果的に情報リテラシー
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の獲得をも可能にする。 
 現在、国際理解教育、人権教育、環境教育等のさまざまな分野で数多くの参加体験型学
習が実施されている。それはまた現代的課題に入る分野が多く含まれるところに特徴があ
る。それぞれの分野のプロパー（専門家）が、参加体験型学習の中で活用できる教材を世
界各国から収集したり、実際の体験を教材化したり、地域から地球規模の課題を取り込ん
だものを数多く開発している。そこで活躍しているプロパーは必ずしも教育分野の人材で
はなく、比較的短期間で参加体験型学習の経験を重ねながら自身の力量を高めている。こ
の「専門性」と「技法」の協働・融合は、社会教育に地殻変動をもたらすのではないかと
筆者は期待している。 
 翻って、社会教育職員の専門性に、参加体験型学習をプログラミングし、実際に運営で
きる技能を加えることは重要である。これは従来積み上げられてきた社会教育職員の専門
性と齟齬を生じさせるものではなく、親和的でさえある。学習者の反応を直接肌で感じる
ことで職員の力量および資質が高まり、新しい専門性を築く重要な足掛かりとなることが
期待されるからである。 
 
2.7 ＩＴを活用した学習プログラムの工夫 
(1) 高度情報社会の到来 
 高度情報社会の到来は、学習方法・形態の多様化を一層促進している。近未来の学習支
援の鍵を握るのは、光ファイバー網への移行が進展しているインターネットと高速通信化
する携帯電話のネット機能、多元的情報提供が可能な地上デジタル放送と携帯電話のワン
セグ機能であろう。 
 インターネット環境は近年も漸増傾向を維持しながら着実に普及しており、総務省の『平
成21年度版情報通信白書』によると、平成20年末時点で75.3％の人口普及率を示してお
り、日本人の４人に３人がインターネットを何らかの目的で利用していることになる。利
用者の内の90.8％はパソコンからの利用であるが、82.6％は携帯電話等のモバイル端末
からの利用であり、両者の併用をしている人が大半であることが特徴となっている。 
 その利用方法について、先進７カ国の国際比較から日本の傾向を描くと、電子メールの
送受信、ブログや掲示板への書き込み、ＳＮＳ（Social Networking Service）等のコミ
ュニケーションを目的とした利用法が多いとされる。加えて、近年価格比較サイトやウェ
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ブ百科事典、質問サイト等の利用者発信型のコンテンツへの需要が高まり、特にブログ閲
覧については他国を大きく引き離している。 
 
(2) 広がるｅラーニング 
 ＩＴを活用した学習方法・形態にはこれまで遠隔教育が果たしてきた役割も含んでいる。
遠隔教育とは、時空間的な障害によって教育の機会から遠ざけられている人びとのために、
その障害を克服するための方法として開発されたものであり、主要な関心は「届ける」こ
とにあった。教育の不利益層の解消をねらったアウトリーチの展開と符合している。それ
らの展開は情報通信技術の開発に直接的な影響を受けることとなる。しかし、昨今の社会
の高度情報化と遠隔教育の進展は従来とは異なるインパクトをもつ。 
 近年、教育政策として「ｅラーニングによる人材育成支援モデル事業」（平成17年より）、
「社会人の学び直しニーズ対応教育推進事業」（平成19年より）等でｅラーニングは実験
的に取り組まれている。また、教育文化産業による学習機会提供やＩＴ企業による技術提
供などにより、オンライン教育、ネットラーニング、バーチャルラーニング等の学習支援
は多様な呼称ですでに実現しつつある。このようなｅラーニングはネット利用によるイン
タラクティブな学習の可能性を飛躍的に進展させることが期待される。 
 ｅラーニングの意義は、第一に、コンピュータおよび周辺機器の目覚ましい技術革新と
インフォメーション・テクノロジー（ＩＴ）により、テキストや音声、画像（動画）等の
コンテンツの組み合わせが自在となり、情報インフラの急速な整備と相俟って、多様で多
元的な情報を大量に創造し、消費できる環境が整ってきたことである。第二に、物理的な
制限によって学習が阻害されてきた人びと、例えば障害者や高齢者、島嶼部や山間部等交
通の利便性が悪い場所での生活者、仕事で多忙な職業人、育児期の親などにとって、高度
情報社会のメディア活用による学習は、悪条件を克服する上で大きな意味をもつ。第三に、
遠隔教育が特定の学習者に対する便宜ではなく、すべての学習者に向けた学習資源であり、
かつ学習の交流と創造の場となることである。ｅラーニングは個人学習を支援する学習方
法・形態ではあるが、既存の集合学習との組み合わせが重要となる。学習プログラムは多
面的な視点で学習者の支援を行わなければならない。 
（清國 祐二） 
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１ 学習者の特性の理解 
 
1.1 生涯にわたる発達 
 わたしたちは「発達」というと、子どもの発達を思い浮かべる。発達心理学の教科書な
どでも成人期や高齢期に論及するものは少ない。しかし、「生涯にわたる学習」を支援して
いくには、まず、人間の発達が事実として「生涯にわたる」かどうかが確かめられなけれ
ばならない。実際、生涯発達心理学 life-span developmental psychology などの研究
も進展しつつある。その知見に従い理論的にも実践的にもアンドラゴジ－（成人教育学）
が発展している。アンドラゴジーは、近代学校制度に即応したペダゴジ （ー子ども教育学・
教授法）の成人への応用では済まされない新しい知見を検証しつつある。 
 
(1) 「働き」と「働きかけ」との交互作用 
 生涯学習という関心から見れば、人はだれでも「学びたがっている」。基本的に「善く生
きたい」と念じている。この学びたい・善く生きたいという「働き」を学習者の内側に認
めなければ、外側からの「働きかけ」は空しい。かつて人間を「白紙」と捉える人間観が
あり、外部からの積極的な働きかけによってその「白紙」に知識・技能という文化や教科
を印刷するというモデルで捉えてきた。しかし、仮に印刷されるとしてもそれに対応する
紙の「働き」が前提になる。「働き」と「働きかけ」は交互作用なのである。 
 この交互作用の研究である生涯発達理論のモデルは3つ指摘できる。 
 
(2) ３つの発達理論 
 第１のモデルは、子どもは外部からの「働きかけ」に関係なく「働き」を発達させると
いうモデルである。発達は教育に先行する考えである。このモデルからは植物に成長の段
階があるように、子どもにも発達段階があるので、教育は発達段階に従わなければならな
い、という教育思想を生むことにもなる。教授活動よりも、成人とは区別される子どもの
自発的な学習活動を重視する。心理学者ピアジェ（Piaget, J.）の発達理論はその代表で
ある。児童中心主義の教育思想もここに根拠がある。 
 第２のモデルは、子どもは成熟という「働き」よりも外部的な「働きかけ」によって発
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達するという考えである。先の白紙説などはこの系列である。心理学者のヴィゴツキー
（Vygotsky, L.S.）の「発達の最近接領域」説によれば、第１モデルの成熟説では子ども
は現在の発達段階以上の域には達しないので、それ以上の域に引き上げる指導が必要とな
る。そのために社会のなかに構造化された文化を学びとるには学習者だけの活動では限界
があるので、外側からの教授活動を重視した。教育という積極的な「働きかけ」を制度化
し発達を促進させる教育思想が導かれることになる。 
 第３のモデルは「働き」と「働きかけ」とは相互作用と見るモデルである。内的「働き」
は外的な「働きかけ」からのフィードバックを受け、「働き」のバランスをとろうとする。
社会の側からの「働きかけ」は欠かせないけれども、学習者の特性という「働き」を媒介
することによって知識や技能は習得できるとする。したがって、教授活動は学習活動に先
行する固定的な内容・方法ではなく、学習者に「手がかり目標」を用意するという関心か
ら学習プログラムを提供すべきであるという思想を生むことになる。 
 社会計画の策定にはこの第３のモデルが穏当である。生涯学習の推進には基本的に学習
者の自発的な意思を欠かせず、学習ニーズは無視できない。この点で「働き」はそれが潜
在的、消極的であってもまず考慮すべきである。また、それは「働きかけ」によって活性
化するのであるから、学習のための環境醸成、学習情報の提供、学習プログラムの策定な
ども欠かせない。 
 発達理論でいえば、エリクソンは自我の発達を社会構造との相互作用ととらえ、それぞ
れの発達段階（８段階）に心理社会的危機がある、とのモデルを用意した。また、ハヴィ
ガースト（Havighurst, R.J.）も、エリクソンのいう自我と社会との葛藤を解決する発達
課題を実証的方法によって明らかにした。生涯各期の発達課題を６つ指摘し、それを解決
しないと、その後の人生を幸福にしたり不幸にしたりするとした。 
 ただし、発達理論によって発達段階の区分が異なるように、発達段階や発達課題も固定
的に考える必要はない。個々人の発達には個人差がある。とくに成人期や高齢期になると、
学習者という側面以上にそれを支える生活者という側面が学習活動の要因となる。学習者
といっても年齢、性別、職業、所得、価値観、認知スタイルなどが異なるので一様ではな
い。しかも各人の人生行路は流動的である。 
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1.２ 生涯発達からみた学習者の区分 
(1) 成人になるまで 
 成人になるまでは成人期や高齢期に比べ、発達の程度も教育も変化していくので、学習
者の区分も細分化される。５段階に分け説明していこう。 
① 胎児期（胎生期） 
 受精から誕生までの約40週間は胎児期（または胎生期）という。学習者の特性という関
心からは取り上げられない時期である。しかしこの間も胎児の「働き」は成長に向かう。
時に先天性の異常が発見されることもあるし、妊婦の健康・栄養状態、薬物（タバコ・酒）
などの影響で発達の遅滞や障害が生ずることもある。そうならないよう、母親が精神的に
安心できる支援が夫、家族、医師・保健師などに求められる。とくにこの期間も労働する
母親も多いから、過労を避け睡眠や休息が確保されるよう職場環境を整備する必要もある。
そのためには、保健所を中核として行政としての「働きかけ」も必要となる。妊娠以前か
ら、新米ママ・パパが経験するであろう知識を学習する機会を用意することも期待されよ
う。マタニティ・ブルー（産後うつ病）などは生涯にわたる学習への難所の一つであり、
対策が必要となる。 
② 乳児期 
 ピアジェは０～２歳の乳児の発達を「感覚運動期」とよび、母語獲得以前から知覚や運
動をとおして感覚運動的知能を発達させるとした。 
 ところで、人類を他の動物と区別する特徴は直立歩行と言語使用とにある。しかし、新
生児は直立歩行や言語使用の萌芽も見えないほど未熟である。したがって、乳児は大人の
手厚い保護なしには生きることも困難である。「這えば立て、立てば歩めの親心」の「働き
かけ」に促されて歩くことができるようになり、周囲の言葉かけによって人間らしい母語
も習得できる。しかし、乳児はこうした「働きかけ」なしには人間らしい言動を習得でき
ないほど、未熟ではない。周囲の「働きかけ」は欠かせないけれども、チンパンジーに同
じ「働きかけ」をしても同じ結果が生じない。類人猿もヒトも受精卵の重さには大差がな
かったのに、生まれたときにはヒトのほうが体重も脳もずっと重い。したがって、外から
の「働きかけ」に応えうる内なる人間の「働き」にも注目すべきである。 
 事実、近年の新生児研究や小児科学などが明らかにしたように、新生児（生後４週間ま
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で）も、高い認知能力が認められている。すなわち、生後２週間目で母親の顔と声の一致
に気づいている。運動能力においても社会的能力においても、新生児は大人の「働きかけ」
に応じて反応や模倣をする。抱きつく行動をはじめ、吸乳する、泣く、微笑む、注目する
などの行動をとおして、乳児は外界を理解している。少しずつ人間らしい「働き」も学習
していく。ピアジェの言う「感覚運動的知能」を発達させながら、生涯にわたる学習の基
礎を形成している。 
③ 幼児期 
 幼児期は約２歳から小学校に入学するまでの時期である。 
 幼児期に入ると、自由に歩行できる能力を獲得するので行動範囲が広がる。言語も習得
できるので人間関係も広くなる。母語は喃語期を経て「ママ」とよぶだけで「ママ、ここ
に来て」などの一語文を使えるようになる。やがて、３歳前後には主語と述語とからなる
文章が使え日常会話が可能になっていく。「ボク、にんじん、きらいくないよ」などと言え
る。「きらいくないよ」は形容詞と形容動詞とを混同しているので文法的には誤りだが、合
理的な誤りである。また、「ボク」「にんじん」「きらいく」「ないよ」という語順も、英語
の語順と比べれば、日本語として正しい。文法の規則性に従いながら、言語を創造的に使
ってはいるのである。この言語習得の過程はチョムスキー（Chomsky, N.）の生成文法理
論が実証したように、たんなるオウム返しの模倣ではない。 
 母語を獲得すると、論理的に考えることもできるようになるし、道徳的な振る舞いもで
きるようになる。母語で自分の意思を相手に伝えたり、相手の意思を理解できる能力も獲
得する。この幼児の内なる「働き」が活発になるにつれて、内的世界も拡張していく。「自
我の芽生え」から自己主張も強まり、いわゆる「第１次反抗期」が２～４歳の時期に現れ
る。言葉を自由に操作することができるようになれば、他人の気持ちもわかるようになる。
言葉は顔の表情と同じように、自分の心や他人の心を映すから、いわゆる社会性も発達す
る。例えば、喜んでいる母親のようすからその気持ちを察したり、泣いている友人に同情
し思いやりのある言動をとる。この点は幼児の好きな絵本からも例証できる。例えば『ぐ
りとぐら』（中川李枝子・文／山脇百合子・絵、福音館書店、昭和42年）ではきょうだい
が仲良く助け合う場面やきょうだいが森の動物たちとも仲良くなることに共感できる。大
好物のカステラを巨大な卵から料理していく快感とともに、出来た大きなカステラを森の
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動物たちと分かち合う喜びに共感できる。 
 ところで、幼児期の特徴はピアジェ以来、自己中心性（egocentrism）にあると指摘さ
れてきた。自分の視点でことがらを理解しようとし、他人の視点で見ることができないと
いう指摘である。いくつかの有名な実験で検証されてはいる。しかし、これらの実験は幼
児を不自然な実験状況におくためであるとの批判もある。別の実験状況では自己中心では
なく他人の視点でも理解できることがわかっている。この点は先の絵本の理解にうかがえ
るように、登場人物への「視点」移動はできているのである。 
 もともと自己中心性は取り立てて幼児に見られるというわけではなく、青少年や成人期
や高齢期にも見られることである。ただ、幼児は成長の過程にあってことがらを理解する
に足る経験が不足し、知的枠組みが精緻ではないために、青少年や大人ほどには自分の「視
点」を他人の「視点」へと移動することが容易ではないということにすぎない。 
④ 児童期 
 この時期は学童期ともよばれるように６～12歳頃までである。この時期の「働きかけ」
は保育所や幼稚園の遊び中心の集団生活とは異なるインフォーマルな「働きかけ」とは異
なり、学校教育や社会教育としての計画的・組織的な「働きかけ」にさらされる。 
 子どもの内なる「働き」の発達も身体的にも知的にも道徳的にも発達する。とくに身体
の成長に関しては８～10歳に第２次充実期を迎え、さらに男女の性的特徴が少しずつ意識
されるようになる。認知・思考の面でも、ピアジェの発達段階に従えば、前操作的段階か
ら具体的操作の段階に入る。もう直感だけでことがらを判断せず、問題を具体的な経験を
とおし、考えようとする。言い換えれば、具体物や体験なしに抽象的に考えることはまだ
困難である。 
 幼児期に芽生えた自己意識は、級友や友人や教師などとの人間関係が飛躍的に増えるこ
とによって、他者との比較で自分を理解できるようになる。エリクソンはこの時期を「勤
勉性 対 劣等感」とよぶ。すなわち組織的な教育を受けることによって気まぐれではな
い言動ができるようになるとともに、仲間との身体的・知的な能力の違いを感知し、幼児
期には感じなかった劣等感も湧く。 
 しかし、学童期の「働き」は従来の児童心理学が明らかにしたような特性とは異なる問
題行動が生まれている。遊びなどの自然体験、社会体験が弱体化している。ある調査研究
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は子どもの考え方をこう分析している（佐伯胖「考えること・学ぶこと」天野郁夫編『教
育への問い』東京大学出版会、平成９年、p.71．）。 
 ある小学校の３年生から６年生の児童を対象に、「４×８＝32という計算で答を出すよ
うなお話をつくってください」とたずねた。その結果、意味のある文章題を作ったのはす
べての学年で50％未満であった。大多数の児童は次のような「意味をなさない」文章題を
作った。例えば５年生は「４本のりぼんがあります。８人の子どもにわけたいとおもいま
す。りぼんは何本あればいいですか」と。ほとんどの児童は４×８や８×４の答えを出せ
る。しかし、学年にも学力にも関係なく、このような「意味を考えない思考」をしている
という。おそらく、学校の授業では問題を作成する機会はなく、問題解決とその正解が求
められているので、数字に見合いそうなお話を機械的に作ったのである。 
 小・中学校での「生活科」や「総合的学習の時間」では直接経験をする機会がある。し
かし、この「意味を考えない思考」を防ぐには、学校教育の現場だけではなく、家庭や地
域社会でさまざまな直接経験を重ねる必要がある。従来、「ギャングエイジ」（徒党時代）
とよばれる時期なのに、「子どもらしい」と呼ばれてきた活発な言動も抑制されている。ピ
アジェのいう具体的操作の基礎となる経験を豊かにしておく必要がある。換言すれば、テ
レビやゲームなどの仮想現実の肥大化は避けていかなければならない。 
⑤ 青年期 
 青年期は中学生ころから25歳ころまでである。そのスタートはいわゆる思春期（青年前
期）にある。ルソー（Rousseau, J.-J.）は『エミール』で青年期の始まりを「第二の誕
生」とよんだ。たしかに児童期から次の成人期へと脱皮する「第二の誕生」とも呼ぶべき
嵐のような変革が訪れる。 
 第１に、性徴という生物学的変化が見られ、女の子には初潮、男の子には精通が訪れる。
この身体の大きな変化に戸惑いを感じるとともに、心理的にも「女らしく」また「男らし
く」振る舞おうとする。それまで意識しなかったのに異性に対して関心が高まり、異性に
対して羞恥心を感じたり反発したりするようになる。 
 第２に、この性の目覚めは自己への関心、自我の発見を高める。身長・体重の急激な増
加、にきび、男性のひげ・女性の生理は今まで経験しなかったような急変である。この身
体の変化が他人の容姿とは異なる自分に注目させる。髪型や服装を他人や流行のそれと比
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べて気になり、おしゃれをする時期である。 
 第３に、新しい他者の発見がある。自我の発見とはそれまでの自己形成への反省でもあ
る。育ててくれた両親や教師などからの影響を自覚し、そうした影響から免れようとする。
自我の目覚めは第二反抗期として現れ、身近な他者への批判ともなる。換言すれば、自分
の生き方の準拠集団は親や教師から、同じような生活経験のある友人、「なんでも話せる相
手」へと移る。しかし、現実には「なんでも話せる相手」はなかなか見つからない。そこ
で、他者の延長上に自分の理想とする人物や空想の世界をつくりあげることになる。いわ
ゆるアイドルやタレント、アニメやコミックの主人公へ熱狂的に関心をもつ。 
 青年後期にはさらに、自己を今までのように「観る自分」だけではなく、「観られている
自分」に気づく段階に入る。ちょうど鏡に向かったことのない少年が毎朝、鏡の中の自分
の髪型や服装を点検するように、自分が他人からどのように「観られている」かに強い関
心を抱くようになる。「観られたい自分」を演出するために、おしゃれや変わった言動など
の仮面（ペルソナ persona）をつける。しかしそこから自分らしい「パーソナリティ」
personalityを形成する。形成の過程でこの仮面をさまざまな人間関係に応じて使い分ける。
母親の前で見せる仮面、教室で教師から質問されたときの仮面、友人の前で振る舞う仮面
など。「観られている自分」を意識して「観られたい自分」を演出するためであるが、それ
はしばしば「観る自分」と一致しない。本当の自分が何であるかがわからないままに、「い
い子」を演じたり「不良っぽく」演じたりする。 
 しかしこの演出の混乱・矛盾からしだいに自己統合へと向かう。エリクソンはこの点を
「アイデンティティ」（identity 自己同一性・自分の存在感）というキーワードで説明し、
青年期はアイデンティティの確立が課題であるとした。もちろんその間、先の「観る自分」
と「観られる自分」との分裂は続くけれども、自己統合を探求する。ただ現代社会は以前
ほどには青年に社会的役割を与えず、学校時代を長期化させているので、就職や結婚など
の社会的役割分担を自己決定する時期も遅らせている。これをエリクソンは「モラトリア
ム」（精神社会的猶予期間）とよぶ。青年はモラトリアム期を長くして自己決定を遅らせる
傾向にある。したがって、現代の青年には「人生本番」がなかなか訪れないのである。「人
生本番」へと水路づける「働きかけ」が必要となる。 
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(2) 成人期 
 人生の第２段階である成人期はいつからいつまでか。個人差が大きく、定説はない。社
会的に「一人前」と認められてから定年前後まで、あえて年齢でいえば、25歳程度から
60歳～65歳程度である。その始期は通常、成人式にあるけれども、わが国では法制的に
はともかく「一人前」と評価されていない通念もある。多くの若者はまだ大学や専門学校
の学生か入職期であるからである。一人前の社会人というスタートはむしろ、就職し結婚
し新しい家庭を形成していく時期からであろう。 
 成人期は長期間であるけれども、おおむね前期と後期とに分けられている。 
① 成人前期 
 家族のライフサイクルでいえば、この前期は新婚期、出産・育児期、学童期と青年期の
子どもを育てる時期に三分できよう。 
 配偶者を選ぶという青年後期の発達課題を克服した新婚夫婦は、まず配偶者との新しい
生活をすることを学ぶ。独身時代は両親やきょうだいと共に、また一人暮らしをしてきた
ので、配偶者との日常生活はかつて経験したことがない。結婚する前からよく知り合って
いたとしても、衣食住を共にする生活は初めてである。その後、第一子を加えて、子ども
を含めた生活を経験し次第にライフスタイルも固まっていく。子育てという初めての難題
に直面し、夫婦間のいさかいを経験しながら、協力態勢を整えていく。とくに共働きには
協力は欠かせない。やがて子どもたちが学校に通うようになってからは、子育てに翻弄さ
れなくはなるものの、学校教育問題が大きなウェイトを占める。 
 成人前期はしたがって、学習者としては家庭教育や学校教育の問題が多くの課題となる。
しかし、次の世代の人間形成に当たりながらも、同時に、職業人として組織のメンバーと
して残業、出張、転勤などを強いられ、いわば「使われる」時期である。したがって、家
庭よりも仕事を重視した選択も増えていく。しかし、この時期はおしなべて管理職のよう
な責任の重い仕事をまだ担わなくてもよい時期であり、心身の健康にも中年期ほどには気
づかう必要がない。それだけに余暇活動にも積極的に参加できる時期である。したがって、
夫婦共同での家庭生活や子どもの教育の責任を分担することが必要であり、可能な段階で
もある。 
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② 成人後期 
 成人後期は中年期とともにはじまる。この時期は人生の折り返し点として、また第三段
階の人生への過渡期として問題が集中的に起きる時期である。 
 第１に、身心の発達に変化が起きる。白髪・脱毛、視力の低下、運動機能の低下、知力
の衰えも自覚するようになる。近年ではメタボリック症候群のリスクを小さくするため特
定健診（メタボ健診）がはじまっている。また、更年期障害が女性だけではなく男性にも
認められている。この身体の変化は、次に述べる職業人、家庭人としてのストレスも重な
って、心理的負担を大きくする。 
 第２に、働き盛りとも言われるように職業人としての負担も増す。仕事の力量が高まる
だけに、中間管理職として、管理職と部下との仲介者としてむずかしい人間関係に巻き込
まれる。時にはその重圧に耐えられなくなるほどである。雇用慣行の変化により配置転換、
出向、転勤、退職勧奨なども避けられず、転職も少なくない。いわゆる専業主婦の場合も、
育児からは解放されパートタイムの仕事など再就職を迎えることもある。働く女性は現実
には家庭教育や学校教育や地域社会の問題をも分担するから、男性に対して女性の負担は
大きくなる。男女共同参画社会が求められるゆえんである。 
 第３に、家庭人として家庭問題が発生する。一つは子どもの将来への期待をめぐる進学
問題である。そのための経済的出費は、住宅や自家用車などの消費生活の増大とともに、
家計を危機的にする。思春期を迎えた子どもたちは両親からの精神的自立に向かって親と
いさかいを起こすようにもなる。こうした家庭問題は仕事の問題とも重なって、夫婦のい
さかいを増やし、夫婦の絆が弱くなりがちである。かつて新婚時代に抱いていた将来への
ぼんやりとした期待も萎んでくる。さらに言えば、夫婦の両親が高齢期に入り老化しその
扶養問題も生じてくる。 
 換言すれば、個人として職業人として家庭人として、どう学習し解決していくかが課題
となる。しかし困難な課題だけに、成人後期はいわゆるミドルクライシス（中年期の危機）
という人生の難所に直面する。営利の追求という目標で協調する企業とは異なり、家庭は
基本的に愛情で結ばれている集団である。したがって、いったん家族としての結合が失わ
れると崩壊しかねない。親子関係、夫婦関係がいったんこじれると、時に家庭崩壊や家庭
内離婚、中年期うつ病などの病理的現象も起きる。 
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(3) 高齢期 
 かつて還暦は老人の自覚の目安になっていたし、発達課題を説いたハヴィガーストは高
齢期を「成人後期」とよび60歳以上としていた。しかし人生80年の現在、社会通念では
65歳以上に引き上げられていよう。しかもこの人生の三段階目は75歳前後を境に前期と
後期とに分けられる。高速高齢社会といわれるわが国では、今後、後期高齢者の割合が激
増することが予測され、その対策が講じられつつある。 
 高齢期の特徴を「喪失」というキーワードで整理しよう。 
 第１に、中年期にはじまるエイジング（加齢）にともなって、少しずつ身体的な健康が
損なわれていく。エイジングを成長期、成熟期、退縮期と分ければ、高齢期は肉体の器官
も組織も細胞も衰えていく退縮期である。高血圧、動脈硬化、脳血管の疾患、がん、関節
痛・腰痛などの疾患が見られる。視覚・聴覚などの障害も増えてくる。知的能力も低下し
日常生活に支障をきたす認知症に至る場合も見られる。疾患や障害が重なり寝たきり状態
になる人も見られる。この喪失は個人差はあるものの、後期高齢者には顕著である。 
 このような「働き」の低下から、しばしば、老化を病気と混同することがあるが、老化
と病気とは異なる。医者知らずの高齢者や病弱な若者がいるように、疾患はすべての人に
生ずるわけではない。しかし老化はすべての人に普遍的に生ずることである。 
 第２に、社会的役割を喪失する。現役の仕事からの引退である。企業や官公庁で働いて
きた労働者のほとんどは定年を迎え、農家や商店などで働く自営業者も徐々に引退する人
が増えていく。このため、経済的な基盤が失われ、年金・預貯金による生活にはいること
になる。このような社会的役割の喪失と不安定な家計は、心理的な不安を引き起こす。こ
とに「会社人間」と称されるような仕事を生きがいとしてきた人には、自分で得た地位や
役割が喪失することは心理的不安を増大させる。 
 第３に、家庭的役割が一変する。高齢期に入るとともに、子どもたちが就職や結婚のた
め、家族のメンバーから離れていく。子どもの成長を生きがいにしてきた人にとっては耐
えがたい寂しさがある。しかも夫婦二人だけの家庭生活は経験がないだけに、この新生活
への「離陸」は困難である。女性は「空の巣症候群」といわれるような病理的な寂寥感を
経験する。一方、男性は退職後、夫と妻という関係で分担してきた役割区分がなくなるこ
とへの戸惑いが生ずる。以前のように衣食住に関して妻への依存を継続させると、妻との
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関係が悪くなるからである。 
 第４に、家族との離別・死別も避けがたい。とくに配偶者の死は人生の伴侶の喪失であ
るから、その悲哀の情は深い。この悲哀をどのように受け止め、どのように克服するかが
問題になる。また友人やかつての同僚との離別・死別も増えるから、孤立感は募る。 
 高齢期の発達課題はハヴィガーストに見られるように、このような「喪失」への「適応」
の問題として取り上げられる。たしかに、「年寄りの冷や水」という警句があるように、こ
の時期に避けられぬ老化の現実を直視しない人もいよう。しかし、「適応」への要求は反面、
社会からの高齢者への「注文」でもある。とくに第２の喪失、現役からの引退は高齢者の
自発的意思ではなく、定年制と転職機会がない社会慣行との結果である。換言すれば、喪
失が高齢期の「働き」を妨げないようどのような「働きかけ」、支援をするか、という観点
からの社会政策が要請される。 
 近年、老人医学（geriatrics）を中心とする老年学（gerontology）は、精神医学、心理
学、社会学、哲学などと統合され、高齢者の運動や労働、学習活動の可能性を明らかにし
つつある。医学では「アンチ・エイジング」の研究がある。老化を甘受するだけではなく、
治療や学習によって遅らせることが可能になった。また心理学では、キャッテル（Cattell, 
R.B.）が、流動性知能（帰納的・図形的推理、記憶など）は青年期をピークに下り坂になる
けれども、結晶性知能（言語理解、社会的知識など）は中高年になってもゆるやかに向上
することを明らかにした。さらに、もっとも顕著だとされる体力の低下も訓練によって防
ぐことができるか、低下を遅滞させることができることが実践的に立証されつつある。「働
き」の低下はみずからの「働きかけ」（自立学習）によって補うこともできるのである。 
 また、友人や家族との離別・死別は避けがたいけれども、これを補う人的ネットワーク
を豊かにすることもできる。学習活動や学習ボランティア活動などによって自分のサポー
ターやコンボイ（convoy 護衛隊・道づれ）を増やすことも可能である。伝統的な共同
体では講や結いに見られるように血縁・地縁・社縁が一体となった相互扶助のネットワー
クがあった。しかし、このネットワークは今日、弱体化している。これに代わる「学縁」
づくりが望まれる。高齢者の学習阻害要因のひとつは「誘ってくれる仲間がいない」こと
である。学縁ネットワークはこの意味でも学習活動を側面から支援できる。 
（白石 克己） 
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２ 学習集団形成のプロセスと支援 
 
2.1 集団と学習 
(1) 集合学習と個人学習 
 社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方について」（昭
和46年４月）では、社会教育で行われるさまざまな学習の形態を大きく二つに分け、「学
習には、複数のひとびとが集合して進める形態と、個人で進める形態とがある。」としてい
る。 
 個人学習は、個人がある学習目的を達成するために、意図をもって計画的・継続的に主
として学習媒体を用いて「ひとり」で学習する形態である。 
 一方、集合学習は、一般的に言って講演会や展示会などを通じて行われる集会学習と、
相互学習、共同学習などを行うことを主要な活動内容とする集団学習の二つの学習形態に
分けることができる。換言すると、集合学習は、集会学習と集団学習を包含する上位概念
といえる。 
 
個人学習  （図書・雑誌・放送などの学習媒体） 
集会学習 （講演会・展示会・音楽会・映画会等） 
集合学習 
集団学習 （グループ・サークル・団体・学級・教室等）
 
図3-2-1 社会教育の学習形態 
 
◆ 用語解説 
集合学習 
 昭和46年４月の社会教育審議会答申では、「複数のひとびとが集合して進める形態」
は、「学習のねらいや主題に応じて、希望者がそのつど自由に参加する集会的性格のもの
と、参加者の集合が組織的であって、それ自体が教育的意義をもつ集団的性格のものと
に分けられる」と述べている。 
 
 これらの学習形態は、単に人数に注目した学習の形態というより、それぞれ学習を効果
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的に進める上で意味を持つ学習形態といえる。 
 個人学習の特質は、何といっても学習者がそれぞれ持っている問題や関心をそのまま取
り上げ、自分で好きな方法を選んで自分のペースで学習を進めることができる点にある。
個人学習では、学習者の能力や必要に応じて、どのようなテーマ、内容でも取り上げるこ
とができる。 
 一方、集合学習は、個人学習と比較すると次の点でメリットがあると考えられている。 
ａ．情報の入手や交換がしやすい 
ｂ．学習の動機づけがしやすい 
ｃ．感情の浄化作用や仲間意識の形成が比較的容易である 
ｄ．相互援助により技術を身につけやすい 
ｅ．理解や認識を深化できる 
ｆ．社会的態度の形成に役立つ 
ｇ．態度変容や意思決定にも有効である 
ｈ．共同実践へ進むことも可能である 
 列記されたメリットを概観すると、個人学習と比較して学習効果の一切の面で、集合学
習がまさるように見えるが、こうした効果は、集まった人々の人間関係や資質およびリー
ダーの力量、さらには学習内容、集団形成過程等が大きく関係するので、このような条件
が適切に満たされた時、はじめて効果が表れることを忘れてはならないであろう。 
 
(2) 集団学習 
 集団学習を大別すると、主に社会教育学級・講座での学習活動、社会教育関係の団体活
動、施設における集団学習に分けられる。 
 学級・講座は少年、青年、成人一般等の対象別に開設される学級・講座と内容領域別に
開設される家庭教育学級やボランティア講座等がある。また、団体活動としては、地域を
基盤とするものとして、子ども会、青年団、女性団体等があり、学校・職場・職域を基盤
とするものの代表的な団体としてＰＴＡがある。さらに、同好による組織として、スポー
ツ少年団、ボーイスカウト、ガールスカウトなどがある。 
 施設における集団学習としては、少年自然の家、青年の家、女性教育施設などでの集団
学習がある。 
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 こうした集団学習の中でも団体・グループ活動は、人々の人間的なつながりを深める上
で、今後ますます重要な活動になってくると思われる。 
 
(3) 集団による学習の特徴 
 集団は、一般的には2人以上である程度組織化された人間の集まりと定義される。しか
し、2人以上が一緒に時間と空間を共有したとしても、何らの対話もないとすれば、それ
は単なる物理的な共存にすぎない。集団には、集団として成立するために、備えていなけ
ればならない次のような条件がある。 
ａ．メンバーに目標についての共通理解があること。 
ｂ．メンバー間に心理的な結びつきがあること。 
ｃ．メンバーに集団への帰属意識があること。 
ｄ．メンバーに集団内での役割分担があること。 
ｅ．メンバーの個人的要求についての充足感があること。 
 集団による学習は、相互に学びあう特徴をもっており、お互いが教えたり、教えられた
りという双方向のコミュニケーションの対話学習である。その特徴は、教師が一方的に教
え込むという注入方式ではなく、相互に刺激し合って自分にとって必要なものを各自が選
んで学習していくという方法である。このようにメンバーの相互作用によって、集団が進
化発展していくプロセスこそが、お互いに刺激し合う学びの場であり、機会となるもので
ある。こうした集団学習には、三つの機能（作用的なはたらき）がある。 
① 相互治癒的作用 
 交流することが、安心感を生み、相互にいたわりあったり慰めあったりし、心理的に和
ませる。 
② 相互刺激の学習作用 
 他人の行動をみて「真似る」模倣学習から自分にとって必要なものを試行錯誤しながら
取捨選択する。 
③ 創出的な学習作用 
 相互刺激が一人一人の学習にとどまらないで、力を合わせることによって新しい創造的
なはたらきが可能になる。 
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2.2 学習集団形成過程と支援 
(1) 学習集団形成のプロセス 
 学習集団は、一般的に次のような形成のプロセスをたどる。 
① 初期（メンバーの集合） 
 さまざまな学習動機と学習目的をもって学習者が集まってくる。形式的に集団のメンバ
ーがそろう段階である。見知らぬ人と初めて顔を合わせるので、緊張とともに不安と期待
が錯綜する。指導者への依存が強く、指示待ち傾向になる。この段階の指導者は、主導的
で指図するような指導が効果的である。また、学習は模倣が中心となる傾向がある。 
② 混乱期 
 メンバーそれぞれがパーソナリティを表出し、意見を出し合う段階である。メンバーは、
次第に緊張感が解きほぐされると、自由さを発揮してくる。相互作用を通して、メンバー
間の交流の密度は高くなる。しかし、時には自分勝手な行動が表出し、リーダーの指示も
受け付けなくなり、集団としては、収拾がつかないような勝手さが現象としてあらわれる。 
この段階の指導者は、メンバーのエネルギーの発散を見守っていくように、集団の力を受
容的にとらえることが次の段階への準備となり効果的である。 
③ 規範期 
 メンバーのなかにまとまりと秩序が生まれてくる段階である。集団活動がメンバー自身
の手で協力と共同作業によって、目的に向かって行われるようになる。メンバー各自は、
自分の役割を自覚し、責任をもって活動する。 
 この段階の指導者は、メンバー各自が自覚的に活動するので、支援的なかかわりが効果
的である。 
④ 活動期 
 成熟した活動の時期である。メンバーの一人一人がリーダーでありメンバーであるとい
うように、集団成員がそれぞれの役割を自らの責任と判断で全体を見通して行動がとれる
という段階である。集団は、まとまりをもって創造的な活動を実現していくための挑戦的
な活力を発揮する。 
 この段階の指導者は、創造的な活動への挑戦に対して、協働的にかかわっていくことが
望ましい。 
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坂口順治「社会教育の対象の理解と組織化」（国立教育政策研究所社会教育実
践研究センター『社会教育主事のための社会教育計画Ⅰ―平成14年度―』、
p.142．）に一部加筆 
図3-2-2 集団の形成過程と学習援助 
 
(2) 学習集団の支援  
 集団の相互作用によって学習が展開される時、指導者がその学習を効果的に支援してい
く方法は、３種類に分けられる。 
① カウンセラー的援助 
 一般的なカウンセリング技法に、傾聴を重視した「来談者中心療法」がある。メンバー
の中には、自分の思いや意見を伝えることができず、集団に馴染めない場合がある。この
ように集団への適応に悩みを抱えているメンバーに対して心理的な支えをしていくことが
必要である。話したいことを、自由に話す事のできる安心した環境を整え、相手から批判
されることなく、話す内容を受け入れてもらえる信頼関係を築き、共感的な温かい雰囲気
の中で、メンバーの心理的な問題や苦悩について傾聴することで、潜在的な自己実現能力
を引き出すことができる。 
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◆ 用語解説 
来談者中心療法 
 カール・ロジャースによって創始された非指示的な技法。 
 ｢カウンセラーがクライエントの気持ちを受容し、共感的に理解すれば、クライエン 
トは自らの力で立ち直っていく」という考え方に基づく。 
 
② コンサルタント的援助 
 コンサルティングとは、業務に関する専門知識を持って、主に企業に対して外部から客
観的に現状業務を観察し、課題を把握し、原因を分析し、対策を示して企業の発展を助け
る業務を行うことである。 
 学習集団においても、集団がより機能的に活動できるように、メンバーや集団の抱える
課題や要求を客観的に把握・分析し、解決策や対応策を提示し、援助していくことが必要
である。 
 こうした役割を果たすために、指導者には、現状の分析力と課題や要求を的確に把握す
る能力、およびこれらに応えるだけの豊富な知識を持つことが望まれる。 
③ ネットワーク的援助 
 集団が充実してくると、活動の視野も広がってくる。こうしたときに、同じような活動
をしている集団やその活動を紹介しながら、繋ぐ役割が必要である。 
 近年では、インターネットを活用して、メールマガジン・ブログ・ホームページ等によ
って、情報の発信・交換が活発になっている。こうしたＩＴを活用したネットワークの拡
大を援助していくことは、今後ますます重要になるであろう。 
 
(3) 学習集団を支えるリーダーシップ 
 集団は、一般に組織集団と未組織集団に分けられる。 
 組織集団は、機能的にも構造的にも明確な規定をもつもので、企業などがその典型であ
る。一方、未組織集団は、機能的未組織集団と構造的未組織集団に分けられる。 
 機能的未組織集団は、特定のはっきりした目標達成を意図して機能しているわけではな
いが、メンバーの間に見られる相互作用のシステムは一応構造としてまとまりを維持して
いる集団で、家族がその典型として挙げられる。 
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 構造的未組織集団は、集団を構成メンバーの間に、共通した機能目標は意識されている
が、その位置、役割などの構造的要素は流動的もしくは相互代替の許容度が高く、したが
って、集団規範も一定した内容が見られず、全体として構造的に未組織、不安定な集団を
いう。サークルなど、社会教育における学習集団のほとんどは、このカテゴリーに含まれ
ると考えられる。 
 
組織集団  （企業など） 
機能的未組織集団 （家族など） 
未組織集団 
構造的未組織集団 （サークルなど） 
 
図3-2-3 集団の分類 
 
 構造的未組織集団は、集団目標の達成、もしくは集団的課題の解決に対応したメンバー
の機能的分化によって支えられるものであり、地位などによって維持されるものではない。
メンバーは、集団目標との関連で適切な役割が与えられ、その遂行が動機づけられなけれ
ばならない。 
 集団内では、各メンバーが相互に影響を与えているが、その中でも、とりわけ影響力を
もって目標の達成、また計画の中心的な役割を果たすメンバーがリーダーである。そして、
その果たす機能がリーダーシップである。リーダーシップは、集団の機能の一つであり、
集団を維持し活動の効率を高めるため、メンバー相互の関係を調節していく際に重要にな
る。社会教育の学習集団では、次のようなリーダーシップが求められるであろう。 
ａ．集団目標を明確にし、そこに到達する手だてを明らかにすること。 
ｂ．メンバーの行動意欲を刺激し、集団の機能を能率的に遂行できるような集団規範と役
割分担を明確にすること。 
ｃ．役割の実行を促進し、相互作用を円滑に行い、集団目標を的確に達するようにするこ
と。 
 また、集団の中でリーダーは、次のようなことに留意し行動することが求められる。 
ａ．メンバー一人一人の性格、態度等をできるだけ知り、思いやりを示すこと。 
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ｂ．メンバーの言葉に耳を傾け、円滑なコミュニケーションを心がけるとともに、情報提
供に努めること。 
ｃ．集団規範に忠実で個人としての責任をとり、模範を示すこと。 
ｄ．集団規範の維持について、メンバーが自発的、積極的に維持できるような条件の創出
に努力すること。 
ｅ．全体状況について考慮し、集団の心理的・社会的環境を理解すること。 
ｆ．思考や行動を誘導し指示するときは、専門的技術的なレベルを持つこと。 
（佐久間 章） 
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１ 学習情報提供の意義と内容・方法 
 
1.1 学習情報と学習情報提供 
 情報とは、一般には受け手にとって意味のある記号の系列と定義される。この定義に基
づくと、学習情報とは、学習者・学習希望者（以下、学習者という）、社会教育関係者等に
役立つ生涯学習に関する記号の系列ということになる。 
 一般に学習情報提供といった場合には、「案内情報」の提供を指している場合が多い。 
 
◆ 用語解説 
主な学習情報の種類 
案内情報：例えば県立図書館の所在地に関する情報や英会話講座に関する情報など、学
習者と教育・学習資源とを結びつける情報。 
内容情報（百科事典的情報）：例えば「明治維新は何年か」という問いに対して「明治維
新は1868年である」といった情報で、学習者が学習活動
を通して獲得する情報。 
アドバイス情報：学習の仕方や学習評価の方法に関する助言など、学習活動を展開する
中で問題が生じたときに提供される情報。 
 
1.2 学習情報提供の意義 
 生涯学習は可能な限り自己に適した手段・方法を自ら選びながら生涯を通じて行うもの
であるとされている。しかし、自分が学習したいと思う講座がどこで開かれているのか分
からない、学習場所がわからない、適切な指導者が見つからないなど、教育・学習資源に
ついての情報が入手できないため、学習したくても学習できない人がいる。このため、学
習者に案内情報を提供し、学習者が自分に合った学習機会を選択できるようにするのが、
学習情報提供である。 
 
1.3 学習情報提供の内容と方法 
 学習情報提供の内容については、ほとんどの都道府県で学習情報提供システムが整備さ
れているので、それを参考に紹介しよう。多くの場合、次のような分類で学習情報が提供
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されている。 
ａ．学級・講座等の学習機会に関する情報 
ｂ．施設情報 
ｃ．生涯学習関係団体に関する情報 
ｄ．指導者情報 
ｅ．学習教材に関する情報 
ｆ．各種資格に関する情報 
 学習情報提供の方法としては、現状では、ⅰ．国のＮＩＣＥＲ（ナイサー）や都道府県
の学習情報提供システム等のインターネットを使った方法、ⅱ．有線等の放送を使った方
法、ⅲ．学習情報ガイドブック等の冊子による方法、ⅳ．パンフレット、チラシ、ポスタ
ー、広報誌（紙）等による方法、ⅴ．学習相談窓口を通しての方法、などがあげられる。
今後高度情報化がさらに進行し、社会教育領域でもマルチメディア・ネットワークが形成
されるようになれば、学習情報提供の在り方はさらに変わっていくに違いない。実際、組
織や個人が自由にＨＰやブログ等を使って学習情報を発信したりしている。 
 
２ 学習相談の意義と内容・方法 
 
2.1 学習相談の定義 
 学習相談とは、学習者の学習上の悩みや問題の解決を図る助言・援助活動である。その
場合の助言活動とは、学習者が抱えている問題を解決するために、学習情報を提供したり、
学習技法や学習グループ・サークル・団体等の運営方法等を紹介したりすることである。 
 
2.2 学習相談の機能 
 学習相談の機能として、ａ．学習者と教育・学習資源とを結び付ける機能、ｂ．学習者
の学習上の問題を解決する機能、ｃ．学習者の「学習の仕方」の学習を支援する機能をあ
げることができる。 
 
(1) 学習者と教育・学習資源とを結び付ける機能 
 この機能は学習相談における案内情報提供の機能のことで、先に学習情報提供の方法と
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して学習相談窓口を通しての方法をあげたが、まさにそのことである。いいかえれば、学
習情報提供と学習相談の関係は図4-2-1のようになり、学習相談における学習者と教育・
学習資源とを結び付ける機能とは、学習情報提供と学習相談が重なる部分をいうのである。
なお、「教育・学習資源」には、講座、グループ・団体等の学習機会、本、ビデオ等の学習
教材や教育・学習機器、講師・助言者、専門家等の指導者、公民館・図書館・博物館・ス
ポーツ施設等の教育・学習施設等があげられ、上述の学習情報提供の内容と同じである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4-2-1 学習情報提供と学習相談の関係 
 
(2) 学習者の学習上の問題を解決する機能 
 学習者が学習相談窓口を訪れるのは、学習していて問題を抱え、それを解決したいと思
ったときである。したがって、学習者と学習相談員とのコミュニケーションを通して学習
者の学習上の問題を解決するために、学習相談があることになる。問題を解決することに
より、学習の質を高め、学習の継続を図ることができる。 
 
(3) 学習者の「学習の仕方」の学習を支援する機能 
 生涯学習は自発的に行うことを基本としているため、学習者は「学習の仕方」を身につ
けておく必要があるが、それは易しいことではなく、それゆえ学習者は様々な問題を抱え
ることになる。学習相談では、上述のように助言等を通して学習上の問題の解決を図るが、
その過程は実は学習者が「学習の仕方」を学習する機会にもなる。それでは「学習の仕方」
の学習とはどのようなものなのであろうか。 
 それはａ．自分にあった学習計画を立て知識・技術・コツを身につける、ｂ．学習技法・
学習情報提供 学習相談
チラシ、ポスター、広報
紙、有線放送、端末機な
どによる学習情報提供 
学習ニーズ診断、学習技
法、グループ・団体の運
営方法等の紹介や助言 学習相談での学習情報（案内
情報）の提供 
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問題解決技法等の知識・技術を身につける、ｃ．自己の学習活動の状態を客観的に認識・
評価できる能力を身につける、に大別されるように思われる。図4-2-２は、そのような「学
習の仕方」の学習と学習相談の関係を示したものである。 
 これまでは、「学習」とは経験による行動の変容と捉えられていたが、近年それに新しい
領域のメタ認知（ｍeta cognition）的能力の学習が加えられるようになった。具体的に
いえば、学習を行う際に自分の認識能力を把握したり、認知過程を監視し、制御する知識・
技能を身につけたりする学習である（伊東裕司「記憶と学習の認知心理学」市川伸一ほか
編著『記憶と学習』岩波書店、平成６年、pp.37-39.等を参照）。「学習の仕方」の一部は、
このメタ認知的能力を有していることでもある。 
 学習者の相談内容は何らかの意味でこれらの「学習の仕方」のどこかに関わっているた
め、学習者は相談員とのコミュニケーションを通して、「学習の仕方」を身につけていくこ
とになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4-2-2 「学習の仕方」の習得と学習相談の関係 
 
 学習技法とは、例えば本の読み方、文章の書き方、話し方、各種メディアの使い方、表
現の仕方、情報の検索の仕方、まとめ方等の知識・技術である。さらに生涯学習の領域で
は、討議法やグループ・団体活動の運営方法等の知識・技術も学習技法に含まれる。 
 
「学習の仕方」の学習
 
いわゆる 生 涯 学 習 
学習計画の立て方に関
する知識・技術を身に
つける 
学習技法・問題解決技
法等の知識・技術を身
につける 
学習活動の状態を客観
的に認識・評価する能
力を身につける 
学 習 相 談 
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2.3 学習相談の内容と方法 
(1) 学習プロセスからみた学習相談の主な内容 
 学習相談の内容を示したものが図4-2-3である。学習相談は学習者の学習活動の全プロ
セスに関わっており、図4-2-3では、学習プロセスとの関連で主な学習相談の内容をあげ
ている。図の真ん中の左から右への流れが学習プロセスで、その上には個人の学習活動に
ついての相談内容例を、下にはグループ・サークル・団体活動の相談内容例を具体的にあ
げている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4-2-3 学習プロセスからみた学習相談内容 
 
学習への意欲・動機
 
学習テーマの設定
 
学習情報の収集・検討
 
学習計画の作成
 
学習活動の展開
 
自
 己
 評
 価
 
学習計画の修正
 
学習活動の終了
 
学習成果の活用
 
自己評価と課題発見
 
 学習ニーズの診断、
 
生活課題の発見
 
学習の場
･機会
･教材等につ
いての情報提供
 
学習計画のつくり方
 
学習の仕方（調べ方等） ・問題解決技法について
 
自己評価の方法
 
学習計画の修正方法（問題の所在の探求）
 
学習情報の提供
 
学習成果 活用の機会についての情報提供
 
自己評価の方法・新しい課題の探求について
 
仲間づくりの方法、 地域や仲間の課題発見の方法 （人々 学習のニーズに関する情報の提供等）
 
学習の場・教材・講師等の情報提供
 
グループ・団体のＰＲ方法、プログラム作成方法等
 
人間関係について、集団活動の方法、団体運営 方法、プログラムの展開方法
 
プログラム評価や団体活動評価の方法
 
プログラムの修正方法（問題の所在の探求） 、学習情報の提供等
 
学習成果の活用の場・機会についての情報提供、活用 場 開発方法等
 
プログラムの評価方法、 新しい課題の探求について
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(2) 学習相談の方法 
 学習者がいつでも必要に応じて気軽に相談できるように、学習相談窓口を住民の身近な
ところに開設することが望まれる。学習相談員を配置している例としては、横浜市、千葉
市、相模原市などが有名であり、ボランティアグループ「生涯学習研究会なごや」（名古屋
市生涯学習推進センター内）はボランティア活動として学習相談を行って注目されている。 
 学習相談の方法としては面談による方法や電話による方法が一般的である。その他、郵
便やＦＡＸ、ｅメールを使った方法もある。 
 
2.4 学習相談員に求められる資質・能力 
 これまでみてきたように、学習相談は学習活動の全プロセスにかかわるもので、その内
容は幅広い。このような学習相談に応じるためには、学習相談員にどのような資質・能力
が求められるのだろうか。 
 学習相談員に求められる資質・能力は、大別すると次の４つの要素から成り立っている
ように思われる。 
ａ．基礎的資質やコーディネート能力 
ｂ．情報収集・処理にかかわる能力 
ｃ．コミュニケーションにかかわる能力 
ｄ．学習技法にかかわる能力 
 これらの資質・能力の関係を示したものが図4-2-4である。 
 ａ．の基礎的資質についてであるが、学習相談では学習者の相談に応じるので、生涯学
習とはどのようなものか、その地域ではどのように生涯学習振興に取り組んでいるか、な
どの基本的な生涯学習や社会教育に関する知識を学習相談員は理解している必要がある。
また、自己啓発への意欲や幅広い教養が求められる。さらに、学習者のニーズと関係機関・
施設・団体等のニーズとを調整しなければならない場合もあり、コーディネート能力も必
要とされる（コーディネートについては、浅井経子「生涯学習支援者に求められる技術の
開発」『日本生涯教育学会年報』第25号、平成16年、pp.13－32.、財団法人社会通信教
育協会『生涯学習支援実践講座 生涯学習コーディネーター研修』テキスト全４巻等を参照）。 
 ｂ．の情報収集・処理にかかわる能力については、地域の学習情報提供システムの構造
を理解していること、パソコンとインターネットを使って情報検索できること、地域の学
第４章 学習情報提供・学習相談 
78 
習情報を収集しそれをいつでも活用できるように整理、保存することができること、他の
学習相談窓口や学習領域以外の相談窓口、例えばボランティア相談や教育相談等とのネッ
トワークを築くことができること、等があげられる。 
 ｃ．のコミュニケーションにかかわる能力であるが、これは学習者の話を聞くことがで
きること、話の内容や潜在的なニ－ズ等を把握できること、問題解決策を学習者が自発的
に探せるように助言したり情報を提供したりできること、などである。 
 ｄ．の学習技法にかかわる能力は、「学習の仕方」についての知識・技術を駆使する能力
である。情報の調べ方、メディアの使い方、討議法等の狭義の学習技法を助言できるだけ
でなく、前述したように、学習活動の状態を客観的に把握、評価する仕方や問題解決の仕
方などを助言できる能力である。例えば、学習計画の立て方や学習評価（自己評価）の方
法を助言できる、仲間づくり、ＰＲの方法、学習プログラムや事業の立案方法、学習グル
ープ・サークル・団体活動の運営方法等を知っている、学習診断ができる、などがあげら
れる。 
 実際には、これらの４つの資質・能力を相互に関連させて、学習相談員は学習相談を行
うことになる。このため、図4-2-4では相互に矢印で結ばれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4-2-4 学習相談員に求められる資質・能力 
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2.5 学習相談フロー 
 学習相談員が回答する範囲は学習者の学習プロセス全体に及ぶが、質のよい学習相談を
保証するためには学習相談員を支援する体制を整備する必要がある。例えば、学習相談フ
ローやツールを開発したり、学習相談員同士の情報交換等を行うカンフアランスを定期的
に実施したりすることなどがあげられる。ここでいう、カンファランスとは、学習相談員
が、学習相談カードを持ち寄って回答がよかったかどうか、などを皆で検討する会議のこ
とである。学習相談ツールとしては、学習情報提供システム、学習相談カード、それを保
存するための学習相談コード、学習ニーズ診断表、学習診断表などがある。ここでは学習
相談フローを取り上げて、説明することにしよう。 
 
◆ 用語解説 
学習相談ツール 
相談カード：学習者の相談内容と相談員の回答などを簡単にメモしておくもの。備考欄
にはカンファランスでの検討結果などをメモできるようにしておくと便利
である。 
学習相談コード：学習相談カードを組織化して保存しておく際の分類コード（分類基準）
のこと。過去の学習相談事例を参考にして回答できるように、学習相談
カードは組織化して保存しておく必要がある。 
学習ニーズ診断票：学習したいが何を学習してよいかわからない、といった学習希望者
の潜在的な学習ニーズを探るもの。 
学習診断票：どこに学習上の問題があるのかわからないといった場合に、学習者の問題
の所在を探るものが学習診断表である。 
 これらの学習相談ツールについては、横浜市教育委員会『学習相談 ＨＡＮＤ ＢＯ
ＯＫ』（改訂版）平成11年等を参照のこと。 
 
(1) 学習相談フローの考え方 
 学習相談フローとは、学習相談の手順のことである。学習相談の内容は多岐にわたるの
で、いつも決まった手順で対応するわけではないが、学習相談カードに記録したりそれを
整理・保管したりするなど、ある程度決まった作業があるであろう。そのため、学習相談
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フローを作成しておいた方がよいように思われる。面談、電話、文書、ＦＡＸ、ｅメール
等の方法によってフローは異なるであろうが、ここでは面談による相談を取り上げること
にしよう。 
 ここでは２つの観点から学習相談フローを作成することにした。 
 その第１は、学習相談フローに問題解決ステップをあてはめることである。前述したよ
うに、学習相談には学習者の学習上の問題を解決する機能があるからである。ちなみに、
問題解決ステップは、一般には「問題の自覚」→「現状の把握と分析」→「問題解決目標
の設定」→「問題解決策の探索と確定」→「問題解決手順の決定」→「問題解決の実行」
→「評価」となっている（高橋誠『問題解決手法の知識＜新版＞』日本経済新聞社、平成
11年等を参照のこと）。ただし、学習相談での支援は解決策の探索やその選択・確定まで
が中心となるので、学習相談フローでは上記の７つのステップから「問題解決手順の決定」、
「問題解決の実行」、「評価」は除いた。 
 第２は、学習相談フローにカウンセリングのステップを導入することである。学習相談
では、学習者と学習相談員とのコミュニケーションを通して、学習者の不安を取り除き学
習者が自らの力で問題を解決できるように支援する。このため、クライエントとカウンセ
ラーのコミュニケーションと人間関係を通して、心理的な援助を行うカウンセリングの考
え方や手法が応用できると考えた。カウンセリングには幾つかの手法があるが、生涯学習
は自発的、主体的に行うものなので、非指示的な（non-directive）手法を取り入れ、「許
容」→「支持」→「相互性の拒否」→「報酬の操作」という“４段階の対応法”を導入す
ることにした。 
 具体的にいえば、まず学習者の悩みや考え方を黙って聞く段階（許容）、次に学習者が迷
いながらも自分で解決策を見出そうとしたときには学習相談員がそれを支持したり賛成し
たりする段階（支持）、学習者が自分で解決策を見出すことができるようになった場合には
学習者自身に選択を任せる段階（相互牲の拒否）、最後に学習者自身が解決策を選択したと
きにはその行動をほめ、励ます段階（報酬の操作）である。 
 もちろん、実際には、上述の問題解決ステップの４段階の過程を行きつ戻りつしながら
学習相談を進めていくことになるであろう。 
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◆ ワンポイント 
パーソンズの４段階説 
 Ｔ．パーソンズは、トイレット・トレーニング等の子どもの社会化の過程は、神経症 
の患者に対する精神分析的な心理療法と似ていると考えて、４段階説を提唱した。（山 
村賢明『日本の親・日本の家庭』金子書房、昭和58年、p.119．） 
 
(2) 学習相談ステップ 
 このような考え方に基づき、学習相談フローを幾つかのステップに分けて示したものが
図4-2-5である。 
 学習相談員の対応は、大別すると学習情報（案内情報）を提供すればよいものと、学習
上の悩みや問題の解決策について助言・援助するものに分けられる。このため、学習相談
のフローは２種類のフローから成り立っている。図4-2-5をみると、②の段階でフローは
２つに分かれ、右側のフローが前者であり左側のフローが後者である。後者のフローの場
合、前述の問題解決ステップと「許容」→「支持」→「相互性の拒否」→「報酬の操作」
の“４段階の対応法”が関係付けられている。それらについては左側の矢印で示してある。 
 学習相談の受付（①）が始まると、簡単に用件を聞き（②）、学習情報（案内情報）を提
供すればよい場合には右側のフローに進み、⑧の作業を行う。それでは済まない場合には、
学習相談カードを用意する。 
 学習相談員は学習相談カードにメモをしながら学習者の相談に応じるが（③）、まずは問
題が何であるかを明らかにするためにも学習者の話をよく聞く必要がある（④）。問題が漠
然としているときには学習診断等を行って問題の所在を明らかにしたりする（⑤）。問題解
決策を見つけるためには、現状分析が重要であるので、学習ニーズ診断を行ったり、学習
者の学習メニューの見直し、学習についての評価（自己評価）などを行ったりする（⑥）。 
 現状分析の段階ぐらいになると、学習者もかなり自分の状態を客観的に認識できるよう
になると思われる。そこで、それまでは学習相談員は学習者の話を黙認・許容して聞いて
きたが、この段階ぐらいに達すると学習者の判断を積極的に支持したり賛成したりして、
学習者自身が判断するように支援する。 
 次に学習者に目標とする状態を考えてもらう（⑦）。目標とする状態とは、問題が解決さ
れた状態である。その目標がはっきりしたら、目標達成のために必要な学習情報（案内情 
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図4-2-5 学習相談フローの例 
①受  付 
②相談内容を簡単に聞く 
③相談カードを用意する 
④学習者の話を聞く 
⑤問題の所在の把握 
（必要に応じて学習診断を行
う） 
⑥現状の分析 
（必要に応じて学習ニーズ診
断を行ったり、学習計画表を
検討したり、自己評価しても
らったりする） 
⑦問題解決目標を明らかにす
る 
⑨学習情報の提供、学習技法等
の紹介や助言 
⑩学習者に判断・選択してもら
い、問題解決のための解答を
確定 
⑪学習者の選択に対して、励ま
し、ほめる 
⑫学習相談の終了 
⑬学習相談カードの組織化 
（整理） 
⑭カンファランス 
（学習相談カードに改善すべ
きところをメモ） 
⑮学習相談カードの保存 
⑧学習情報提供
システムへの
アクセスと学
習情報の提供
支
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相互作用の拒否
許
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報酬の操作
４段階の対応法
 
問題解決過程
 
問題の自覚
 
現状把握の分析
 
問題解決目標の設定
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報）を提供したり、学習技法等を紹介したりする（⑧⑨）。解決策にはいろいろあろうが、
どのような解決策をとるかは学習者に考えてもらい、その選択は学習者に委ねる（⑩）。学
習者が解決策を選択したら、その行動をほめ、実行に移すように励ます（⑪）。 
 学習相談はここで終了するが（⑫）、その後にも学習相談員にはすべき作業がある。まず、
学習相談カードに記入漏れがないかを確認し、内容別に分類（⑬）。対応の仕方に問題があ
りそうな場合には、カンファランスで検討するようにする。カンファランスで検討した結
果、改善すべき点がある場合には学習相談カードにそれについてのメモを記入する（⑭）。
学習相談カードは学習相談コードにしたがって保存する（⑮）。学習相談カードの整理・保
存（⑬～⑮）の手続きが終わると、その学習相談は完了することになる。 
 
2.6 今後の課題 
 平成18年に教育基本法が改正され、学習成果を適切に生かすことのできる社会の実現が
謳われた。これからは学習成果の活用支援にかかわる相談がますます重要になるであろう。
また今後、情報化が進めば新たなツールやフローの開発が必要になると思われる。常に、
時代にあった学習相談ツールやフローを開発していく必要がある。 
（浅井 経子） 
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1 広報の意義と実際 
 
1.1 広報の意義と役割 
(1) 広報の意義と種類 
① 広報についての一般的理解 
 広報とは、何らかの情報を広く社会に「報ずる」「知らせる」「伝達する」という意味で
あり、企業（組織や団体を含む）が社会に向けて「情報発信する」ことを意味する用語と
して使用される。 
 一般的に広報活動とは、企業が、利害関係を持つ人々（ステークホルダー）との関係を
持つことを目的にしたコミュニケーション活動といえる。こうした企業が行うコミュニケ
ーション活動をコーポレート・コミュニケーションという。コーポレート・コミュニケー
ションの具体的な方法としては、広報、広告やセールス・プロモーションなどがある。 
 
◆ 用語解説 
広告とは 
 広告の定義としては、ａ．有料 ｂ．メディアの介在 ｃ．アイデアや製品の提示  
ｄ．広告主の明示などがある。 
 （電通パブリックリレーションズ編『広報110番』電通、平成10年、p.16.） 
 
② 広義の広報としてのＰＲ 
 広報と同じような意味でよく使われる言葉に、パブリック・リレーションズ（Public 
Relations）すなわちＰＲという用語がある。 
 この言葉は、広義の広報を示す言葉として理解されており、「企業体または官庁などが、
大衆や従業員などの信頼と理解とを高めるために行う宣伝広告活動」（広辞苑）という解釈
がなされている。 
 広報という用語は、社会に対して「情報発信する」という意味を持ち、企業がコーポレ
ート・コミュニケーションを図ろうとすることは、「公（Public）」との間に良好な関係を
形成することを目的とすることであり、こうした活動がPRということになる。 
 この考え方は現在の広報の在り方と深く結びついており、「今日的にいえば、単に語り、
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耳を傾けるだけでなく、それを通じて『より良い共生関係の実現に向けて自己矯正していく
こと』である」（電通パブリックリレーションズ編、前掲、p.19．）とする見方や、「ＰＲと
はもともと企業の自己修正活動をいうのであり、一般的には企業と大衆との間に、信頼関係
を作り上げるための活動であり、その点、プロパガンダ（宣伝）とは本質的に異なる」（佐
藤 彰「企業広告と行政広報」『広報』昭和55年９月号、p.21．）といった指摘がある。 
 
◆ ワンポイント 
 ＰＲという言葉がわが国で一般的に知られるようになったきっかけは、第２次大戦後、
ＣＩＥ（連合軍民間情報教育局）が昭和22年に各都道府県に対してＰＲＯ（パブリック・
リレーションズ・オフィサー）の設置を求めたことによる。ＰＲＯ設置の目的は「開か
れた自治体行政」の推進ということであり、自治体情報の公開性や透明性の追究にあっ
たとされている。 
 
③ 狭義の広報としてのパブリシティとメディア 
 狭義の広報活動の１つにパブリシティ（publicity）がある。パブリシティとは、「①一
般に広く知らせること。周知。②政府・企業・団体がマスメディアを通じて望ましい情報
の伝達をめざす活動」（広辞苑第六版）という解釈があり、企業が提供した情報を、マスコ
ミなどのメディアが媒体となって媒体自身の判断で報道として取り上げて社会に伝達する
ことを指す。パブリシティ活動がなされた場合、情報が精選されて、より正確で客観的な
ものになるところから、学習効果を持ったものになる。情報提供する側が行政である場合
は、メディアによるパブリシティ活動は行政と市民をつなぐことになる。 
 
(2) 広報の機能と役割 
① コーポレート・ガバナンスの機能 
 企業においては経営が正しく行われているかどうかの評価が重要である。「コーポレート
ガバナンスは、その経営が正しく行われているかどうかを監視、監査、あるいはチェック
することである」（電通パブリックリレーションズ編、前掲、p.22．）とされるが、広報を
行うのが行政である場合には、利害関係を持つ住民に対して行うＰＲは、行政施策につい
て住民による評価を得ることを目的としており、その意味で行政広報はコーポレート・ガ
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バナンスの機能を持つことになる。 
② 説明責任と公共性 
 行政広報には、公開性、透明性によるアカウンタビリティ（説明責任）の役割がある。
行政広報の内容のほとんどは公共的利益の追究であり、公的責任に基づいて実施される。 
 行政広報の特性から、平等性や公平性、客観性や不偏性といった原理に基づいて広報が
行われ、迅速性が要求される場合が多い。 
③ 対話関係による学習機能の確立 
 広報においては、情報提供者と情報収集者の両者がコミュニケーション活動をとおして
相互理解を図ることが大切である。行政による情報提供と国民・住民との関係をみると、
以前のような相手を従わせるための情報提供から、相手に理解をさせるための情報提供に
変化してきた。今日のような生涯学習社会においては、両者が対話関係を持つことにより、
双方が学習することができるような情報提供へと変化してきている。 
 
(3) 社会教育と広報 
 社会教育の広報を行う場合には、教育的視点を持つ必要がある。多種多様な学習機会
（4W2H：When, Where, Who, What, How-to, How-much）にかかわる情報を、広
く住民に提供することが生涯学習を振興する上から重要であり、さらに以下のような教育
機能の発揮が求められる。 
① 学習の促進機能（動機づけ） 
 潜在的学習関心者や顕在的学習関心者が多数存在しており、社会教育の広報は、こうし
た人々に学習レディネスを形成することが重要になる。学習活動に対して「意識レベル」
や「関心レベル」にある人が、「行動レベル」に転換できるような広報が望まれる。 
② 学習の進展・拡大機能 
 社会教育においては、生活課題や地域課題と学習機会との結合を図ることが重要であり、
広報はこうした課題に深く関わり、学習活動を形成していく機能を持つ。広報により、社
会教育の内容が要求課題から必要課題へと転換できるようになる。 
③ 啓発機能と普及・浸透機能 
 社会教育の領域から提供される広報の多くは国民・住民の育成にかかわるものであり、
そこには啓発性が必要とされる。また社会教育の場は、提供される情報を教材として活用
第５章 社会教育の広報・広聴 
89 
する（情報の学習化）ことが可能となる。特に、地域社会や住民の生活にかかわるような
情報は、単に啓発機能が働くだけでなく、情報内容の普及と浸透といった機能が働く。 
④ コミュニティの維持・発展機能 
 広報の場は、地域社会全体のコミュニケーションの機会につながる。広報を受けること
から住民同士の話合いの場が組織され、住民双方が意見交換の機会を持つことになる。 
 
1.2 広報の実際 
(1) 社会教育における広報活動 
① 教育委員会事務局における広報活動 
 ⅰ）印刷媒体の活用 
   教育委員会事務局の広報活動に「教育委員会報」「社会教育だより」などの広報誌の
刊行がある。また新聞、リーフレットやパンフレットなどの発行も時宜を得たもので
あるならば効果的である。 
   広報誌の刊行についての特性と課題をあげると次のようになる。ａ．情報を広範囲
により正確に伝えることができる ｂ．継続して情報提供できる ｃ．紙面（スペー
ス）の問題 ｄ．時間的な制約の問題 ｅ．記事として重点的に取り上げられない場
合がある。 
 ⅱ）映像・音声媒体の活用 
   住民に対する教育や啓発の手段として、テレビ、ビデオ、映画、ラジオなどの映像・
音声媒体を活用した広報が効果的である。こうした媒体には、感性に訴えるという特性
がある。映像・音声媒体の特質と課題をあげると次のようになる。ａ．繰り返して見る
ことにより情報を確めることができる ｂ．画像をとおして見ることができるので実感
的に把握できる ｃ．保存や郵送等による送付が可能である ｄ．情報提供する側が撮
影・制作するという手間がかかる ｅ．見るための機器が必要になるという制約がある。 
 ⅲ）デジタル媒体の活用 
   近年、広報媒体として広く活用されているのがＷｅｂ上での情報提供である。一方
ではデジタルディバイドや情報管理上のさまざまな問題もあるため、負の要因を克服
して推進する必要がある。次にデジタル媒体の特質と課題をあげる。ａ．今後の広報
の主役であり、遠隔地に情報提供できる ｂ．双方向での情報交換が可能となる ｃ．
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特性としてのネットワークを活用できる ｄ．コスト面で安価である ｅ．まだ全国
の家庭で情報ネットが整備されていない ｆ．デジタルディバイドや情報管理上の
種々の問題が発生する。 
② 社会教育施設（生涯学習施設を含む）における広報活動 
 ⅰ）公民館の広報活動 
   「公民館だより」は、社会教育事業にかかわる日時、会場、学習内容、費用などの
情報を掲載している。「講座通信」といった形で学級・講座の継続学習に役立たせてい
るケースもあり、ちらしやポスターを活用した広報も進められている。 
 ⅱ）図書館の広報・広聴活動 
   「図書館報」の発行などがあり、収集図書の利用にかかわる情報はもとより、図書
館自身にかかわる詳細情報の掲載も不可欠である。「図書館報」以外に、壁新聞、ポス
ターなどの広報活動もあるが、館での人的交流による情報提供と情報収集を進める必
要がある。 
 
(2) 社会教育における広報の方法 
① 広報の対象 
 社会教育の広報においては、大勢の人々を対象とするための配慮が求められる。また広
報媒体が制限されるという問題もある。広報対象を絞り込むことは訴求内容が明瞭になる
という利点があるが、相手を選定しなければならないという難題がある。 
② 広報の内容 
 まず知らせるべき内容を明確化することが重要であり、広報の責任者が誰であるか、趣
旨が何かを明確に伝えるようにしなければならない。 
 届ける事項を大事にするとともに、啓発や教育の機能を活用した内容の広報も大切だと
いえよう。社会教育の場で何が必要とされているのか、また何を必要とするのかを十分に
検討する必要がある。 
 また新しい学習需要の形成に努めることも重要で、社会教育の現代的課題はもちろんの
こと、新しい教育的ニーズを作り上げることが大切である。 
③ 広報の実施 
 広報の実施においては、企画と立案、訴求事項の設定、主題の設定といった過程があり、
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何を広報するかを明確にすることが重要である。新しい企画と立案による社会教育事業に
関する情報提供では、広報自体に創意や工夫が求められ、過去に行ったことがある事業の
情報提供では、更新上の変化を求めた広報内容にすることが望ましい。 
 次に訴求事項の設定を効果的に行っているか、社会情勢の変化や今後の展開をふまえた
広報になっているかの検討が必要である。 
 また主題の設定では、訴求事項に関するポイントを整理し、それに見合った適切な主題
を考えねばならない。情報の発信者と受信者の間で、広報内容の認識や評価が的確である
かどうか、社会教育事業の目的につながるものであるかどうか、よく検討することである。 
④ 広報媒体・手段と役割・課題 
 使用する広報媒体の選択については、社会教育事業の性格、規模、対象などの要素から
選定することが望ましく、各種の広報媒体を組み合わせることが必要である。広報媒体と
して、今後はデジタル媒体にかかわる情報ツールの動向に注意しなければならない。 
 広報手段として、パブリシティ効果の活用も検討する。日刊新聞・通信社やＶＨＦ・Ｕ
ＨＦのテレビ報道などのマスコミに対し情報提供を行うことによって実現されるものであ
るから、よく吟味された内容の情報を提供していくことが良い結果を生む。 
⑤ 広報の時期（タイミング） 
 広報を実施する際の難しさの一つが時期にかかわる問題で、適した時期を外すと広報の
意味を失う。広報活動に求められる時期（タイミング）としては、ａ．時代感覚が合って
いること ｂ．季節感覚が適していること ｃ．リアルタイムであることなどがある。あ
らゆる広報媒体を使って繰り返し広報することで効果が生まれ、大勢の人々が内容を理解
し、学習意欲が高まってこそ効果的な広報だといえる。 
⑥ 広報担当者の役割と能力 
 広報担当者には、コミュニケーション・マネージャーとしての役割が求められ、担当者
としての自覚、社会的使命や責任感を持ち、住民との不断のコミュニケーションに臨むこ
とが重要となる。 
 広報担当者に必要とされる能力には、広報活動を組織することができるようなマネジメ
ント能力（プランナー、プログラマー、プロデューサーとしての力量）や、学習意欲を高
めて人間関係づくりに発展させるようなファシリテート能力（学習意欲の高揚、人間関係
形成への配慮、マーケッティングに基づく課題の設定）などがある。 
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(3) 広報誌の作り方 
 次に大阪府知事室『ＰＲの手引書』（昭和60年）を参考にして広報誌の作り方を考えて
みよう。 
① 広報誌の構成 
 広報担当者は、紙面全体の構成について十分に検討し、訴求力の強い記事が配置された
広報誌を作成することが肝要である。 
 構成上で留意すべき事項として、ａ．必要とされる内容の記事が、適切に配置されてい
るか ｂ．時宜に見合った内容の記事で構成されているか ｃ．構成全体が多彩で、読み
手の関心を高めるような内容となっているか ｄ．読み手や社会全体の立場に立ったもの
で、客観的かつ公正な内容になっているか ｅ．書き手と読み手の双方向性が確保されて
いるかなどがある。 
 広報誌の読者が興味や関心を高め、教育的効果が発揮できるような広報を行うには、多
彩な手法を用いた記事の構成が求められる。 
 ａ．報道記事型 ｂ．解説型 ｃ．エッセイ型 ｄ．対談型 ｅ．インタビュー型 ｆ．
体験談型 ｇ．ルポルタージュ型 ｈ．モノローグ型などである。 
 記事を書く際には、紙面構成の全体を考えながら執筆する。一般的な記事については、
事実を正しく読者に伝えることが大切である。 
 ⅰ）広報に適した文章の書き方 
  ａ．主語と述語の関係を明確にする。 
  ｂ．修飾語を多用せず、生きた文章になるように留意する。 
  ｃ．指示代名詞や接続詞はなるべく使わないようにする。 
  ｄ．無駄な言葉を使わず、適切な語句によって緊密な構文にする。 
  ｅ．文章の書き出しに留意する。 
  ｆ．中止法を使った長文になることに注意する。 
  ｇ．率直な文章で、誇大な表現にならないようにする。 
  ｈ．訴求事項を考えて、記事の主張を明確にする。 
  ｉ．他人の人権を侵害するようなことにならないように注意する。 
  ｊ．新しい言葉は、概念が正しく理解できるように説明する。 
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 ⅱ）広報に適した言葉の使い方 
  ａ．簡潔で、読むと直ぐに理解できる言葉 
  ｂ．読み手の心に迫る言葉 
  ｃ．使い古されていない言葉 
② 文字の表し方 
 文字の大きさや書体、言葉や語感などが読みやすいものになっているかどうかというこ
とも、広報誌づくりでは重要なことである。 
③ イラストや写真の使い方 
 イラストや写真なども読者に対する訴求力があり、「見出し」などは構成上配慮すべき事
項である。 
 ⅰ）広報に適したイラストや写真を使用する場合のポイント 
  ａ．記事内容に見合ったイラストや写真を使用しているか 
  ｂ．色調、露光やピントが適切なイラストや写真を使用しているか 
  ｃ．画像が大きくて鮮明な写真を使用しているか 
 ⅱ）イラストや写真を広報の「見出し」に使用した場合のポイント 
  ａ．記事内容に適した具体的な「見出し」になっているか 
  ｂ．ユーモアがあって、楽しく、優しくて、さわやかな「見出し」になっているか 
  ｃ．押しつけがましくない「見出し」になっているか 
  ｄ．社会教育に相応しい「見出し」になっているか 
 
２ 広聴の意義と実際 
 
2.1 広聴の意義と役割 
(1) 広聴の意義 
① 広聴についての一般的理解 
 広報が社会に向けて「情報発信」をすることであるならば、広聴は社会から「情報受信」
することである。広聴においては、ある課題に関しての社会の意見や要望を広く聞くこと
になる。 
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② 広報と広聴の関係 
 広報と広聴は、情報の発信と受信という双方向の性質を持って相互に関係する。コーポ
レート・コミュニケーションを支える重要な機能であり、広報が相手の理解と信頼を得る
ために行う情報提供活動ならば、広聴は相手が何を要求し、何に期待しているのかを的確
に把握し、分析して正しく認識するための情報収集活動である。 
 
(2) 広聴の機能と役割 
 企業が社会との間に良好な関係を築くことを目的として、自身の在り様を知るために行
う調査や情報収集活動が広聴であり、行政の広聴は国民・住民意識の把握と行政施策への
反映という目的を持った行為である。広聴によって人々の要望を把握し、フィードバック
機能を発揮して、行政施策の企画・計画段階や実施段階で反映させることができる。こう
したことの繰り返しから新たな施策が立案される。 
 我が国においては、広聴機能よりも広報機能の方が強く発揮される傾向にあったが、生
涯学習社会の到来によって評価機能が重視され、その意味で広聴は重要な役割を担ってい
ると考えられるようになってきた。 
 
(3) 社会教育と広聴 
① 地域社会教育計画の立案 
 地域社会教育計画の立案においては、住民の学習課題を把握することが肝要である。広
聴をとおして要求課題とされるものを知り、地域課題や生活課題を理解するのである。必
要課題とされるような広域的な社会課題も含めて、住民に何が求められているかを把握し、
それを社会教育計画の基盤とすべきである。 
② 学習の契機 
 広報によって住民が情報を共有化したとき、課題があれば住民はその情報を普及させる。
社会教育の広報ならば、教育的効果を持った情報が広がる。住民の学習活動につながるよ
うな広聴を効果的に行えば、住民の新たな学習が組織される。広聴は、広報との相互作用
によって準備学習、補充・継続学習、発展学習の契機となり得る。 
③ 地域社会の維持と発展 
 社会教育における広聴は、行政と住民のコミュニケーションの機会であり、双方向の学
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習の場となる可能性を持つ。「情報が集まれば人が集まり、人が集まれば情報が集まる」と
言われるが、社会教育施設において人が集まれば、その場で直接的に住民から広聴できる
という利点がある。 
 
2.2 広聴の実際 
(1) 社会教育における広聴活動 
① 教育委員会事務局における広聴活動 
 住民の学習要求を把握する方法としては、住民からの要望や陳情、住民からの学習に関
する相談、住民の学習関心動向調査、パブリックコメントの実施などがある。できるかぎ
り大勢の住民の生の声を聞くという姿勢が求められる。 
② 社会教育施設（生涯学習施設を含む）における広聴活動 
 公民館においては、学習環境や事業についてのアンケート調査や学習要求にかかわる意識
調査などを実施し、「公民館だより」や「講座通信」などで参加者の意見を掲載している。 
 図書館においては、利用者との懇談会を開いて意見を聴取し、利用者の要望を図書館サ
ービスの充実に反映させている。図書の貸出や読書相談時において図書館利用者との間で
交わされる事柄や、ボランティアらの意見や要望も、記録することによって次のサービス
の提供の検討材料になる。 
 博物館においては、入場者に向けてのアンケート調査を行ったり、意見箱を設置してい
るところが多い。 
③ 地域社会における広聴活動 
 広聴活動を行うのは行政だけの責任ではなく、住民自身が自主的に行うべきことでもあ
る。ある地域では、集落の人々の間での「話合い学習」が大勢の住民を巻き込み、それが
社会教育の分野と連携していったという事例がある。ここでは「話合い」の中で出された
意見や要望が聞き取られることによって、社会教育事業とリンクしたということであり、
一つの広聴の在り方を示すものである。 
 
(2) 社会教育における広聴の方法 
① アンケート調査や意見箱の設置 
 社会教育の場で実施されている方法が、アンケート調査や意見箱の設置である。当該行
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政の社会教育計画、特に社会教育事業や社会教育施設の運営に関する要望や評価が調査結
果で明らかになる。 
② 学習相談（Web上での相談を含む）と聞き取り 
 学習相談は、学習情報提供と併せて実施されていることが多く、学習相談員が配置され
ている施設では、住民からの聞き取りや電話応対などが実施される。最近では、ＰＣを活
用してWeb上で学習相談を実施している自治体も増加しつつある。 
③ 住民の学習関心動向調査の実施 
 社会教育調査の一つに、住民の学習関心や学習動向に関する調査がある。社会教育計画
の立案目的として実施され、調査結果を分析、考察することによって、住民の学習意識や
学習行動が明確になる。 
④ パブリックコメント 
 新しい形の広聴として実施されているものにパブリックコメントがある。行政が作成し
た施策案や文書を公開して、広く住民の意見を導入することによって成案にまとめあげる
というものであり、社会教育計画の策定の際にも、こうした形の取組が始まっている。 
⑤ 政策立案をめざす住民とホームページ 
 住民の側が積極的に実施している広聴活動の一つに、ホームページを活用して政策立案
を進めていこうとする試みがある。ホームページ上では政策提案と実施計画の公開が可能
となるため、そのことの是非や要望などについての住民の意見を聞く場を設定している。 
 参加者は住民だけでなく、行政職員もおり、自治体議員が参加している場合もある。こ
うした政策論議の中に生涯学習の視点があると考えられ、政策の対象に社会教育計画が含
まれることもある。 
⑥ 生涯学習まちづくり出前講座 
 広聴活動が、住民にとって直接的な学習機会となる取組に「生涯学習まちづくり出前講
座」がある。1994年から埼玉県八潮市が実施したことに始まるが、住民が行政から聞き
たい内容を当該自治体が提供するメニューから選択し、行政職員が講師となって指定され
た場所に出向いて説明し、逆に意見を聞くというものである。ここでは広聴という形を取
りつつも、社会教育の基本的な考え方である相互学習という機能が働く。住民と行政とが
協働関係を構築して行こうとする時代の流れにも沿った広聴活動といえよう。 
（今西 幸蔵） 
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１ これからの社会教育施設の経営の視点 
 
 本書は、社会教育主事の資格取得講習での活用に主眼がおかれている。その社会教育主
事が都道府県や市町村の教育委員会に設置されることから、本稿で言及する施設は、主と
して公立の社会教育施設ということになる。 
 
1.1 社会教育施設における経営 
 都道府県や市町村の社会教育施設は、すべて、法や条例にもとづいて設置される。した
がって、施設の経営は、当該施設にかかる法律や条例等に謳われている施設の設置目的、
主たる活動（事業等）などに依拠することが基本となる。 
 一方、経済活動を展開する企業等は、組織運営のために必要な「ヒト、モノ、カネ」を
経営の３要素といってきた。しかし近年では、これに「技術」を加え４要素、さらに「情
報」を加えて５要素などといわれている。 
 社会教育施設は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以下「地教行法」と表
記する。）によって「教育機関」と規定されている。このため、社会教育施設の経営の要素
には、「技術」に替わって教育事業（コト）が加えられ、「ヒト、モノ、コト、情報、カネ」
の５要素となろう。 
 
1.2 個別の社会教育施設に求められる役割・機能 
 社会教育施設の役割・機能は、多くの施設に共通するものと、個々の施設に特定される
個別的なものとがある。この双方について論ずるためには多くの紙幅を必要とする。その
ため、ここでは、社会教育施設の役割・機能を検討する際に依拠ないし参考にすることが
できる、法律や答申等の紹介にとどめる。 
 
(1) 共通の役割・機能 
 教育基本法は、「第2章 教育の実施に関する基本」に位置づく第12条において、国や
地方公共団体に対し、社会教育の振興のため、図書館、博物館、公民館その他の社会教育
施設を設置するよう求めている。 
 同章にいわれる「教育の実施」とは、「教育の目的」（同法第１条）や「教育の目標」（同
第６章 社会教育施設の経営 
99 
法第２条）を実現するための営みであろう。したがって、社会教育施設の第一義的な役割・
機能は、教育基本法に謳われている目的や目標の実現に寄与することとなる。この脈絡に
おいて、社会教育施設には、社会教育行政の一翼として、社会教育法の第３条（国及び地
方公共団体の任務）、第５条（市町村教育委員会の事務）、第６条（都道府県教育委員会の
事務）に規定されている任務や事務（一部を除く。）を遂行する責務が課せられる。 
 
(2) 個別の役割・機能 
 公民館、図書館、博物館の役割・機能については、当該施設にかかる法律および設置基
準等に示されている。 
 しかし、青少年教育施設、女性教育施設などについては単独法や設置基準等がない。こ
れらの施設の役割・機能は、設置する都道府県や市町村の条例によって明らかにされるが、
多くの場合、国立施設に準拠して運営されている。 
 こうしたことから、社会教育施設の個別の役割・機能は、次の法律、基準などに求める
とよいであろう。なお、本章では、公立の施設に照準を当てていることから大学等が設置
する生涯学習センターは取り挙げず、市町村立の生涯学習センターは大型の公民館と捉え、
ともに言及しないこととした。 
ａ．公民館  ・社会教育法（第20条、第22条） 
       ・公民館の設置及び運営に関する基準（平成15年６月） 
ｂ．図書館  ・図書館法（第２条、第３条） 
       ・公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準（平成13年７月） 
ｃ．博物館  ・博物館法（第２条、第３条） 
       ・公立博物館の設置及び運営上の望ましい基準（平成15年６月） 
ｄ．青少年教育施設  
       ・独立行政法人国立青少年教育振興機構法（第３条、第11条） 
ｅ．女性教育施設 
       ・独立行政法人国立女性教育会館法（第３条、第11条） 
ｆ．都道府県立生涯学習センター 
       ・中央教育審議会答申「生涯学習の基盤整備について」（平成２年１月） 
       ・生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策
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について」（平成４年７月） 
 このほか、国の審議会等は、公民館、図書館、博物館に関して、施設の運営等に関する
提言を行い、各施設の役割や機能についても言及している。ぜひ、次の報告等に通暁され
たい。 
ａ．社会教育審議会社会教育施設分科会報告「博物館の整備・運営の在り方について」（平
成２年６月） 
ｂ．生涯学習審議会社会教育分科審議会施設部会報告「公民館の整備・運営の在り方につ
いて」（平成３年６月） 
ｃ．これからの図書館の在り方検討協力者会議提言「これからの図書館像―地域を支える
情報拠点をめざして―」（平成18年３月） 
 
(3) 時代とともに変化する役割・機能 
 社会教育施設の役割や機能は、時代の変遷とともに生起する社会的要請や国民の学習ニ
ーズの変化とともに変容していく。このため、施設の役割・機能は、施設を新たに整備し
ようとする際はもとより、個々の施設のグレードアップやブラッシュアップを構想する際
にも、新旧の、多様な答申等に目配りしつつ広い視野から検討される必要がある。その際
に参考になると思われる主な答申としては次のようなものがある。 
ａ．社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方について」
（昭和46年４月） 
ｂ．生涯学習審議会社会教育分科審議会施設部会報告「学習機会提供を中心とする広域的
な学習サービス網の充実について―新たな連携・協力システムの構築を目指して―」（平
成６年９月） 
ｃ．中央教育審議会「今後の生涯学習の振興方策について（審議経過の報告）」（平成16
年３月） 
ｄ．中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環
型社会の構築を目指して～」（平成20年２月） 
ｅ．中央教育審議会答申「教育振興基本計画について―「教育立国」の実現に向けて―」
（平成20年４月） 
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1.3 設置基準 
 すでに本章の1.2(2)「個別の役割・機能」で挙げたように、社会教育の主要３施設とい
われる公民館、図書館、博物館にはそれぞれ、施設の設置や運営のための基準が設けられ
ている。これらのうち、図書館と博物館の基準は、民間施設には適用させず、「公立」施設
のみに照準を当てたものとなっている。しかし、公民館には「公立」が表記されていない。
その理由は、公民館が市町村によって設置される（都道府県は設置することができない。）
施設である（社会教育法第21条）ためである。 
 これら３施設にかかる基準（以下「三基準」と表記する。）はいずれも、当該施設の「健
全な発達を図ることを目的」としている。すなわち「三基準」は、最高基準、最低基準と
いうよりも、施設経営のために具備すべき目安としての性格が強い。 
 「三基準」およびそれらの基準の「告示について」によれば、施設の設置目的や機能の
相違に起因して若干の違いがあるものの、その内容にはおおむね、経営の主要素、たとえ
ば「ヒト（職員、研修等）」、「モノ（設置、施設設備等）」、「コト（機能、サービス対象、
活動、運営等）」、「情報（情報・資料等）」などのほか、時代の要請を受けて、「柔軟な運営」、
「バリアフリー化」、「高度情報通信機能の活用」、「連携・ネットワーク化」、「自己点検・
評価」等の必要性と方向性が示されている。 
 これらの「三基準」は、いずれも平成13年以降に旧基準を改定したものであることから、
近年の行政改革や地方分権の流れに連動していることが明らかである。公立の社会教育施
設には、こうした時代の変化を的確に受け止め、地方自治体の自立と責任のもと、民間活
力を活用するなどして、改定された基準の内容を施設の経営に反映することが求められる。
なぜなら、社会教育施設は設置することが目的ではなく、それが存在する限り、時代を超
えて、教育の目的・目標の実現に寄与するところに意義があるからである。 
 
1.4 施設の課題と経営の視点 
 我が国において、本格的に社会教育施設が整備されるようになったのは第二次世界大戦
後のことである。昭和30年代から40年代には、わが国が高度経済成長期にあったことも
あって、社会教育のインフラとしての施設整備が急速に進められた。その後、社会経済の
成熟期を迎えて、人々の価値観は「もの」よりも「こころ」、すなわち「ハード」から「ソ
フト」重視へと移行した。さらに近年、国民の学習歴や所得水準の向上、自由時間の増加
第６章 社会教育施設の経営 
102 
などと関連して、国民の学習ニーズが多様化・高度化し、これに応える社会教育施設はい
ま、質が問われることとなった。 
 このため、社会教育施設は基本・原点に立ち戻って、すなわち法に照らして、施設の課
題を見つめ、施設経営の在り方を見直す必要に迫られている。その場合に拠りどころとな
るのは、教育基本法、地教行法、地方自治法などである。 
 教育基本法との関連でいえば、社会教育施設の課題と施設経営の視点は、教育の目的や
目標（第１条、第２条）に沿っているか、教育の機会均等（第４条）や連携協力体制（第
13条）が確保されているか、政治教育（第14条）や宗教教育（第15条）が尊重されてい
るか、教育行政（第16条）や教育振興基本計画（第17条）等との整合性が図られている
か、などであろう。 
 また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第30条は、図書館、博物館、公民館等
の社会教育施設を学校と並び教育機関と規定している。教育機関の代表ともいうべき学校
には、専属の専門的教育職員（教員）、専有の施設設備（校舎や教材）、専門のプログラム
（教科書、指導案等の教育計画）が具備されている。社会教育施設にとっても、専属・専
有・専門の職員、施設・設備、事業計画等を十全に整備することが課題となる。そして経
営の視点からは、それらが円滑的・効率的に運営される仕組みや方法が求められる。 
 さらに、地方自治法からも、社会教育施設の経営上の課題や視点を導き出すことができ
る。同法第244条は、住民の福祉の増進のため、普通地方公共団体（都道府県、市町村）
が、「公の施設」を設置することができる、と定めている。この「公の施設」には社会教育
施設も含まれ、この利用に関し、同法同条には、施設利用の平等性、差別的取り扱いの禁
止などが規定されている。この視点もまた、社会教育施設経営の基本となる。 
 以上はすべての社会教育施設に共通するものであるが、さらに、施設の課題と経営の視
点は、施設の種類別、個々の施設ごとにも論じられる必要がある。詳細を言及する紙幅は
ないが、その視点は、公民館、図書館、博物館の場合は「三基準」に、公立の青少年教育
施設、女性教育施設等の場合は国立施設が準拠している「独立行政法人通則法」や「個別
法」、「中期目標」および「中期計画」などに求めることができる。なお公民館の場合には、
「優良公民館表彰要綱」からも、施設の課題や経営の視点に関する貴重な情報が得られる。 
 さらに、平成20年２月の中央教育審議会答申の指摘にも着目する必要がある。同答申で
は、今後の行政等の在り方にかかわって、社会教育を推進する地域の拠点施設としての公
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民館、図書館、博物館、青少年教育施設、女性教育施設等の必要性と社会教育施設等が「地
域のネットワークの拠点となる」ことを強調するとともに、施設の種類別に、課題と今後
への期待が具体的にコメントされている。 
 
２ 社会教育施設の自己点検及び評価 
 
2.1 社会教育施設における経営と評価 
 社会教育は個人の自発性や自主性を起点とする。このため社会教育では、学校教育のよ
うな評価がなじまず、評価は学習者に委ねられるべき、という主張が関係者の共感を呼び
支持されてきた。しかしこのことが、社会教育行政や社会教育施設における評価活動を低
調なものとしてきた、とも指摘できる。 
 こうした社会教育の特性を尊重しながら、公民館、図書館、博物館にかかる基準はいず
れも、自己点検・評価を行うこと、それを当該施設の審議機関などの協力を得て行う（第
三者評価）こと、その成果を住民等に公表すること、などが求められている。 
 このことは、前掲の中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策に
ついて」でも提唱されている。すなわち同答申は、社会教育施設等において「計画・実践・
評価・改善のサイクル（いわゆる「ＰＤＣＡサイクル」）」を着実に実施するために自己評
価を行うこと、自己評価を行う際は、可能な限り、外部の視点を入れること、などが必要
であると指摘している。  
 
2.2 社会教育施設における自己点検及び評価の意義と必要性  
 自己点検及び評価の意義は、事前に設定した目標にどの程度近づいているか（到達度、
達成度）を確かめるための情報や根拠を知ることにある。この結果によって、目標や計画
の修正・改善、事業や活動の継続・発展などに関する資料や情報などが得られる。すなわ
ち、点検・評価の結果は、施設経営の経緯といまを映し出す「鏡」ともいえる。 
 また、点検・評価の結果からは、税の投入との相関すなわち費用対効果のバロメーター
が得られるほか、職員の達成感が高められたり問題意識が鼓舞されるなど、多様なメリッ
トがもたらされる。さらに、点検・評価の結果が公表されるならば、施設利用者は、時間
や経費が効率的に活用できるか否かを推し量ることができ、継続して当該施設を活用すべ
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きか他の施設を選択すべきかの判断のための情報が得られる。 
 このように点検・評価活動は、施設側にも利用者にも有用なものとなる。このため、社
会教育施設の経営にかかわる関係者には、さきに紹介したＰＤＣＡ（計画・実践・評価・
改善）サイクルの積極的な推進に努めることが求められる。 
 
2.3 自己点検及び評価の視点・観点 
 社会教育施設には、地域性や学習者の多様なニーズ等が反映される。ここに、社会教育
施設における目標や計画はもとより評価活動には画一的なものではなく、むしろ個々の施
設の独自性や主体性が求められるゆえんがある。その意味で、自己点検・評価と「自己」
が付けられて表記されていることは、社会教育施設が地域性やそれぞれの独自性、主体性
を損なうことなく点検・評価活動に取組むことを後押ししているように思われる。 
 しかし、「自己」による点検・評価活動では主観に陥りやすく、科学的でなく、客観性に
欠けるものになりがちである。これを補うためには、自己評価にとどまらず、他者評価（第
三者評価）の導入が不可欠となる。 
 実際に点検・評価活動を行う際には、まず、その目的、実施時期、方法、解釈基準など
を検討することとなる。目的に関しては「現状の施策・事業とニーズの相関」「施策・事業
等の実施のプロセス」「アウトカム・成果」等が、実施の時期・タイミングに関しては「事
前の診断的評価」「事中の形成的評価」「事後の総括的評価」等が、方法に関しては数値目
標に対する「定量的評価」、質的指標に対する「定性的評価」等が、何を基に評価するかと
いう解釈基準に関しては「絶対的評価」「相対的評価」「時間的推移比較」等が考えられる。
さらに、効率性（費用対効果、アウトカム・成果等）、公正性（サービスの普遍性、機会均
等、費用負担等）、民主性（市民参加等）、優先性（緊急性等）なども、点検・評価活動の
視点・観点として欠かせない。具体的な項目の設定・選定に際しては、公民館、図書館、
博物館の場合、「三基準」に準拠しつつも、地域性や当該施設の独自性にも考慮する必要が
ある。 
 なお近年、評価の客観性から、定量的評価が求められる傾向にある。「三基準」でも、施
設の計画的な経営のため、具体的な数値目標などを設定して評価するよう求めている。し
かし、教育や学習活動では質が問われ、定性的評価を無視・軽視できない。したがって、
社会教育施設の点検・評価においては、定量的評価と定性的評価の双方を実施するなり、
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組み合わせて実施することが必要と思われる。 
 
３ 社会教育施設の経営主体 
 
3.1 施設の使命に照らした運営主体の選択と設置者判断 
 社会教育施設を設置し管理運営する機関は、官（国）、公（都道府県、市町村等）、民（財
団、ＮＰＯ、企業等）などに大別できる。 
 近年、行政本来の責務とサービスのあり方が問われ、このことが社会教育施設の設置、
経営の主体にも変化を及ぼしている。その顕著な例としては、たとえば、社会教育施設の
設置および管理・運営の形態は、「公設・公営」から「公設・民営」へ、そして「民設・民
営」へと移行する傾向が見られることを挙げることができよう。「公設・公営」とは地方公
共団体が施設を設置し運営することを、これに対し「民設・民営」とは民間の資本で施設
を設置し運営することを意味する。「公設・民営」はこの中間に位置し、地方公共団体が設
置した施設を民間の能力を活用して運営する方法である。 
 こうした傾向に拍車をかけたのが、平成11年７月に制定されたＰＦＩ法（106ページ
の用語解説参照のこと。）である。この法律は、公共施設等の建設、維持、管理・運営等に
民間の資金や経営能力、技術的能力を活用することにより、国や地方公共団体の事業コス
トの節減・削減とより質の高いサービスを提供することを目的としている。 
 その後、平成15年６月には、「地方自治法の一部を改正する法律」が公布され、「指定管
理者制度」が創設された。これによって、「公の施設」（106ページの用語解説参照のこと。）
の管理委託は、公共性の観点を重視した、地方公共団体および地方公共団体等が出資する
法人や公共性のある外郭団体等との間で委託契約を結ぶ「管理委託制度」から、一定の条
件と手続きをクリアした指定管理者に委託することができる「指定管理者制度」（106ペ
ージの用語解説参照のこと。）へと移行することとなった。この制度によって、公立の社会
教育施設は、財団法人や社団法人、ＮＰＯ法人、民間の教育事業者、社会教育関係団体、
ボランティア団体など幅広く民間の能力を活用し施設の管理運営を委託する道が開かれた。 
 このほか、社会教育施設には、民法第34条の法人等の民間が設置し管理運営する施設が
ある（表6-3-1の※参照のこと。）。具体的には、公民館９施設、図書館24施設、博物館
503施設、博物館類似施設891施設、青少年教育施設７施設、女性教育施設92施設、文
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化会館136施設が民間によって設置されている。 
 こうしたことから、社会教育施設の経営主体は、ゆるやかではあるものの、公主体から
民主体へ、すなわち「民設・民営」へと機軸が移動しつつあるといえそうである。 
 
◆ 用語解説 
ＰＦＩ法（Private Finance Initiative） 
 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 
公の施設 
 住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設（地方自治法第 
244条第１項） 
指定管理者制度 
 平成15年６月、「地方自治法の一部を改正する法律」によって創設された制度。公 
の施設の管理・運営を、地方公共団体や地方公共団体の外郭団体に限定していたもの 
から、公共性のある財団や社団法人にとどまらず、株式会社、営利企業、ＮＰＯ法人、 
市民グループなどにまで広げて代行させることができることとした。 
 
3.2 指定管理者制度・一部委託・ＰＦＩ等の概要 
 指定管理者（受託機関）の選定は、施設の管理運営を委託する者（委託機関）が行う。
選定に当たって、委託機関は、申請した法人等（受託しようとする機関）の財的・人的・
物的能力、すなわち管理運営方針、管理運営の体制と方法、事業計画、収支予算などを評
価する。 
 社会教育調査によれば、平成17年10月現在、公立の社会教育施設における指定管理者
制度の導入率（表6-3-1参照）は、文化会館35.8%、青少年教育施設と博物館類似施設
16.7%、女性教育施設15.4%、博物館13.9%などとなっている。しかし図書館、公民館・
同類似施設の指定管理者への委託率は低い。 
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表6-3-1 公立社会教育施設における指定管理者制度の導入 
施設の区分 公立施設数 指定管理者 施設数比 
公民館・類似施設 18,173館 627館 3.7% 
図  書  館  2,955  54  1.8 
博  物  館  667  93  13.9 
博物館類似施設  3,356  559  16.7 
青少年教育施設  1,320  221  16.7 
女性教育施設  91  14  15.4 
文 化 会 館  1,749  626  35.8 
 出典：文部科学省『平成17年度社会教育調査報告書』 
※ 上表には、民法第34条の法人等が設置する公民館９、図書館24、博物館503、博物
館類似施設891、青少年教育施設７、女性教育施設92、文化会館136が含まれてい
ない。 
 
 このほか、民間活力の活用に関しては、事業委託がある。これを社会教育調査（平成16
年度実績、表6-3-2参照）をもとに、教育委員会、公民館、公民館類似施設の３機関が実
施した「学級等」と「諸集会」について、委託による実施状況をみてみる。その結果、「学
級等」は開設総数655, 788件のうちの14,048件（2.1%）が、「諸集会」は総実施件数
180,819件のうちの2,788件（1.5%）が委託形式で行われている。委託実施されたも
ののうち、全部委託は「学級等」が51.2%、「諸集会」が40.4%となっている。 
 また、表6-3-2には、実施機関別のデータおよび上記以外の「連携協力事業」のデータ
についても示した。各施設の総事業数が不明ではあるが、データからはいずれの施設にお
いても、委託される事業すなわち民間との「連携協力事業」はまだごく一部に限られてい
ると推察できる。 
 しかし、民間の活力を社会教育施設の運営に導入することは、企業等が景気の動向に影
響を受けることから、指定管理者制度の採用、事業の民間委託等が年度によって若干の変
動が生じることがあるとしても、今後、漸増していくものと予測される。 
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表6-3-2 社会教育施設の民間への事業委託 
内.委託件数（件）  総件数 
（件） 計（％） 全 部 一 部 
計 655,788 14,048 (2.1) 7,201 6,847 
教 育 委 員 会 164,632  8,611 (5.2) 4,815 3,796 
公  民  館 472,697  4,647 (1.0) 2,080 2,567 
学級等 
公民館類似施設  18,459  790 (4.3)  306  484 
計 180,819  2,788 (1.5) 1,127 1,661 
教 育 委 員 会  42,598  1,377 (3.2)  451  926 
公  民  館 131,878  1,342 (1.0)  652  690 
諸集会 
公民館類似施設  6,343  69 (1.1)  24  45 
図  書  館   1,878  345 1,533 
博  物  館   191  76  115 
博物館類似施設   1,013  634  379 
青少年教育施設   332  112  220 
女 性 教 育 施 設   200  153  47 
連携協力
事業 
文 化 会 館   2,990 1,536 1,454 
出典：文部科学省『平成17年度社会教育調査報告書』 
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１ 学習評価の内容と方法 
 
1.1 学習評価の目的 
 評価はごく一般的にいえば、設定された目標をどの程度達成したかを確かめるために情
報や証拠を集め、その達成度を判断することであり、その過程全体を評価ということもあ
る。 
 社会教育の評価は、教育そのものの評価や学習の評価が中心である。その他にも、社会
教育の行政・経営・運営の評価、施設や団体の評価等もあり、それぞれ独自の側面はある
が、それらは教育や学習の向上を図ることを目指しているから、その決め手となるのは教
育や学習の評価である。 
 一般に教育という場合には、社会教育だけではなく学校教育その他の教育も含まれる。
そのような教育の評価は、教育目標の達成度を確かめるために行われる。 
 一方、学習の評価は、個々の学習者がそれぞれの学習目標をどの程度達成したかを確か
めればよいのであるから、個々の学習者に即して行われるが、集団学習の場合には、その
集団全体の学習評価も行われる。 
 関連して、行政、教育機関などでいわれる自己点検・評価について述べておくと、自己
点検は、一定の項目についてある時点での自己の状態を明らかにし、問題や課題を析出す
ることであり、自己評価は、目標を設定した時点での自己の状態を明らかにしたうえで、
一定期間後に達成（あるいは到達）した状態を目標設定時の状態と比較したり、目標値と
比較して達成（到達）度を明らかにし、問題や課題を析出することである。必要に応じ、
達成（到達）状態を他のところと比較して問題や課題を析出することもある。 
 学習評価を行う目的としては、次のようなことがあげられる。 
ａ．学習プログラムの作成者がプログラムの改良をはかるため。 
ｂ．学習者がみずからの学習の向上をはかるため。 
ｃ．社会、集団、個人が学習成果を活用しうるようにするため。 
 以上の目的とのかかわりでいえば、学習評価には次のような機能がある。 
 目的ａ．とのかかわりでは、 
ア．学習プログラムの改善に役立つような、プログラム効果やそのプログラムに関する学
習者のレディネス等についての資料を提供する。 
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 目的ｂ．とのかかわりでは、 
イ．学習者が学習の方向を修正したり、学習法を改善するための資料を提供する。 
ウ．学習の励みになったり、学習者を勇気づけたりする。 
 目的ｃ．とのかかわりでは、 
エ．学習者が職業上の選択をしたり、社会参加をする際の資料を提供する。 
オ．社会や企業等が人材を採用したり、活用する際の資料を提供する。 
 
1.2 学習評価の内容と方法 
 学習評価の内容は、社会教育事業を提供する側から事業の展開に関わって評価を行う場
合と、学習者の側で行う自己評価の場合に分けられる。 
 
(1) 事業を提供する側で行う場合 
 事業を提供する側で行う評価は事業の展開に関する評価といってもよいが、学習に焦点
が合わされる。 
 それには次のような項目がある。 
ａ．参加者の態度や反応に関して 
ｂ．知識・技術水準に関して 
ｃ．理解、意見・態度に関して 
ｄ．一般的な成果に関して 
 
(2) 学習者の側で行う場合 
 学習内容についての項目は、学習者の学習内容毎に異なるので、ふつうは自己評価の手
順のみが示される。 
 自己評価は、次のような手順で行われる。 
ａ．望ましい行動様式や能力等についてのモデルの設定。 
ｂ．それらの行動様式や能力等についての自己の現在の水準の評価。 
ｃ．モデルと自己の現在の水準の差の評価。 
 ある学習の成果を捉えるのであれば、その学習の前と後に自己評価を行ってその差を計
ることになろう。しかし、このような自己評価にあっては、①のモデルの設定がむずかし
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く、ｂ、ｃの評価には客観性を確保しえないという難点がある。 
 ａのモデルの設定は、学習目標を分析することによって行われる。しかし、それは誰に
でもできるというわけではないので、やはり専門家によらざるを得なくなる。学習内容が
多様化し、また学習レベルもさまざまな今日では、学習テーマすべてにわたって、このよ
うなモデルを作ることはきわめてむずかしい。そのため最近はこのようなモデルを設定せ
ず、学習内容についていくつかの項目をあげ、それらを理解できたかどうかチェックする
といった方法が用いられたりしている。 
 ｂ、ｃの評価で客観性を確保し得ないというのは、学習者が自己評価表に記入するだけ
では、結局その人の主観的判断だけに終わってしまうということを意味している。これに
ついては、客観テストを自分で行って参考にしたり、評価表への記入を１回に限定せず、
一定の間隔で何回も繰り返したりすると、次第にその分野の水準に目が向くようになり、
その水準との比較で自己評価を行えるようになって、ある程度は自己満足に終わらない評
価が可能である。 
 しかし、いずれにしても学習内容についての自己評価にはこのような難点があるため、
最近は学習方法についての自己評価も行われるようになりつつある。 
 
(3) 学習評価の方法 
 学習評価の方法は、学習評価の主体（評価の実施者）、評価技法、評価対象、判定法等に
よっていくつかの種類に分けられる。 
① 主体別の分類 
 ａ 自己評価法 
   学習者が自らの学習について評価するもの。 
 ｂ 他者による評価法 
   学習プログラムの提供者や講師・助言者による評価、あるいは学習者が相互に行う
評価など。 
② 評価技法による分類 
 ａ 自己診断法 
   学習者が学習成果や感想を自由に記述したり、いくつかの観点を立てて自己診断を
行うもの。 
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 ｂ 知識テスト法 
   知識の習得度を調べるもので、○×法などがよく用いられる。 
 ｃ 応用能力テスト法 
   実例や応用問題などを用いて応用能力を調べるもので、論文法、○×法、実技法な
どがある。 
 ｄ 判断能力テスト法 
   これは知識テストと応用能力テストをあわせたもので、成人の場合に用いやすい。
具体的場面を想定し、そこでどのような判断をしたらよいかを述べるもの。 
 ｅ 態度テスト法 
   学習前と学習後の態度変容をみるために、学習の前後に同質の態度テストを行うも
の。ただし、態度変容があっても、それがその学習によるものかどうかの判定がむず
かしい。 
 ｆ 観察法 
   学習者の学習や実演を指導者や専門家が観察するもので、スポーツ、レクリエーシ
ョン、芸術、芸能、趣味、料理、和洋裁など、実技を伴うものに多く用いられる。 
 ｇ その他 
   話し合いなども一種の評価法として用いられる。感想を述べたり、関心や態度の変
化を述べたりする。 
③ 評価対象別の分類 
 ａ 学習過程での学習の評価 
   学習過程での学習を評価の対象とし、毎回の学習がどのように行われたかを評価す
るもの。主として学習者が学習の軌道を修正したり、学習プログラムの修正をしたり
するために行う。これには学習者の努力を評価することも含まれるので、学級・講座
などで毎回の学習結果について反省をしたりするのもこの一種といえる。（これは
formative evaluationである。） 
 ｂ 学習の総括的評価 
   学習者がある学習のまとまりを終了した時に、そのまとまりを評価の対象とし、学
習の総括のために行う評価で、目標を達成できたかどうかを判定する。もし目標を達
成できていれば、単位、修了証、免状、資格、学位、称号などを付与することが多い。
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（これはsummative evaluationである。） 
④ 判定法による分類 
 ａ 絶対的基準を定めて判定を行う場合 
   どの程度の成果があがれば学習目標を達成したとするかという基準をあらかじめ定
めておき、それにより判定を行うもの。絶対評価の一種といえる。たとえば、達成度
が80パーセント以上を合格とすることなどがそうである。 
 ｂ 平均との比較により判定を行う場合 
   ある学習者集団の平均を用い、それと比較して目標の達成度を判定するもの。相対
評価の一種といえる。たとえば、ある学習者集団の目標達成度の平均が50パーセント
とした場合、ある学習者の達成度が70パーセントであれば、平均を20パーセントを
上回っていたのでかなりよい、と判定することなどがそうである。 
 
1.3 生涯学習パスポートの考え方 
 学習成果を社会で活用するためには、学習成果を証明する資料の提出を求められること
が多い。それに備えて、日頃から生涯学習パスポートとして学習の総括的評価を記録して
おくと、いざというときに役に立つ。 
 生涯学習パスポートとは、学習や活動、受けた教育の記録帳のことである。学習の成果、
活動、受けた教育等の証明をする資料とするために、これまでの記録を記入し、証明でき
る資料を挟み込んでおく。 
 生涯学習パスポートの活用方法には、たとえば次のようなものがある。 
ａ．自分の生涯設計やキャリア形成の中で、これまでの歩みを点検するために活用する。 
ｂ．就職・転職・再就職試験の際に、この記録帳の中から必要な記録を抜き出して履歴書
に記入したり添付したりするなど、入学や就職・転職・再就職のパスポートとして活用
する。 
ｃ．地域における各種委員や役員等に応募したり地域活動に参画したりする際に、この記
録帳の中から必要な記録を抜き出して履歴書に記入したり添付したりするなど、委員、
役員、地域活動等のパスポートとして活用する。 
 記録しておくと役立つと思われるものには、つぎのようなものがある。 
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ａ．学校歴 
  学校の入学・中退・卒業・修了、科目等履修生、聴講生の記録等。 
  挟み込む資料：入学許可証、卒業証書、身分証明書、単位取得証明書などの証拠とな
るもの。 
ｂ．学習歴（学校以外のもの） 
  社会通信教育の修了、県民カレッジ等の修了、公民館・カルチャーセンター等の講座、
学校の開放講座、大学の公開講座、職業訓練施設での教育・訓練、企業の研修、民間の
各種セミナーの受講記録等。 
  挟み込む資料：出席証明、修了証など。 
ｃ．職業・職務歴 
  職業経験を自由に記述。 
ｄ．取得学位・資格・能力認定等 
  学位、国家資格、公的資格、民間資格、検定合格、認定・認証等。 
  挟み込む資料：学位記、認定証、免状等など。 
ｅ．作品記録 
  芸術、設計等の作品の展覧会、コンクール・コンペ等への出品、応募、依頼作品の制
作等。受賞等も記録する。 
  挟み込む資料：展覧会のチラシ、コンクール・コンペ等のプログラムやカタログ、作
品の写真など。 
ｆ．出場記録 
  スポーツ、芸術・芸能等の大会、コンクール等への参加、出場等。受賞等も記録する。 
  挟み込む資料：大会、コンクール等への参加者名簿、出場者名簿など。 
ｇ．ボランティア活動、奉仕活動、地域活動等 
  ボランティア活動、奉仕活動、地域活動等。 
  挟み込む資料：ボランティア活動、奉仕活動、地域活動の記録など。 
ｈ．表彰等 
  ボランティア活動、奉仕活動等の表彰、感謝状、広報紙等への功労についての記載等。 
  挟み込む資料：表彰状、感謝状、広報紙の記載など。 
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２ 学習成果の評価の意義と活用及び内容・方法 
 
2.1 学習成果の評価の意義 
 学習成果の評価は、変化の激しいこれからの社会で、生涯学習の成果を生かすための資
料とするところに意義がある。20世紀末のＧ８・ケルン・サミットにおける「ケルン憲章 
－生涯学習の目的と希望－」（平成11年６月19日）は、既に次のように述べていた。 
  「すべての国が直面する課題は、どのようにして、学習する社会となり、来世紀に必
要とされる知識、技能、資格を市民が身につけることを確保するかである。経済や社会
はますます知識に基づくものとなっている。教育と技能は、経済的成功、社会における
責任、社会的一体感を実現する上で不可欠である。 
  来世紀は柔軟性と変化の世紀と定義されるであろう。すなわち、流動性への要請がか
つてないほどに高まるだろう。今日、パスポートとチケットにより人々は世界中どこへ
でも旅することができる。将来には、流動性へのパスポートは、教育と生涯学習となる
であろう。この流動性のためのパスポートは、すべての人々に提供されなければならな
い。」 
 
 また、20世紀最後の年に行われたＧ８教育大臣会合（平成12年４月１日～２日、東京）
の「議長サマリー」でも、次のようにいわれている。 
  「…知識社会においては、これまでの学習や教授のあり方に根本的な変化が求められ
る。すなわち、学習機会を提供するに当たって、その内容及び形態を新たに組織し直す
こと、学習者の知的・情緒的・社会的要求を把握し直すことが求められる。労働市場で
求められる技能レベルは高く、すべての社会は教育レベルの向上という課題に直面して
いる。高い技能レベルを身につけ維持できる者は社会的にも経済的にも大成功を収める
ことができるが、そうでない者は安定した職業及び、その職業によって得るべき社会的・
文化的生活活動に必要な収入を得る見通しも立たない状態で、かつてない疎外の危険に
直面している。 
  このような状況にあって、生涯学習はすべてのひとにとって高い優先課題となってい
る。知るための学習、（何かを）するための学習、（何かに）なるための学習、共に生き
るための学習という４つの柱に基づいて、生涯学習は知識社会に完全に参画するための
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十分な機会を与えてくれる。生涯学習は国家開発の基礎であり、経済・社会の発展の基
礎を築き、個々人がその発展に貢献し、またその発展から利益を得るための能力を培う。」 
 
 我が国の教育基本法でも、生涯学習の理念は学習成果を適切に生かすことのできる社会
の実現であるとされている。 
 
◆ 参考 
教育基本法 
第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、そ
の生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、
その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。 
 
 学習成果の評価は、このような生涯学習の成果を活用するための資料となりうるもので
ある。生涯学習の成果の活用を考えると、今後は、学習成果の評価の社会的通用性を高め
ていかなければならない。 
 中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環型
社会の構築を目指して～」（平成20年２月）は、そのことを次のように述べている。 
 ○学習成果の活用を促進するためには、学習成果の評価の社会的通用性を向上させるこ
とが必要である。そのため、民間事業者等が提供する多様な教育サービスについて、
その内容の質の保証の在り方や学習成果の評価の在り方等について今後検討すること
が必要である。 
 また、多様な教育サービスの評価の在り方やそのための質保証の在り方については、こ
の答申は次のような提案を行っている。 
 ○民間事業者等が提供する教育サービスの質の保証や評価の在り方について検討するに
当たり、その第一歩として、各個人の学習成果を評価する検定試験について、全国レ
ベルでの一定の基準を満たすものを対象とし、個々の検定の評価手法の有効性、安定
性、継続性及び情報の真正性等を確保する仕組みを検討することが考えられる。 
 ○この場合、行政改革の経緯等から行政の直接的な関与が困難であれば、民間事業者等
による第三者評価機関が検定試験について客観性や質を確保するという仕組みが考え
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られる。その際、国がその客観性や公平性を担保するため、評価を行う際の参考とな
るガイドラインを作成するなど、民間事業者等の主体的な取組を支援する必要がある。 
 ○なお、このような検定試験に関する質の保証や評価の仕組みを構築することは、生涯
学習という広い分野において学習成果の社会的通用性を向上させるための一つの方策
であるが、このような生涯学習における多様な学習成果の通用性の向上を図ることは、
地方公共団体等において既に行われている生涯学習パスポート等の取組に資するもの
であると考えられる。 
 これを受けて設置された「検定試験の評価の在り方に関する有識者会議」が、「『検定試
験の評価ガイドライン（試案）』について（これまでの検討の整理）」（平成20年10月）を
出しており、同年12月には、民間の第三者評価機関として「資格標準化機構」が発足した。 
 
2.2 学習成果の活用の考え方と内容・方法 
 これまでの社会教育計画では、学習成果の活用を本格的に取り上げることはあまりなか
った。しかし、教育基本法の生涯学習社会を実現するという生涯学習の理念を受けて、平
成20年６月に社会教育関係の３法（社会教育法、図書館法、博物館法）が改正され、学習
成果の活用が新たに加わっている。たとえば、社会教育法では、第５条に学習成果の活用
機会を提供する事業の実施及びその奨励が加わっており、図書館法・博物館法でも、第３
条に同様のことが入っている。 
 
◆ 参考 
社会教育法 
第5条 十五 社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学
校、社会教育施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供す
る事業の実施及びその奨励に関すること。 
 
 そのような学習成果を生かす機会は、今後、充実を図らなければならないが、平成20
年２月の中央教育審議会答申は、そのことを次のように述べている。 
 ○生涯学習の振興においては、学習機会の充実を図ることのみならず、各個人がその学
習の成果を生かすことができる社会の実現が求められている。学習成果の活用は、職
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業生活や社会における多様な活動において行われるものであるが、社会全体の教育力
向上の観点からも、各個人が学習した成果を地域社会における様々な教育活動に生か
すことが期待されている。具体的には、地域全体による様々な学校支援活動や放課後
対策、家庭教育支援等が考えられる。例えば、いったん家庭に入った女性が学習活動
や地域活動等により再び社会参画することは社会の活性化にもつながるものである。
また、今後は特に、定年を迎える団塊世代に協力を求め、その力を有効に活用する方
策を検討することが必要である。 
 学習成果の活用は、職業生活や地域活動などさまざまな形で行われており、ここでも地
域全体による様々な学校支援活動や放課後対策、家庭教育支援等への期待が述べられてい
る。しかし、社会教育における学習成果の活用の内容や方法については、まだ、十分な検
討が行われておらず、今後、少子高齢化がますます進むことを考えると、本格的に取り組
んで行かなければならない大きな課題であろう。 
（山本 恒夫） 

 
 
 
 
 
 
 
参考資料 
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教育基本法 
 
平成十八年法律第百二十号 
 
教育基本法（昭和二十二年法律第二十五号）の全部を改正する。 
 
目次 
 
 前文 
 第一章 教育の目的及び理念（第一条―第四条） 
 第二章 教育の実施に関する基本（第五条―第十五条） 
 第三章 教育行政（第十六条・第十七条） 
 第四章 法令の制定（第十八条） 
 附則 
 
 我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な国家を更に発展さ
せるとともに、世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。 
 我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重んじ、真理と正義を希求し、公共の
精神を尊び、豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに、伝統を継承し、
新しい文化の創造を目指す教育を推進する。 
 ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国の未来を切り拓く教育の基本を
確立し、その振興を図るため、この法律を制定する。 
 
  第一章 教育の目的及び理念 
 
（教育の目的） 
第一条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要
な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。 
（教育の目標） 
第二条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を
達成するよう行われるものとする。 
 一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培
うとともに、健やかな身体を養うこと。 
 二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を
養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 
 三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基
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づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 
 四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
 五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他
国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
（生涯学習の理念） 
第三条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その
生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成
果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。 
（教育の機会均等） 
第四条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなけれ
ばならず、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別
されない。 
２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受け
られるよう、教育上必要な支援を講じなければならない。 
３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難
な者に対して、奨学の措置を講じなければならない。 
 
  第二章 教育の実施に関する基本 
 
（義務教育） 
第五条 国民は、その保護する子に、別に法律で定めるところにより、普通教育を受けさ
せる義務を負う。 
２ 義務教育として行われる普通教育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において
自立的に生きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な
資質を養うことを目的として行われるものとする。 
３ 国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保障し、その水準を確保するため、適切な
役割分担及び相互の協力の下、その実施に責任を負う。 
４ 国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育については、授業料を徴収しな
い。 
（学校教育） 
第六条 法律に定める学校は、公の性質を有するものであって、国、地方公共団体及び法
律に定める法人のみが、これを設置することができる。 
２ 前項の学校においては、教育の目標が達成されるよう、教育を受ける者の心身の発達
に応じて、体系的な教育が組織的に行われなければならない。この場合において、教育
を受ける者が、学校生活を営む上で必要な規律を重んずるとともに、自ら進んで学習に
取り組む意欲を高めることを重視して行われなければならない。 
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（大学） 
第七条 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を
探究して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の
発展に寄与するものとする。 
２ 大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重さ
れなければならない。 
（私立学校） 
第八条 私立学校の有する公の性質及び学校教育において果たす重要な役割にかんがみ、
国及び地方公共団体は、その自主性を尊重しつつ、助成その他の適当な方法によって私
立学校教育の振興に努めなければならない。 
（教員） 
第九条 法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養
に励み、その職責の遂行に努めなければならない。 
２ 前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、
待遇の適正が期せられるとともに、養成と研修の充実が図られなければならない。 
（家庭教育） 
第十条 父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、
生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のと
れた発達を図るよう努めるものとする。 
２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機会
及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなけれ
ばならない。 
（幼児期の教育） 
第十一条 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることに
かんがみ、国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その
他適当な方法によって、その振興に努めなければならない。 
（社会教育） 
第十二条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方
公共団体によって奨励されなければならない。 
２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校
の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興
に努めなければならない。 
（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力） 
第十三条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責
任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。 
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（政治教育） 
第十四条 良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない。 
２ 法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その
他政治的活動をしてはならない。 
（宗教教育） 
第十五条 宗教に関する寛容の態度、宗教に関する一般的な教養及び宗教の社会生活にお
ける地位は、教育上尊重されなければならない。 
２ 国及び地方公共団体が設置する学校は、特定の宗教のための宗教教育その他宗教的活
動をしてはならない。 
 
  第三章 教育行政 
 
（教育行政） 
第十六条 教育は、不当な支配に服することなく、この法律及び他の法律の定めるところ
により行われるべきものであり、教育行政は、国と地方公共団体との適切な役割分担及
び相互の協力の下、公正かつ適正に行われなければならない。 
２ 国は、全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため、教育に関する施策
を総合的に策定し、実施しなければならない。 
３ 地方公共団体は、その地域における教育の振興を図るため、その実情に応じた教育に
関する施策を策定し、実施しなければならない。 
４ 国及び地方公共団体は、教育が円滑かつ継続的に実施されるよう、必要な財政上の措
置を講じなければならない。 
（教育振興基本計画） 
第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育
の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項につい
て、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 
２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体に
おける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならな
い。 
 
  第四章 法令の制定 
 
第十八条 この法律に規定する諸条項を実施するため、必要な法令が制定されなければな
らない。 
 
附則（省略） 
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社会教育法 
 
（昭和二十四年六月十日法律第二百七号） 
[最近改正 平成二〇年六月一一日法律第五九号] 
 
目次 
 
 第一章 総則（第一条―第九条）  
 第二章 社会教育主事及び社会教育主事補（第九条の二―第九条の六） 
 第三章 社会教育関係団体（第十条―第十四条） 
 第四章 社会教育委員（第十五条―第十九条）  
 第五章 公民館（第二十条―第四十二条）  
 第六章 学校施設の利用（第四十三条―第四十八条）  
 第七章 通信教育（第四十九条―第五十七条）  
 附則  
 
  第一章 総則  
 
（この法律の目的） 
第一条 この法律は、教育基本法 （平成十八年法律第百二十号）の精神に則り、社会教育
に関する国及び地方公共団体の任務を明らかにすることを目的とする。  
（社会教育の定義）  
第二条 この法律で「社会教育」とは、学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）に基
き、学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して
行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。  
（国及び地方公共団体の任務）  
第三条 国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社会教育
の奨励に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法によ
り、すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即する文
化的教養を高め得るような環境を醸成するように努めなければならない。  
２ 国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たつては、国民の学習に対する多様な
需要を踏まえ、これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行
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うことにより、生涯学習の振興に寄与することとなるよう努めるものとする。  
３ 国及び地方公共団体は、第一項の任務を行うに当たつては、社会教育が学校教育及び
家庭教育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努め、
及び家庭教育の向上に資することとなるよう必要な配慮をするとともに、学校、家庭及
び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよう努める
ものとする。 
（国の地方公共団体に対する援助）  
第四条 前条第一項の任務を達成するために、国は、この法律及び他の法令の定めるとこ
ろにより、地方公共団体に対し、予算の範囲内において、財政的援助並びに物資の提供
及びそのあつせんを行う。  
（市町村の教育委員会の事務）  
第五条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方
の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。  
 一 社会教育に必要な援助を行うこと。  
 二 社会教育委員の委嘱に関すること。  
 三 公民館の設置及び管理に関すること。  
 四 所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関
すること。  
 五 所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。  
 六 講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれら
の奨励に関すること。  
 七 家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家
庭教育に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。  
 八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関す
ること。  
 九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。  
 十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知
識又は技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこ
れらの奨励に関すること。  
十一 運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。  
十二 音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。 
十三 主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第十八条に規定する学齢児童
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及び学齢生徒をいう。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日において学校、社会教
育施設その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供する事業の実
施並びにその奨励に関すること。  
十四 青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験
活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。  
十五 社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して学校、社会教
育施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及
びその奨励に関すること。  
十六 社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。  
十七 視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提供に関す
ること。  
十八 情報の交換及び調査研究に関すること。  
十九 その他第三条第一項の任務を達成するために必要な事務  
（都道府県の教育委員会の事務）  
第六条  都道府県の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲
内において、前条各号の事務（第三号の事務を除く。）を行うほか、次の事務を行う。  
 一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し、必要な指導及び調査を行うこと。  
 二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営、講習会の開催、資料の配布
等に関すること。  
 三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあつせんに関すること。  
 四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。  
 五 その他法令によりその職務権限に属する事項  
（教育委員会と地方公共団体の長との関係）  
第七条  地方公共団体の長は、その所掌事項に関する必要な広報宣伝で視聴覚教育の手段
を利用しその他教育の施設及び手段によることを適当とするものにつき、教育委員会に
対し、その実施を依頼し、又は実施の協力を求めることができる。  
２ 前項の規定は、他の行政庁がその所掌に関する必要な広報宣伝につき、教育委員会に
対し、その実施を依頼し、又は実施の協力を求める場合に準用する。  
第八条 教育委員会は、社会教育に関する事務を行うために必要があるときは、当該地方
公共団体の長及び関係行政庁に対し、必要な資料の提供その他の協力を求めることがで
きる。 
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（図書館及び博物館）  
第九条 図書館及び博物館は、社会教育のための機関とする。  
２ 図書館及び博物館に関し必要な事項は、別に法律をもつて定める。 
 
  第二章 社会教育主事及び社会教育主事補  
 
（社会教育主事及び社会教育主事補の設置）  
第九条の二 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事を置く。 
２ 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事補を置くことができる。  
（社会教育主事及び社会教育主事補の職務）  
第九条の三 社会教育主事は、社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与える。
ただし、命令及び監督をしてはならない。  
２ 社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、地域住民その他の関係者の協力を得て教
育活動を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うことができる。  
３ 社会教育主事補は、社会教育主事の職務を助ける。  
（社会教育主事の資格）  
第九条の四 次の各号のいずれかに該当する者は、社会教育主事となる資格を有する。  
一 大学に二年以上在学して六十二単位以上を修得し、又は高等専門学校を卒業し、かつ、
次に掲げる期間を通算した期間が三年以上になる者で、次条の規定による社会教育主事
の講習を修了したもの  
 イ 社会教育主事補の職にあつた期間 
 ロ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育関係団体における職で司書、学芸員その
他の社会教育主事補の職と同等以上の職として文部科学大臣の指定するものにあつた
期間 
 ハ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育関係団体が実施する社会教育に関係のあ
る事業における業務であつて、社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資す
るものとして文部科学大臣が指定するものに従事した期間（イ又はロに掲げる期間に
該当する期間を除く。） 
二 教育職員の普通免許状を有し、かつ、五年以上文部科学大臣の指定する教育に関する
職にあつた者で、次条の規定による社会教育主事の講習を修了したもの  
三 大学に二年以上在学して、六十二単位以上を修得し、かつ、大学において文部科学省
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令で定める社会教育に関する科目の単位を修得した者で、第一号イからハまでに掲げる
期間を通算した期間が一年以上になるもの  
四 次条の規定による社会教育主事の講習を修了した者（第一号及び第二号に掲げる者を
除く。）で、社会教育に関する専門的事項について前三号に掲げる者に相当する教養と経
験があると都道府県の教育委員会が認定したもの  
（社会教育主事の講習）  
第九条の五 社会教育主事の講習は、文部科学大臣の委嘱を受けた大学その他の教育機関
が行う。  
２ 受講資格その他社会教育主事の講習に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。  
（社会教育主事及び社会教育主事補の研修）  
第九条の六 社会教育主事及び社会教育主事補の研修は、任命権者が行うもののほか、文
部科学大臣及び都道府県が行う。 
 
  第三章 社会教育関係団体  
 
（社会教育関係団体の定義）  
第十条 この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に
属しない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。  
（文部科学大臣及び教育委員会との関係）  
第十一条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、
専門的技術的指導又は助言を与えることができる。  
２ 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体の求めに応じ、これに対し、社会
教育に関する事業に必要な物資の確保につき援助を行う。  
（国及び地方公共団体との関係）  
第十二条 国及び地方公共団体は、社会教育関係団体に対し、いかなる方法によつても、
不当に統制的支配を及ぼし、又はその事業に干渉を加えてはならない。  
（審議会等への諮問）  
第十三条 国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場合
には、あらかじめ、国にあつては文部科学大臣が審議会等（国家行政組織法（昭和二十
三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。第五十一条第三項において同じ。）
で政令で定めるものの、地方公共団体にあつては教育委員会が社会教育委員の会議（社
会教育委員が置かれていない場合には、条例で定めるところにより社会教育に係る補助
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金の交付に関する事項を調査審議する審議会その他の合議制の機関）の意見を聴いて行
わなければならない。  
（報告） 
第十四条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係団体に対し、指導資料の作製及
び調査研究のために必要な報告を求めることができる。  
 
  第四章 社会教育委員  
 
（社会教育委員の構成）  
第十五条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。  
２ 社会教育委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行
う者並びに学識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱する。  
（削除）  
第十六条 削除  
（社会教育委員の職務）  
第十七条 社会教育委員は、社会教育に関し教育長を経て教育委員会に助言するため、左
の職務を行う。  
一 社会教育に関する諸計画を立案すること。  
二 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を述べる
こと。  
三 前二号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。  
２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べることがで
きる。  
３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に関
する特定の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他関係者に対し、助
言と指導を与えることができる。  
（社会教育委員の定数等）  
第十八条 社会教育委員の定数、任期その他必要な事項は、当該地方公共団体の条例で定
める。  
第十九条 削除  
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  第五章 公民館  
 
（目的）  
第二十条 公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、
学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操
の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。  
（公民館の設置者）  
第二十一条 公民館は、市町村が設置する。  
２ 前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設置を目的とする一般社団法人又は一般
財団法人（以下この章において「法人」という。）でなければ設置することができない。  
３ 公民館の事業の運営上必要があるときは、公民館に分館を設けることができる。  
（公民館の事業）  
第二十二条 公民館は、第二十条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行う。但し、
この法律及び他の法令によつて禁じられたものは、この限りでない。  
一 定期講座を開設すること。  
二 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。  
三 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。  
四 体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開催すること。  
五 各種の団体、機関等の連絡を図ること。  
六 その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。  
（公民館の運営方針）  
第二十三条 公民館は、次の行為を行つてはならない。  
一 もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を利用させそ
の他営利事業を援助すること。  
二 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候補者を支持
すること。  
２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しくは教
団を支援してはならない。  
（公民館の基準）  
第二十三条の二 文部科学大臣は、公民館の健全な発達を図るために、公民館の設置及び
運営上必要な基準を定めるものとする。  
２ 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、市町村の設置する公民館が前項の基準に
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従つて設置され及び運営されるように、当該市町村に対し、指導、助言その他の援助に
努めるものとする。  
（公民館の設置）  
第二十四条 市町村が公民館を設置しようとするときは、条例で、公民館の設置及び管理
に関する事項を定めなければならない。  
第二十五条及び第二十六条 削除  
（公民館の職員）  
第二十七条 公民館に館長を置き、主事その他必要な職員を置くことができる。  
２ 館長は、公民館の行う各種の事業の企画実施その他必要な事務を行い、所属職員を監
督する。  
３ 主事は、館長の命を受け、公民館の事業の実施にあたる。  
第二十八条 市町村の設置する公民館の館長、主事その他必要な職員は、教育長の推薦に
より、当該市町村の教育委員会が任命する。  
（公民館の職員の研修）  
第二十八条の二 第九条の六の規定は、公民館の職員の研修について準用する。  
（公民館運営審議会）  
第二十九条 公民館に公民館運営審議会を置くことができる。  
２ 公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につ
き調査審議するものとする。  
第三十条 市町村の設置する公民館にあつては、公民館運営審議会の委員は、学校教育及
び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の
中から、市町村の教育委員会が委嘱する。  
２ 前項の公民館運営審議会の委員の定数、任期その他必要な事項は、市町村の条例で定
める。  
第三十一条 法人の設置する公民館に公民館運営審議会を置く場合にあつては、その委員
は、当該法人の役員をもつて充てるものとする。  
（運営の状況に関する評価等）  
第三十二条 公民館は、当該公民館の運営の状況について評価を行うとともに、その結果
に基づき公民館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  
（運営の状況に関する情報の提供）  
第三十二条の二 公民館は、当該公民館の事業に関する地域住民その他の関係者の理解を
深めるとともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該公民館の運営
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の状況に関する情報を積極的に提供するよう努めなければならない。  
（基金）  
第三十三条 公民館を設置する市町村にあつては、公民館の維持運営のために、地方自治
法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十一条の基金を設けることができる。  
（特別会計）  
第三十四条 公民館を設置する市町村にあつては、公民館の維持運営のために、特別会計
を設けることができる。  
（公民館の補助）  
第三十五条 国は、公民館を設置する市町村に対し、予算の範囲内において、公民館の施
設、設備に要する経費その他必要な経費の一部を補助することができる 
２ 前項の補助金の交付に関し必要な事項は、政令で定める。  
第三十六条 削除  
第三十七条 都道府県が地方自治法第二百三十二条の二の規定により、公民館の運営に要
する経費を補助する場合において、文部科学大臣は、政令の定めるところにより、その
補助金の額、補助の比率、補助の方法その他必要な事項につき報告を求めることができ
る。 
第三十八条 国庫の補助を受けた市町村は、左に掲げる場合においては、その受けた補助
金を国庫に返還しなければならない。  
一 公民館がこの法律若しくはこの法律に基く命令又はこれらに基いてした処分に違反し
たとき。  
二 公民館がその事業の全部若しくは一部を廃止し、又は第二十条に掲げる目的以外の用
途に利用されるようになつたとき。  
三 補助金交付の条件に違反したとき。  
四 虚偽の方法で補助金の交付を受けたとき。  
（法人の設置する公民館の指導）  
第三十九条 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、法人の設置する公民館の運営そ
の他に関し、その求めに応じて、必要な指導及び助言を与えることができる。  
（公民館の事業又は行為の停止）  
第四十条 公民館が第二十三条の規定に違反する行為を行つたときは、市町村の設置する
公民館にあつては市町村の教育委員会、法人の設置する公民館にあつては都道府県の教
育委員会は、その事業又は行為の停止を命ずることができる。  
２ 前項の規定による法人の設置する公民館の事業又は行為の停止命令に関し必要な事項
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は、都道府県の条例で定めることができる。  
（罰則）  
第四十一条 前条第一項の規定による公民館の事業又は行為の停止命令に違反する行為を
した者は、一年以下の懲役若しくは禁錮又は三万円以下の罰金に処する。  
（公民館類似施設）  
第四十二条 公民館に類似する施設は、何人もこれを設置することができる。 
２ 前項の施設の運営その他に関しては、第三十九条の規定を準用する。 
 
  第六章 学校施設の利用  
 
（適用範囲）  
第四十三条 社会教育のためにする国立学校（学校教育法第二条第二項に規定する国立学
校をいう。以下同じ。）又は公立学校（同項に規定する公立学校をいう。以下同じ。）の
施設の利用に関しては、この章の定めるところによる。  
（学校施設の利用）  
第四十四条 学校（国立学校又は公立学校をいう。以下この章において同じ。）の管理機関
は、学校教育上支障がないと認める限り、その管理する学校の施設を社会教育のために
利用に供するように努めなければならない。  
２ 前項において「学校の管理機関」とは、国立学校にあつては設置者である国立大学法
人（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法
人をいう。）の学長又は独立行政法人国立高等専門学校機構の理事長、公立学校のうち、
大学にあつては設置者である地方公共団体の長又は公立大学法人（地方独立行政法人法
（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一項に規定する公立大学法人をいう。以下
この項及び第四十八条第一項において同じ。）の理事長、高等専門学校にあつては設置者
である地方公共団体に設置されている教育委員会又は公立大学法人の理事長、大学及び
高等専門学校以外の学校にあつては設置者である地方公共団体に設置されている教育委
員会をいう。  
（学校施設利用の許可）  
第四十五条 社会教育のために学校の施設を利用しようとする者は、当該学校の管理機関
の許可を受けなければならない。 
２ 前項の規定により、学校の管理機関が学校施設の利用を許可しようとするときは、あ
らかじめ、学校の長の意見を聞かなければならない。  
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第四十六条 国又は地方公共団体が社会教育のために、学校の施設を利用しようとすると
きは、前条の規定にかかわらず、当該学校の管理機関と協議するものとする。  
第四十七条 第四十五条の規定による学校施設の利用が一時的である場合には、学校の管
理機関は、同条第一項の許可に関する権限を学校の長に委任することができる。  
２ 前項の権限の委任その他学校施設の利用に関し必要な事項は、学校の管理機関が定め
る。  
（社会教育の講座）  
第四十八条 文部科学大臣は国立学校に対し、地方公共団体の長は当該地方公共団体が設
置する大学又は当該地方公共団体が設立する公立大学法人が設置する大学若しくは高等
専門学校に対し、地方公共団体に設置されている教育委員会は当該地方公共団体が設置
する大学以外の公立学校に対し、その教育組織及び学校の施設の状況に応じ、文化講座、
専門講座、夏期講座、社会学級講座等学校施設の利用による社会教育のための講座の開
設を求めることができる。  
２ 文化講座は、成人の一般的教養に関し、専門講座は、成人の専門的学術知識に関し、
夏期講座は、夏期休暇中、成人の一般的教養又は専門的学術知識に関し、それぞれ大学、
高等専門学校又は高等学校において開設する。  
３ 社会学級講座は、成人の一般的教養に関し、小学校又は中学校において開設する。  
４ 第一項の規定する講座を担当する講師の報酬その他必要な経費は、予算の範囲内にお
いて、国又は地方公共団体が負担する。  
 
  第七章 通信教育  
 
（適用範囲）  
第四十九条 学校教育法第五十四条、第七十条第一項、第八十二条及び第八十四条の規定
により行うものを除き、通信による教育に関しては、この章の定めるところによる。  
（通信教育の定義）  
第五十条 この法律において「通信教育」とは、通信の方法により一定の教育計画の下に、
教材、補助教材等を受講者に送付し、これに基き、設問解答、添削指導、質疑応答等を
行う教育をいう。  
２ 通信教育を行う者は、その計画実現のために、必要な指導者を置かなければならない。  
（通信教育の認定）  
第五十一条 文部科学大臣は、学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信教
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育で社会教育上奨励すべきものについて、通信教育の認定（以下「認定」という。）を与
えることができる。  
２ 認定を受けようとする者は、文部科学大臣の定めるところにより、文部科学大臣に申
請しなければならない。  
３ 文部科学大臣が、第一項の規定により、認定を与えようとするときは、あらかじめ、
第十三条の政令で定める審議会等に諮問しなければならない。  
（認定手数料）  
第五十二条 文部科学大臣は、認定を申請する者から実費の範囲内において文部科学省令
で定める額の手数料を徴収することができる。ただし、国立学校又は公立学校が行う通
信教育に関しては、この限りでない。  
第五十三条 削除  
（郵便料金の特別取扱）  
第五十四条 認定を受けた通信教育に要する郵便料金については、郵便法（昭和二十二年
法律第百六十五号）の定めるところにより、特別の取扱を受けるものとする。  
（通信教育の廃止）  
第五十五条 認定を受けた通信教育を廃止しようとするとき、又はその条件を変更しよう
とするときは、文部科学大臣の定めるところにより、その許可を受けなければならない。  
２ 前項の許可に関しては、第五十一条第三項の規定を準用する。  
（報告及び措置）  
第五十六条 文部科学大臣は、認定を受けた者に対し、必要な報告を求め、又は必要な措
置を命ずることができる。  
（認定の取消）  
第五十七条 認定を受けた者がこの法律若しくはこの法律に基く命令又はこれらに基いて
した処分に違反したときは、文部科学大臣は、認定を取り消すことができる。  
２ 前項の認定の取消に関しては、第五十一条第三項の規定を準用する。  
 
附則（省略）  
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